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1. ガイドラインの背景と目的 

1.1. 背景 

スマートシティは、先進的技術の活用により、都市や地域の機能やサービスを効率化・高

度化する事で各種の課題の解決を図るとともに、快適性や利便性を含めた新たな価値を創出

する取組である。「統合イノベーション戦略 2020」（令和２年７月 17日閣議決定）では、

Society5.0の先行的実現の場としてスマートシティが位置づけられ、関係府省庁の連携の下

で取組を推進していくこととされている。 

他方で、スマートシティ内では多数のセンサーやカメラ等の IoT機器が散在し、かつ多様

なデータが取り扱われるという特徴を持っているため、常にサイバー攻撃のリスクにさらさ

れる恐れがある。さらに、近年のスマートシティではその地域の住民の安全に関わるサービ

スなど、提供されるサービスの範囲や重要性が拡大しつつあることから、安全・安心なスマ

ートシティサービスを提供するために、スマートシティのセキュリティの実装が求められる

ことが想定される。また、スマートシティではルール作りやシステム構築・運用などに多様

な主体が関わることから、スマートシティのセキュリティを実現するためには関係者間で共

通認識を醸成しつつ、適切にセキュリティ対策を実施する必要がある。 

そのため、今後、地方公共団体を始めとする様々な地域において、安全・安心なスマート

シティが実現できるよう、本ガイドラインでは、学識者、自治体有識者、スマートシティ及

びセキュリティに関わる ICT企業等の有識者からなる検討会を通じて、スマートシティのセ

キュリティの考え方やスマートシティを実現する上で実施することが推奨されるセキュリテ

ィ対策等について整理した。 

本ガイドラインが、スマートシティの推進に関わるあらゆる主体において安全・安心なス

マートシティを実現するにあたっての参考となることを期待する。 

1.2. 目的 

本ガイドラインの最終的な目標は、安全・安心なスマートシティの実現に寄与するととも

にスマートシティの普及促進を図ることである。本目標を達成するためには、スマートシテ

ィのどこにどのようなリスクが存在し、そのリスクに対してどのような対策が必要となるか

を理解する必要がある。上記を踏まえ、本ガイドラインの具体的な目的は以下の通りであ

る。 

 スマートシティの推進に関わるあらゆる主体において、セキュリティの観点で見たス

マートシティの構造を把握する 

 各関係主体が、スマートシティを構成する各要素それぞれにおけるセキュリティ上の

リスク及び実施すべきセキュリティ対策を把握する 
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 各関係主体が、スマートシティの特徴を踏まえたスマートシティ特有のセキュリティ

上のリスク及び実施すべきセキュリティ対策を把握する 

1.3. 関係主体の定義 

スマートシティでは、その推進に多様な主体が関わることから、まずは関係主体について

表１－１のとおり定義する。本ガイドラインは内閣府の戦略イノベーション創造プログラム

（SIP）において定義されているスマートシティリファレンスアーキテクチャ（以下、「リフ

ァレンスアーキテクチャ」という。）を前提としていることから、リファレンスアーキテクチ

ャ内で使用されている関係主体に関する用語については、基本的に同一の定義とする。一方

で、リファレンスアーキテクチャ内で明確に定義されていない用語については本ガイドライ

ンで新たに定義する。 

表１－１の定義はスマートシティを推進する上で一般的と思われる体制を前提に整理して

いる。個々のスマートシティにおいて、ここに示す定義とは異なる定義が用いられている場

合や、複数の定義を満たす主体の存在が想定される場合は、適宜読み替える必要がある。 

表１－１ 本ガイドラインにおける関係主体の定義 

用語 定義 

サービス利用者（受益者） スマートシティサービス1の提供の対象として、その提供ニーズ

を有する主体のこと。なお、提供されるサービスによっては、

サービス利用者がデータを提供することもある。 

サービス提供者 （サービス利用者に対して）スマートシティサービスを提供す

る主体。 

推進主体 

 

スマートシティ全体の推進・運営に関して責任・決定権・主導

権を持つ主体。本ガイドラインにおいては地域協議会や地方公

共団体などが推進主体に該当し、当推進主体から業務委託を請

けるベンダ等は含まない。 

投資家・データ等提供者 （時に対価を目的として）スマートシティやスマートシティサ

ービスの開発・運営に必要となるリソースを提供する主体。 

都市 OSベンダ 「推進主体」からの業務委託等を請け、都市 OSの構築・運用を

実施する事業者を指す。 

データ提供事業者 「投資家・データ等提供者」の内、IoT機器等からデータを収集

し、都市 OSへデータを提供する事業者の総称を指す。 

                                                   
1 リファレンスアーキテクチャにおいて、スマートシティサービスは「都市 OS を通じてデータや他

サービスと連携した上で利用者に提供されるもの」と定義されている。 
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IoT機器ベンダ 「データ提供事業者」や「サービス提供者」に対して IoT機器

を提供する事業者を指す。 

セキュリティサービス事

業者 

「推進主体」からの業務委託等を請け、スマートシティの全体

または一部のセキュリティ監視等のセキュリティに関するサー

ビスを実施する事業者を指す。 

マルチステークホルダ 「サービス提供者」「推進主体」「都市 OSベンダ」「データ提供

事業者」「IoT機器ベンダ」「セキュリティサービス事業者」「サ

ービス利用者」などのスマートシティ推進に直接的又は間接的

に関与する主体の総称を指す。本ガイドラインでは基本的にス

マートシティサービスを提供する主体の総称として使用してい

るが、「サービス利用者」もスマートシティを共創するマルチス

テークホルダの一員となる。 

 

 

図１－１ 本ガイドラインで定義する関係主体のイメージ 
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1.4. 対象範囲 

本ガイドラインにおける対象範囲は、下記の通りとする。 

 スマートシティのセキュリティを実現する上では管理的な面と技術的な面、双方から

のアプローチが必要であることから、本ガイドラインでは管理的対策、技術的対策の

いずれも対象範囲として捉える 

 本ガイドラインでは基本的に、スマートシティサービスを提供する主体であるマルチ

ステークホルダが実施すべきセキュリティ対策について言及することとする 

 スマートシティで取り扱われるデータや情報は、サービスの利用範囲の拡大に伴い、

オープンデータだけでなく重要な情報についても取り扱われるケースが増えているこ

とから、本ガイドラインではオープンデータ及び重要な情報の双方に対してセキュリ

ティを担保することを前提とし、必要と思われるセキュリティ対策等について言及す

る 

 スマートシティでは利用者の個人情報を取り扱うケースが想定されることから、プラ

イバシーに対する考慮が必要となるが、当然その中にはプライバシー情報のセキュリ

ティへの考慮も含まれている。そのため、プライバシー情報のセキュリティ確保のた

めに有用な要素（データの機密性や完全性担保などの安全管理の実施等）に関して

は、本ガイドラインの対象範囲に含める 

 スマートシティサービスは多種多様であり、サービスによってはその地域に住んでい

る住民の安全に関わるサービスも存在する。 そのため、セキュリティ対策の不備が要

因となるセーフティに関するリスクについても対象範囲に含める 

なお、本ガイドラインに記載されているリスクやセキュリティ対策等は、スマートシティ

を構築・運用するにあたり、特に検討・実施することが推奨される事項について記載してお

り、網羅的な記載とはなっていない。そのため、本ガイドラインの読者においては本ガイド

ラインを自身が関与するスマートシティにおけるセキュリティ対策を検討するための参考と

していただくとともに、必要に応じて本ガイドライン以外の国際規格やガイドライン等を参

照することを推奨する。（国際規格やガイドライン等については、「3.1.1 ガバナンス」や

【Appendix】A 「参照すべき法令・ガイドラインの一覧」に一部を記載する。） 

また、上述の対象範囲の中で、「本ガイドラインでは重要な情報に対してセキュリティを担

保することを前提」 と言及しているが、スマートシティ内で取り扱われる情報資産に対する

リスク評価や、実施するセキュリティ対策、その対策の実施主体などは、それぞれのスマー

トシティのサービスやビジネスの形態に大きく依存することから、スマートシティごとに検

討する必要があることに留意する。 



   

 

8 
 

その他、スマートシティは交通や医療といった様々な分野において活用されることが想定

されるが、本書においてはそれぞれの分野で共通的に発生することが想定されるリスクや実

施すべきセキュリティ対策について記載していることに留意する。 

1.5. 想定読者 

本ガイドラインの想定する対象読者を以下に示す。 

① 推進主体 

本ガイドラインの主となる想定読者。スマートシティを管理・運営する主体であること

から、管理的な側面でのセキュリティ検討が重要となる。また、推進主体はスマートシテ

ィ全体を把握することが望ましいことから、技術的な対策を直接実施する主体ではないと

してもスマートシティ全体におけるリスクや対策を把握することが求められる。 

② サービス提供者、都市 OSベンダ、データ提供事業者、IoT 機器ベンダ、セキュリティ

サービス事業者  

推進主体と連携し、主に技術的なセキュリティ対策の実施が求められる主体。推進主体

からの業務委託や提携を請け、それを踏まえたそれぞれの責任範囲におけるセキュリティ

対策を実施することが基本となるが、他の主体と連携して対処が求められるところもある

ため、幅広くセキュリティ対策について把握している事が望ましい。 

1.6. 全体構成 

本ガイドラインは、「１．ガイドラインの背景と目的」、「２．スマートシティセキュリティ

の考え方」、「３．スマートシティにおけるセキュリティ対策」、「４．セキュリティ検討のた

めの補助コンテンツ」の４章から構成される。 

 第１章においては、本ガイドラインの背景、目的、関係主体の定義、対象範囲、全体

構成等を示す。 

 第２章においては、本ガイドラインの前提となっているリファレンスアーキテクチャ

の構造について紹介すると共に、スマートシティのセキュリティを検討する上での構

造の分類について整理し、それぞれの分類におけるセキュリティ上のリスクやセキュ

リティ対策の方向性を示す。 

 第３章においては、第２章で整理した分類に基づき、それぞれにおいて特に必要とさ

れるセキュリティ対策の詳細や、具体的なセキュリティ対策の事例を記載する。 

 第４章においては、セキュリティを検討する上での補助コンテンツとして、幅広くリ

スクとセキュリティ対策を取りまとめた一覧表を紹介すると共に、本ガイドラインに

記載されているセキュリティ対策が実施できているかを確認するためのチェックシー

トについて記載する。 
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1.7. 活用方法 

上述の全体構成を踏まえた本ガイドラインの活用方法を以下に示す。 

① 第１章において、本ガイドラインの背景、目的、関係主体の定義、対象範囲、全体構

成等を理解する。 

② 第２章において、スマートシティにおけるセキュリティ観点で見た構造の分類につい

て理解する。また、それぞれの分類におけるリスクと対策の方向性を理解する。 

③ 第３章において、それぞれの分類における具体的なセキュリティ対策について理解す

る。 

④ 第４章において、自身が推進するスマートシティの分野や特性を踏まえたリスク分析

を行った上で、リスクやセキュリティ対策の一覧表を参考に、実施すべきセキュリテ

ィ対策を検討する。また、チェックシートを活用して自身のスマートシティにおける

セキュリティ対策の網羅性をチェックする。 
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2. スマートシティセキュリティの考え方 

2.1. スマートシティリファレンスアーキテクチャ 

本ガイドラインは、スマートシティの推進主体をはじめとした、スマートシティに関わる

各主体が、IoT機器やデータ利活用のための基盤、サービス、データ流通等におけるセキュリ

ティ対策を検討するものである。 

スマートシティは現時点において発展途上の概念・取組であり、想定される枠組みがそれ

ぞれのスマートシティによって異なることが想定されるため、スマートシティのセキュリテ

ィの検討にあたっては、本ガイドラインでは、内閣府で定義されたリファレンスアーキテク

チャの構造を検討の前提として、セキュリティの考え方やセキュリティ対策等について整理

している。 

また、上記のリファレンスアーキテクチャを踏まえつつ、システムライフサイクルの中で

特に重要となる企画、設計・開発、運用段階におけるセキュリティ対策に着目して整理して

いる。 

 

図２－１ Society5.0リファレンスアーキテクチャとスマートシティリファレンスアーキテク

チャの関係 
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スマートシティのセキュリティの考え方を整理するにあたり、まずは内閣府が公表した

「スマートシティリファレンスアーキテクチャホワイトペーパー」に記載されているリファ

レンスアーキテクチャにおける各層の定義を以下に示す。 

①スマートシティ戦略 

スマートシティ戦略は、それぞれの地域がどのように当該地域の目標を達成するのかと

いう道筋を描くものである。リファレンスアーキテクチャにおいては、戦略策定のフレー

ムワークを例示しており、本フレームワークによって地域課題に基づくスマートシティの

目標が階層的に整理され、施策の実施やサービス提供につなげることができる。 

 

図２－２ スマートシティ戦略のイメージ 
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②スマートシティルール 

スマートシティ計画を実施・運営し、様々な施策やサービス提供を実施するには、組織

運営やサービス提供に関する適切なルールを各地域において策定し、運用することが重要

である。スマートシティの計画においては、「関連法令」「各地域で定める規約・ガイドラ

イン」「規制緩和・特区制度の活用、法改正」がルールの構成要素となる。 

 

図２－３ スマートシティルールのイメージ 

 

③スマートシティ組織 

スマートシティの組織は、スマートシティ全体の推進・運営に関して責任・決定権・主

導権等を持つことが想定されている「推進主体」のほか、スマートシティサービスをサー

ビス利用者に提供する「サービス提供者」をはじめとする、スマートシティの効率的な推

進及び運営にあたって異なる役割を担う多くのプレーヤー（ステークホルダ）が構成要素

となる。具体的なステークホルダやその関係性は図２－４を参照されたい。なお、このリ

ファレンスアーキテクチャのステークホルダの定義を踏まえた、本ガイドラインにおける

関係主体の定義は「1.3 関係主体の定義」に示したとおりである。 
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図２－４ スマートシティ組織のイメージ 
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④スマートシティビジネス 

スマートシティにおけるビジネスは、物品・サービス等の提供と金銭等、対価の支払い

のやり取りを構造的に示す「ビジネスモデル」と利用者のニーズに合ったサービスを提供

する「体験デザイン」、都市 OSを通じてデータや他サービスと連携した上で利用者に提供

する「サービス」で構成される。「サービス」の一般的な例としては、ウェブサイトやアプ

リを通じた形が挙げられる。 

 

図２－５ スマートシティビジネス・サービスのイメージ 

⑤スマートシティ機能 

スマートシティ機能は、スマートシティ上で提供されている各種スマートシティサービ

スが、都市 OSや他のスマートシティサービスと連携するための「サービス連携」、都市 OS

の利用者、都市 OSと連携するアプリケーションや他システムに対して、都市 OSが用途に

応じて認証情報を提供する「認証」、都市 OSと連携するスマートシティサービスを管理

し、適切に運用するための「サービスマネジメント」が構成要素となる。 

⑥スマートシティデータ 

スマートシティデータは、都市 OSに保存・蓄積するデータの管理及び単一都市・複数都

市や他システムに分散されたデータを仲介する「データマネジメント」が構成要素とな

る。 

⑦スマートシティデータ連携 

スマートシティデータ連携は、都市 OSと連携するスマートシティアセットや他システム

の管理、スマートシティアセットへの制御を実行する「アセットマネジメント」、スマート

シティアセットや他システムなどの都市 OS外とのインタフェースを管理し、データフォー

マットやプロトコルの差異を吸収しデータを処理・伝送する「外部データ連携」の二つが

構成要素となる。 

※なお、このスマートシティ機能、スマートシティデータ、スマートシティデータ連携の 3

層を総じて「都市 OS」と呼ぶ。この都市 OSは、スマートシティを運用する上でシステム

の核となるものであり、各種スマートシティサービスや他都市 OSとの連携をするための

機能が集約され、スマートシティにおける様々な分野のサービスの導入や横展開を容易

にさせることを実現する ITシステムである。 
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図２－６ 都市 OSのイメージ 

⑧スマートシティアセット 

スマートシティにおけるアセットとは、主にその都市に関連する資産や資源であり、都

市 OSを通してデータ化や制御されるものである。 

スマートシティアセットは、課題を解決するために必要なデータの生成を目的とし、資

産や資源をデータ化するためのデバイスや、それらを都市 OS に連携するためのネットワー

ク、中継機器などから構成される。 

生成されるデータは、様々な IoTセンサなどのセンサデバイスから生成される河川・潮

位水位などの環境データ、公共交通の運行状況データなど、様々なデータがある。 

 

図２－７ スマートシティアセットのイメージ 
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2.2. スマートシティのセキュリティ検討のアプローチ 

スマートシティでは様々な主体が様々な役割を担い、それが複合的に関与しあうという特

徴を有するため、セキュリティについても構造的に整理し検討することが適当である。その

ため、本ガイドラインではスマートシティの構成要素をカテゴリに分け、それぞれのカテゴ

リにおいて確保されるべきセキュリティと、一つのスマートシティ全体や連携する複数のス

マートシティ全体として確保されるべきセキュリティに分類し、それぞれの観点から考慮す

べきセキュリティ上のリスクや講ずべきセキュリティ対策について記載する。 

2.2.1. スマートシティの各カテゴリにおけるセキュリティ検討 

スマートシティの構成要素それぞれにおいて確保されるべきセキュリティを検討するアプ

ローチとして、リファレンスアーキテクチャで定義されている８つの層のうち、想定される

脅威やリスク、講ずべきセキュリティ対策が共通化できる層をカテゴリとして分類し、整理

した。具体的には、図２－９に示すように、「ガバナンス」「サービス」「都市 OS」「アセッ

ト」の４つのカテゴリに分類し、それぞれのカテゴリにおけるセキュリティ上のリスクやセ

キュリティの考え方、セキュリティ対策等について整理した。 

 

 

図２－８ スマートシティリファレンスアーキテクチャを踏まえたカテゴリの分類 
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2.2.2. スマートシティ全体におけるセキュリティ検討 

本ガイドラインでは、スマートシティ全体として確保されるべきセキュリティについて、

以下の通り２つのケースについて言及する。 

１つ目は、単体のスマートシティに着目し、スマートシティを構成する４つのカテゴリに

またがって対応が必要とされるセキュリティである。１つのスマートシティであっても、「推

進主体」「都市 OS ベンダ」「サービス提供者」等の役割が、自治体と複数の事業者で構成され

ている場合、複数の主体が関連することに伴い生じるリスクがあるため、それに対するカテ

ゴリ横断的なセキュリティの検討が必要となる。 

２つ目は、スマートシティを更に俯瞰的にとらえ、単体のスマートシティ同士または自身

のスマートシティと別の基盤（例えば近隣の自治体の基盤等）が接続し、機能やデータを連

携する場合に対応が必要とされるセキュリティである。複数のスマートシティや基盤が連携

することに伴い生じるリスクがあるため、それに対するセキュリティの検討が必要となる。 

図２－９ スマートシティ全体におけるセキュリティ検討 

 

ここで示した２つのケースのように、マルチステークホルダが複雑に関与し合うというのは

スマートシティの特徴的な部分であり、その特徴を踏まえたスマートシティ特有のセキュリテ

ィの検討が必要となる。本ガイドラインでは、これら２つのケースにおいて、セキュリティ上のリ

スクやセキュリティの考え方、セキュリティ対策等について整理した。 
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2.3. スマートシティのセキュリティの概要 

2.3.1. 各カテゴリにおけるセキュリティの考え方 

本ガイドラインにて分類した４つのカテゴリそれぞれにおける想定されるリスクとセキュ

リティの考え方を以下に示す。 

①ガバナンス 

スマートシティ全体の取組や施策の方向性の決定、取組を継続させていくためのルール

や基本方針作り、組織体制の構築等、スマートシティの在り方を決定するカテゴリであ

る。本カテゴリで決定した内容（スマートシティを地域社会・経済においてどのように役

立て、展開・拡張するか、どう管理するか等）が、他の３つのカテゴリの内容の方向性を

決定づけることとなり、それはセキュリティにおいても同様となる。なお、ガバナンスカ

テゴリにおいて実施する対策は、スマートシティ全体の管理、推進を執り行う推進主体が

中心となって検討・実施されることが多い。  

ガバナンスにおいて最も重要となるのがセキュリティポリシーの策定であるが、このセ

キュリティポリシーが存在しない又は内容として不十分なものとなっていた場合、多様な

マルチステークホルダが関与するスマートシティにおいては、マルチステークホルダ間に

おけるセキュリティ水準の不整合が生じることとなる。セキュリティでは「桶の理論」と

いう考え方にもあるように、スマートシティ内でセキュリティが弱いコンポーネントが存

在することで、そのコンポーネントからセキュリティインシデントが発生（水が漏れる）

するリスクがあり、これは結果としてスマートシティに対する利用者からの信頼度の低下

に繋がる恐れがある。 

これらのリスクへの対策として、スマートシティ全体としてのセキュリティに関する統

一的なポリシーを策定することが挙げられる。このポリシーで策定すべき内容としては、

情報セキュリティ基本方針やセキュリティ対策基準、データ取扱い基準、インシデント対

応手順等が挙げられるが、それらはスマートシティ全体のポリシーとして策定されるもの

であり、推進主体内のみならず、業務委託先やスマートシティサービスの提携先等におい

ても同様に守るべきポリシーとして掲げられる。 

なお、スマートシティにおいてポリシーを策定する場合は、スマートシティ全体の構成

や関係主体等を把握したうえで、リスクアセスメントを行い、ポリシーを形作っていく必

要がある。その際、自身のスマートシティにおいて準拠すべき法令について考慮しつつ、

自身が推進するスマートシティの特性を踏まえ、様々な省庁や団体から発出されているガ

イドラインを参照することが望ましい。 

上記のポリシーを策定した後は、スマートシティの推進に関係する主体（マルチステー

クホルダ）を具体的に特定した上で、当該セキュリティポリシーに基づき、マルチステー
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クホルダ間の責任分界点を決定し、推進主体と業務委託先やスマートシティサービスの提

携先等との間での契約や規約の内容として反映することが重要となる。「サービス」「都市

OS」「アセット」においては、ここで記載された内容を考慮した上で、適切なセキュリティ

対策を検討、実施することが求められる。 

なお、ポリシーを策定することはゴールではなく、ポリシーに従って適切なセキュリテ

ィ対策を実施することで初めてスマートシティのセキュリティを確保することができる。

その観点からも、推進主体において自身のスマートシティのリスクを正確に把握し、適切

にセキュリティ対策への投資を行う必要がある。  

②サービス 

「サービス」とは、都市 OSを通じてデータや他サービスと連携したうえで利用者に提供

されるものであり、サービスの一般的な例として、ウェブサイトやアプリを通じた利用者

へのサービス提供が挙げられる。サービスのセキュリティを実施する主体はサービス提供

者となる。なお、推進主体が直接サービスを提供することもあり、その場合は推進主体が

サービス提供者となる。 

これらのサービスはインターネット上に公開し、幅広いユーザに利用してもらうことが

一般的であることから、様々なセキュリティ上のリスクが存在する。 

サービスにおけるリスクの例としては、不正アクセスによる情報漏洩や DDoS攻撃等のサ

ービス拒否攻撃によるシステム停止が挙げられる。これらの事象が一度発生すると、利用

者の個人情報が外部に流出する、利用したいときにサービスが利用できないといった利用

図２－XX ガバナンスのイメージとリスク、セキュリティ対策の例 

図２－１０ ガバナンスにおけるセキュリティ上のリスクのイメージ 



   

 

20 
 

者への被害が発生する恐れがある。また、インシデントが発生したサービスの信頼性が著

しく低下するだけでなく、スマートシティ全体の信頼性の低下に繋がり、全てのマルチス

テークホルダに対して影響が出る恐れがある。その他、脆弱性を悪用した攻撃により、ウ

ェブサイトのコンテンツが改ざんされることによって、ウェブサイト上にマルウェアなど

の不正なコンテンツが埋め込まれてしまい、ウェブサイトを閲覧した利用者のパソコンが

マルウェアに感染するといったリスクも考えられる。 

これらのリスクに対応するために、サービス提供者は利用者側とのインターフェースと

なるウェブサイトやアプリケーションのセキュリティを適切に実装することが求められ

る。ウェブサイトやアプリケーションへのセキュリティ対策の例として、システムへの攻

撃や侵入等を防ぐための各セキュリティ機能（アクセス制御、認証機能、セキュリティ監

視等）の実装に加え、新規の脆弱性情報の把握と脆弱性への適切な対応が重要なものとし

て挙げられる。脆弱性への対応については、開発段階で既知の脆弱性が入りこんでいるケ

ースも想定されるため、サービスイン前にセキュリティ検証や脆弱性診断を行い、あらか

じめ排除することが望ましい。 

その他、有事の際に備え、データの暗号化やバックアップ、システムへのアクセスログ

などの証跡確保のためのログを収集することがセキュリティ対策として求められる。 

なお、サービスのセキュリティを検討する際は、複雑・煩雑なユーザビリティとなって

サービスの利便性が著しく損なわれることがないよう、バランスを考えつつ、最適なセキ

ュリティを実装することに留意する。また、１つのスマートシティにおいて様々なサービ

スが提供される場合は、それぞれのサービスにおいて守るべき機能やデータ等の資産を特

定し、サービス単体においてもリスクを把握した上で、適切にセキュリティ対策を決定、

実施する必要がある。 

図２－１１ サービスにおけるセキュリティ上のリスクのイメージ 
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③都市 OS 

「アセット」から収集した情報を分類、蓄積し、主に「サービス」や他の都市 OS等へデ

ータを提供するためのプラットフォームとしての役割を担うカテゴリである。都市 OSは基

本的にクラウド基盤の活用が想定されることから、プラットフォーム単体のセキュリティ

として一般的なクラウドセキュリティの実装が求められる。都市 OSの構築・運用を担うの

は都市 OSベンダであり、セキュリティ対策の実施も都市 OSベンダが中心となって実施す

る必要がある。 

都市 OSへの不特定多数のサービス利用者からのアクセスは一般的に想定されていないた

め、「サービス」と比較すると不正アクセス等のリスクは低くなるが、サービスやアセッ

ト、他の都市 OSなどとのデータ連携のためのインターフェースは存在している。都市 OS

におけるリスクの種類としては、基本的には「サービス」で挙げたリスクと同様のものが

挙げられる。ただし、都市 OSはスマートシティのあらゆるサービスを提供するためのデー

タ連携を行う上で不可欠な基盤であり、都市 OSの機能が停止するとあらゆるサービスに影

響が発生しうることから、高い可用性が求められる。また、都市 OS内にデータを保有する

場合は、そのデータが改ざんされた場合、スマートシティサービスの品質にも影響し、最

悪の場合は人命への影響が発生するリスクがある。 

上記で述べたリスクへの対策としては、システムへの攻撃や侵入等を防ぐための各セキ

ュリティ機能（アクセス制御、認証機能、セキュリティ監視等）の実装や、新規の脆弱性

情報の把握と脆弱性への適切な対応が「サービス」と同じように必要となる。脆弱性への

対応については、開発段階で既知の脆弱性が入りこんでいるケースも想定されるため、サ

ービスイン前にセキュリティ検証や脆弱性診断を行い、あらかじめ排除することが望まし

い。その他、アセットから収集したデータや都市 OSを構成するサーバ群の構成データのバ

ックアップの取得や、データの暗号化等も必要となる。 

また、都市 OS の基盤として、外部のクラウド事業者が提供する IaaS・PaaSを採用する

場合は、都市 OSで求められるサービスレベルを理解し、そのサービスレベルを満たす堅牢

性や可用性、信頼性が担保できるクラウドサービスを利用することが推奨される。クラウ

ド基盤上に重要なデータを保管する場合も同様、都市 OSで求められる要件に応じて、クラ

ウドが配置されているデータセンタ等のロケーション（リージョン）にも留意する必要が

ある。例えば、可用性を強く求められている場合は、ビジネス継続計画（Business 

Continuity Plan:BCP）や災害復旧（Disaster Recovery:DR）を考慮して地理的要素が異な

るリージョンを選択してバックアップする必要がある。 
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④アセット 

課題を解決するために必要なデータを生成し、「都市 OS」へ送信するカテゴリであり、

デバイス、ネットワーク、中継機器等から構成される。ここでは「サービス」で必要とな

る情報をどう収集するか、「都市 OS」にどういった形式で情報を送信するか等の検討を行

う。 

アセットにおける代表的なセキュリティリスクとしては、IoT機器等のデバイスへのマ

ルウェア感染が挙げられる。近年では IoT機器をマルウェア感染させ、ボット化した上

で、DDoS攻撃の踏み台とするなどの攻撃が見られている。また、これらの IoT機器は利用

者の近辺に物理的に存在することが多いという特徴があることから、物理的な破壊や不正

アクセスによる停止及びデータの改ざん等もアセットにおけるリスクとして挙げられる。

アセットの停止やデータの改ざんは、アセットからのデータを元にしたサービスにも大き

図２－１２ 都市 OS におけるセキュリティ上のリスクのイメージ 
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な影響を及ぼす可能性があり、例えば、災害対策サービスにおける水位情報や気象情報等

において可用性や完全性が侵害されることで、間接的に人命に影響を及ぼす可能性がある

ため、非常に重大なリスクとなりうる。 

上述のリスクに対応するセキュリティ対策として、まず必要となるのがデバイスや中継

装置等のアセットの監視と適切な管理である。ソフトウェア等への脆弱性と同様、アセッ

トにおいても日々脆弱性が発見、報告されているため、大量のデバイスを保有するスマー

トシティにおいては、それらのアセットの死活監視を行うとともに、その脆弱性情報を把

握しつつアセットのバージョン情報を管理し、適切にバージョンの最新化をする対応が必

要となる。 

また、デバイスそのものへのセキュリティも必要となる。例えば、デバイスに直接また

はネットワークを介してアクセスする際には認証機能を実装する必要があり、ネットワー

ク経由でデータの連携やデバイス制御などの通信が発生する場合は、通信を暗号化する必

要がある。また、デバイスで保有するデータに個人情報や秘密情報など機密性の高い情報

が含まれる場合はデータの暗号化も必要である。さらに、物理的なセキュリティとして、

センサーなどのデバイスを公共の場に設置する場合は、損壊や盗難にも留意し、モビリテ

ィなどの物理的な制御をサービスとして提供する場合は、安全性に配慮した設計・運用も

必要となる。 

  

図２－１３ アセットにおけるセキュリティ上のリスクのイメージ 
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2.3.2. スマートシティ特有のセキュリティの考え方 

一つのスマートシティを見てもマルチステークホルダが複雑に関与し合うことに加え、さ

らにスマートシティ間のデータ連携を考慮すると今後さらにステークホルダの範囲が拡大す

ることが想定される。この広い範囲のマルチステークホルダによって、個々のカテゴリにお

けるリスクに加え、新たなスマートシティ特有のセキュリティ上のリスクが発生するため、

そのリスクへの対策を講じることが必要となる。本ガイドラインではスマートシティ特有の

セキュリティ対策を以下の 3つの観点で整理した。  

①適切なサプライチェーン管理 

多くのマルチステークホルダが関与することで、顕在化するのがサプライチェーン・リ

スクである。スマートシティでは複数の委託先や再委託先などが存在することとなるが、

その委託先や再委託先におけるセキュリティ管理が不十分な場合は、委託先や再委託先に

対する攻撃や内部不正によって情報漏洩やシステム／サービスの停止、データの改ざんな

どに至ることがリスクの一つとして挙げられる。また、スマートシティでは多くの IoT機

器などのアセットが利用されることが想定されるが、それらの機器の供給が停止すること

により、スマートシティ全体の運用やサービスに影響が発生するというリスクも想定され

る。その他、IoT 機器などのアセットのみならず、システムを構成するソフトウェア等にお

いても、開発の段階でバックドアなどの不正なプログラムを混入されることで、情報流出

に至るリスクもある。 

これらのリスクへの対策としては、推進主体として委託先や再委託先、提携先など、ス

マートシティの推進に関わるマルチステークホルダ全体を把握することが重要となり、委

託先や再委託先等に対しても適切なサプライチェーン・リスクへの対策をしているかを把

握することも重要となる。また、委託先や再委託先等におけるセキュリティ管理が十分で

あるかを確認するために、独自に作成したセキュリティに関するチェックシートを委託先

に回答させ、内容を確認したり、第三者認証の取得有無を確認することもサプライチェー

ン・リスクへの対策となる。その他、調達時の仕様書に、新たに発見された脆弱性に係る

サプライチェーン先からの適切な情報提供及び対応に関する内容を含めることで、サプラ

イチェーン全体の脆弱性を適切に把握し、対処できるようにすることも重要である。 

なお、推進主体の立場からはサプライチェーン・リスクの把握をする必要があるが、委

託先としても同様に、再委託先や製品の供給におけるサプライチェーン・リスクへの対策

を講じるとともに、委託元へ適切な情報提供をすることが求められる。 

②インシデント対応時の連携  

情報漏洩やサービスの停止などのセキュリティインシデントが発生した場合、迅速な原

因究明や適切な対応を実施できないことで、上述の被害が拡大するリスクがある。特にス

マートシティにおいては、マルチステークホルダが関与するという特性上、インシデント
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対応の統制は、一企業におけるインシデント対応と比較しても難易度が高くなるため、十

分なインシデント対応体制を構築し、インシデント発生時にはマルチステークホルダ間で

連携して対処することが求められる。 

インシデント対応に関する具体的な対策としては、責任範囲を明確化した上で、マルチ

ステークホルダそれぞれがセキュリティインシデントに対応できる体制を構築する必要が

あり、速やかな原因究明や対処等を行う上では連絡先や対応手順の整備が必要となる。ま

た、これらの対応が適切かどうかを見直すこと、さらに、対応手順を習熟するという観点

で定期的なセキュリティインシデント対応訓練・演習を実施することが望ましい。 

③データ連携時のセキュリティ 

スマートシティにおけるデータ連携の形としては、自都市のスマートシティ内のデータ

連携だけでなく、自都市のスマートシティと他都市のスマートシティ間の連携や、自都市

のスマートシティと近隣自治体や民間事業者が保有する基盤との間の連携等が考えられ

る。データの安全・安心な連携をすることがデータの利活用促進につながることから、デ

ータ連携時におけるセキュリティを検討し、対策することは非常に重要となる。このデー

タ連携におけるセキュリティを担保するには、データ連携先、連携元双方がセキュリティ

に留意することが必要となる。 

データ連携時にセキュリティが不十分であった場合に起こりうるリスクとしては、デー

タ連携先のセキュリティ不備によるデータの改ざんや消失が想定される。このような事態

が発生するとスマートシティの根幹であるデータが信頼・利用できなくなり、適切なサー

ビス提供ができなくなる可能性がある。また、不正侵入によりデータのアクセス権限が不

正に変更され、本来連携することのない情報が連携され、情報漏洩に至るというリスクも

想定される。 

そこで、データ連携時のセキュリティとして求められる対策として、まずはデータ連携

先のセキュリティ体制を確認し、信頼できる連携先かどうかを評価する方法が考えられ

る。また、データ連携時に認証と適切なアクセス制御を課すことで、適切な宛先に適切な

データが連携されるようにする必要がある。 

連携されたデータが連携先で悪用されることで、発生する被害を抑制するためにもアク

セスログ等を収集し、データ追跡可能性を確保することによって透明性を担保し、データ

を提供しているサービス利用者が気づかない間にデータを悪用されることを抑止する仕組

みの実装が必要であるほか、データの二次利用、三次利用の際のデータの信頼性を担保す

るためには原本性保証の確保が必要となる。また、データを悪用された場合でも被害を最

小限に食い止めると言う観点では、必要に応じてデータの匿名化や秘匿化を行う仕組みも

導入する必要がある。 

その他、データ連携時はデータ連携元・連携先の APIでシステム同士が接続されるた

め、APIにおいて標準的に求められるセキュリティ対策として通信の暗号化による盗聴の防
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止や証明書を利用したデータの改ざんやなりすましの防止等を実施することが求められ

る。 

 

  

図２－１４ スマートシティ特有のセキュリティ上のリスクのイメージ 
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3. スマートシティにおけるセキュリティ対策 

3.1. 各カテゴリのセキュリティ対策 

４つのカテゴリに分類したスマートシティの構成要素について、それぞれのカテゴリにお

けるセキュリティ対策を以下に示す。 

3.1.1. ガバナンス 

本カテゴリは、スマートシティ全体の取組や施策の方向性の決定、ルールや基本方針の策

定、組織体制の構築などがなされるカテゴリであり、セキュリティの観点からは、スマート

シティ全体としてのセキュリティに関するポリシーの策定と、それらの浸透、ガバナンスの

維持などがその役割として挙げられる。 

 

①セキュリティに関するポリシーの策定 

セキュリティに関するポリシーとして、情報セキュリティ基本方針、セキュリティ対策

基準、データ取扱い基準など、様々なものが存在するが、それぞれの内容を一つのセキュ

リティポリシーとして合わせて記載する、それぞれを独立して策定する、などのこれらポ

リシーの在り方は、策定する主体それぞれにおいて様々である。そこで、本項目では、「策

定する内容」と「策定プロセス」に焦点を当てて記載する。 

なお、これらのポリシーはスマートシティとしてのポリシーとして定めるものである

が、推進主体として既に保有しているポリシーとの整合性も鑑みて策定する必要があるこ

とから、既存のポリシーを参考としつつ定める等、それぞれの推進主体の状況や維持のし

やすさ等を考慮した上で、柔軟に策定することが望ましい。 

 

図３－１ ガバナンスにおけるセキュリティ対策のイメージ 
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＜策定する内容＞ 

ガバナンス①-1：情報セキュリティ基本方針を策定する 

ガバナンス①-2：セキュリティ対策基準を策定する 

ガバナンス①-3：データ取扱い基準を策定する 

ガバナンス①-4：インシデント対応手順を策定する 

ガバナンス①-5：事業継続計画を策定する 

ガバナンス①-6：委託先や提携先の評価基準を策定する 

＜策定プロセス＞ 

ガバナンス①-7：リスクアセスメントを実施する 

ガバナンス①-8：法令やガイドライン等との整合性を確認する 

ガバナンス①-1：情報セキュリティ基本方針を策定する 

策定すべきポリシーとして最も重要となるのが情報セキュリティ基本方針である。情報

セキュリティ基本方針では、目的や対象範囲などの基本的な事項が記載されるほか、セキ

ュリティ担保のための取組方針が記載されており、セキュリティに関する他のポリシー

は、全てこの基本方針に従う形で作成されることとなる。 

ガバナンス①-2：セキュリティ対策基準を策定する 

セキュリティ対策基準は、情報セキュリティ基本方針で定められた事項を実施するため

に、具体的な遵守事項や判断基準等を定めるポリシーである。内容としては、組織体制や

情報資産の分類・管理に関する項目のほか、管理的及び技術的なセキュリティ対策につい

て、具体的な内容が記載される。 

ガバナンス①-3：データ取扱い基準を策定する 

スマートシティでは、取り扱われるデータとして、公開して利活用してもらうためのオ

ープンデータのほか、個人情報や、秘密情報等に分類2することができる。データ取扱い基

準では、取り扱うデータをセキュリティやプライバシーの観点を踏まえてこれらの分類に

当てはめるとともに、取り扱うデータの利用目的、内容、取得方法のほか、データの所有

に関する考え方や利用権限について提供元や利用者との関係性を示す必要がある。なお、

データ取扱い基準を策定する際は、自身のスマートシティで利活用されるデータの特性や

関連する法令、その他のポリシーとの整合性に留意する。 

 

 

                                                   
2データの分類については、一般社団法人データ流通推進協議会（現データ社会推進協議会）が発行

する「パーソナルデータリファレンスアーキテクチャ」のユースケースシナリオテンプレート等が

参考となる。 
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ガバナンス①-4：インシデント対応手順を策定する 

インシデント対応手順では、スマートシティにおいてサイバー攻撃や内部不正等による

セキュリティインシデントが発生した際の対応手順を定める。内容としては、インシデン

ト対応に関与する関係主体やそれぞれの責任範囲の明確化、連絡体制や連絡先などの整

備、対応における判断基準やインシデント対応フローなどが記載されることとなる。 

ガバナンス①-5：事業継続計画を策定する 

事業継続計画はスマートシティ自身及び提供するサービスが停止した際の対応方針や手

順について記載したドキュメントである。内容としては障害やセキュリティ事故等が発生

した際にどの機能を優先して保護するかといった判断基準や、スマートシティ事業継続の

ための役割分担、対応手順などが含まれる。 

ガバナンス①-6：委託先や提携先の評価基準を策定する 

スマートシティでは、サービスを提供する上で、都市 OSの構築やサービス提供者との提

携など、様々な主体との連携が必要となるため、委託先や提携先をセキュリティの観点か

ら評価する基準が必要となる。詳細は「3.2.1 サプライチェーンの適切な管理」でも記載

がされるが、外部委託先のセキュリティ管理体制やセキュリティに関する第三者認証の取

得有無など、外部委託を実施する際に求めるべき内容や選定条件などが記載される。 

ガバナンス①-7：リスクアセスメントを実施する 

上述で挙げたセキュリティに関するポリシーを策定する上で、重要となるのがリスクア

セスメントである。リスクアセスメントの具体的な手法としては、スマートシティの全体

構成を把握するとともに、守るべき情報資産や機能（サービス）を特定し、それらの情報

資産や機能に対して発生する可能性のある脅威とその発生確率、発生した場合の影響度を

評価する、という流れで実施する。リスクアセスメントをした後は、それらのリスクに対

してどのように対処するかを決定する。例えば、リスクを低減・回避するためのセキュリ

ティ対策を策定したり、リスクを受容したりといったところを決定する。 

これらのリスクアセスメントのプロセスや、リスクアセスメントの結果を元にした実施

すべきセキュリティ対策の策定は専門的な知見を要することから、セキュリティに知見の

あるベンダや、大学教授などの有識者が参画する推進協議会のような場において検討する

という方法もある。 

なお、リスクアセスメントを実施する際は、それぞれのリスクアセスメントにおいて誰

もが同一の基準で評価ができるよう、リスク評価基準を定めておくことが望ましい。 
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また、セキュリティに関するリスクアセスメントだけでなく、プライバシーの観点から

もプライバシー影響評価（PIA）を行い、プライバシーに関するリスクも評価した上で低

減・回避できるような対策を検討することが望ましい。 

ガバナンス①-8：法令やガイドライン等との整合性を確認する 

セキュリティに関するポリシーを策定するにあたっては、法令やガイドライン等との整

合性に十分留意する必要がある。特に法令については、自身のスマートシティにおいて何

の法令に遵守する必要があるかを正確に見極め、遵守できる形でポリシーを策定する必要

がある。例えば、スマートシティで個人情報を取り扱う場合においては、「個人情報の保護

に関する法律」への遵守が求められるし、EU圏内住民の個人データを取り扱う場合におい

ては、EU一般データ保護規則（GDPR）といった国外の法令への遵守も求められることとな

る。 

また、ガイドライン類に関しては、必ず遵守することが求められるものではないが、広

く一般的に参照されることが多いため、業界における基準（スタンダード）として認識さ

れることがあり、かつ自身のスマートシティにおけるセキュリティ対策を検討する上での

助けとなることから、自身のスマートシティにおける特性を理解した上で関連するガイド

ラインを参照することが望ましい。 

これらの確認すべき法令やガイドラインの代表的なものについては、【Appendix】A「参

照すべき法令・ガイドラインの一覧」において、参照することが望ましい主体や、参照す

るべきポイント等も含めて、一覧として表記しているので参照されたい。ただし、整理さ

れている情報は本ガイドライン策定時点のものとなっているため、適宜インターネット上

で公開されている最新の情報を参照する必要があることに留意する。 

② マルチステークホルダへのポリシーの浸透 

セキュリティに関するポリシーを策定した後は、策定したポリシーがマルチステークホ

ルダにおいて適用されるよう、調達仕様書や契約・規約の中に適切に反映し、落とし込ん

でいく必要がある。本項目では、「契約や規約の中で特に反映すべき内容」に焦点を当てて

記載する。なお、委託先等の評価や管理については、「3.2.1 適切なサプライチェーンの管

理」において詳細を記載する。 

ガバナンス②-1：ポリシーを遵守するためのセキュリティ要件を調達仕様書に反映する 

ガバナンス②-2：データ取扱い基準を契約・規約に反映する 

ガバナンス②-3：契約・規約で責任範囲を明確化する 

ガバナンス②-1：ポリシーを遵守するためのセキュリティ要件を調達仕様書に反映する 

情報セキュリティ基本方針や、セキュリティ対策基準等のセキュリティに関するポリシ

ーに則り、セキュリティ要件を策定し、調達仕様書へ反映することでスマートシティにお
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いて遵守が求められるセキュリティに関するポリシーをマルチステークホルダへ浸透させ

ることが可能となる。セキュリティ要件を策定する際は、ポリシー策定時と同様、当該委

託事業におけるシステムやサービスの種類や取り扱う情報などに応じてリスクアセスメン

トを行い、セキュリティ要件を定めることが望ましい。セキュリティ要件に含める内容と

しては、提供する情報の目的外の利用禁止、情報セキュリティの管理体制の構築、情報セ

キュリティインシデントへの対処方法等を含める事が望ましい。なお、都市 OSの保守等、

運用に関する委託を実施する場合は、脆弱性対応のためのパッチ適用やソフトウェアアッ

プデートなどの追加で必要となるセキュリティ対策についても定めておくことを推奨す

る。 

ガバナンス②-2：データ取扱い基準を契約・規約に反映する 

スマートシティでは、データが様々なステークホルダを横断的に行き交うため、データ

の利活用においては情報漏洩や不正利用などのリスクが伴う。そのため、マルチステーク

ホルダにおいてスマートシティのデータを取り扱う場合は、データ取扱い基準について明

確に契約や規約3の中で定める必要がある。具体的には、取り扱う可能性のあるデータを明

確化した上で、「ガバナンス①-3：データ取扱い基準を策定する」で定めた事項のほか、利

用期間、地域、契約終了時の取扱い、分析・加工および派生データ等の権利について契約

や規約の中で定めることが望ましい。 

ガバナンス②-3：契約・規約で責任範囲を明確化する 

推進主体とマルチステークホルダの間のセキュリティに関する事項について、お互い責

任を押しつけ合う状況を避けるために、双方の間において責任範囲について合意し、契約

や規約でこれを明確に定めることが重要である。 

委託先との契約において、責任範囲を明確化する観点として、システムとしての責任分

界点とデータの責任分界点の２点が挙げられる。システムの責任分界点については、当該

委託事業におけるシステムの構成図をもとに、データの責任分界点については、データの

フロー図や、データ取扱い基準で示されている取り扱うデータをもとに、契約の中で明確

に記載されていることが望ましい。ただし、たとえ契約の間で責任範囲を明確化しても、

スマートシティにおいて何らかの事案が発生した場合は、住民にスマートシティサービス

を提供している立場でもある委託元側でも一定の責任を負う必要があるという点につい

て、留意する必要がある。 

なお、詳細は「3.2.2 インシデント対応時の連携」で記載されることとなるが、インシ

デント対応時における連携においても責任範囲を明確化するとともに実施すべき対策につ

いて記載されていると、円滑なインシデント対応が可能となる。 

                                                   
3  データに関する契約については、経済産業省の「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」

等が参考となる。 
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また、サービス利用者がスマートシティサービスを利用するケースやサービス提供者が

スマートシティのオープンデータを利用するケースなどにおいては、推進主体における免

責事項を規約に記載する形で責任範囲を定めることが多い。特に、サービス利用者がスマ

ートシティサービスを利用するケースでは、その利用者のセキュリティリテラシ向上のた

めに、推進主体において、サービスを正しく利用するためのサービス利用者への啓発活動

や規約への明確かつ簡潔な記載、規約への確実な同意を求めることが重要となる。 

③ ガバナンス維持のための取組 

スマートシティのセキュリティを継続的に維持・改善するためには、PDCAサイクルを回

し、セキュリティのポリシーやセキュリティ対策等の見直しを継続的に行い、適切にセキ

ュリティへの投資を続けていくことが重要となる。 

 

ガバナンス③-1：継続的なリスクアセスメントの実施とセキュリティに関するポリシーの見

直しを実施する 

ガバナンス③-2：セキュリティ対策への適切な投資を継続的に実施する 

 

ガバナンス③-1：継続的なリスクアセスメントの実施とセキュリティに関するポリシーの

見直しを実施する 

ガバナンス①-8ではリスクアセスメントの必要性について述べたが、リスクアセスメン

トは一度実施して終わりではなく、提供するサービスなどの変化やスマートシティで取り

扱う情報の追加、新たなサイバー攻撃の発生に伴う脅威の拡大等に応じて、適切なタイミ

ングで実施する必要がある。同時にこれらのリスクアセスメントの結果、必要とされるセ

キュリティ対策に変化が生まれた場合は、セキュリティ対策基準などのポリシーも定期的

に変更し、常に最適な状態を維持することが重要となる。 

ガバナンス③-2：セキュリティ対策への適切な投資を継続的に実施する 

上述のとおり、セキュリティ対策は継続的な実施が求められることから、セキュリティ

対策への適切な投資についても継続的に実施する必要がある。セキュリティインシデント

への対応として事後的に突発的なセキュリティ対策で対応することは、スマートシティの

評判を落とすだけでなく、多大な費用が発生することになる。そのため、リスクアセスメ

ントの時期を予算要求前に設定し、アセスメント結果を元に適切なセキュリティ対策を決

定することで、効率的にセキュリティへの投資をしつつセキュリティの維持・向上を図る

ことができる。 
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3.1.2. サービス 

サービスとは、利用者がスマートシティで産み出されたメリットを享受できるように、利

用者に提供されるものであり、一つのスマートシティにおいて複数のサービスがウェブアプ

リケーションといった形式で提供されることが多い。そのため、それぞれのサービスにおけ

る守るべき機能や情報などを特定した上で、それぞれのサービスにおいてもリスクアセスメ

ントを実施することが求められる。また、リスクアセスメント結果を踏まえ、外部からのサ

イバー攻撃等への対策やセキュリティインシデント発生の未然防止のための対策、インシデ

ント発生に備えたセキュリティ対策等を講じる必要がある。 

 

①サービス個別でのリスクアセスメントの実施 

スマートシティでは一般的に多様なサービスが提供されるが、それぞれのサービスにお

いて、機能や取り扱う情報などを踏まえて求められるセキュリティの基準は異なってく

る。例えば、災害対策や防犯の対策においては、可用性が重視されたセキュリティ対策、

医療サービスなどでは機密性が重視されたセキュリティ対策を採用することが多い。 

そこで、ガバナンスカテゴリでも実施したように、個別のサービスごとにおいてもリス

クアセスメントを行い、適切なセキュリティ対策を策定していく必要がある。 

図３－２ サービスにおけるセキュリティ対策のイメージ 
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サービス①：それぞれのサービスにおいてリスクアセスメントを実施する 

サービスのリスクアセスメントにおいては、それぞれのサービスにおいて守るべき情報

資産や機能を特定し、それらの情報資産や機能に対して発生する可能性のある脅威とその

発生確率、発生した場合の影響度を評価し、それらのリスクに対してどのように対処する

かを決定する、といったプロセスが必要となる。実施するセキュリティ対策を検討する上

では、これらのリスクアセスメントの結果を活用することが重要である。 

表３－１ 保護すべき情報資産の例 

※出典：IPA「組込みシステムのセキュリティへの取組みガイド」を基に作成 

 

②外部からの攻撃等を防ぐセキュリティ対策 

外部からの攻撃等を防ぐためには、企画、設計・開発段階から、様々なセキュリティ対

策を実装し、運用していく必要がある。サービスにおいては、外部からの攻撃等への対策

として、基本的に以下のセキュリティ対策を実装することが望ましい。 

サービス②-1：サービスへのアクセス制御を実装、運用する 

サービス②-2：適切な権限設定を実施し、管理する 

サービス②-3：認証機能を実装する 

サービス②-4：セキュリティ監視を実施する 

サービス②-1 サービスへのアクセス制御を実装、運用する 

外部攻撃からの対策として基本となるのがアクセス制御である。サービスに関わるシス

テムが配置されているセグメントに外部から通信をする場合は、ファイアウォール等を実

装する等し、適切なアクセス制御を実装する必要がある。例えば、IPアドレス等で通信

情報資産 説明 

コンテンツ 音声、画像、動画等のマルチメディアデータ、コンテンツ利用履

歴等 

ユーザ情報 ユーザの個人情報（氏名/住所/電話番号/生年月日/クレジット

カード番号等）、ユーザ認証情報、利用履歴・操作履歴等 

機器情報 機器そのものに関する情報（機種、ID、シリアル ID等）、機器認

証情報等 

ソフトウェアの状態 各ソフトウェアに固有の状態データ（動作状態、ネットワーク利

用状態）等 

ソフトウェアの設定 各ソフトウェアに固有の設定データ（動作設定、ネットワーク設

定、権限設定、バージョン）等 

ソフトウェア OS、ミドルウェア、アプリケーション等（ファームウェアと呼ば

れることもある） 

設計データ内部ロジック 企画・設計フェーズで発生する仕様書・設計書の設計情報等 
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元・通信先を制限する、プロトコルやポート番号を制限する等で、サービス提供に必要な

通信以外を遮断することによって、攻撃者によるシステムへの不正なアクセスなどを防ぐ

ことができる。 

サービス②－2：適切な権限設定を実施し、管理する 

システムや機器、データなどの情報資産へのアクセスを、必要な人や役割などに限定す

るために権限を設定し、管理することも基本的なセキュリティ対策の一つとなる。この権

限設定・管理は外部からの攻撃への対策となるだけでなく、内部不正によるセキュリティ

対策としても有効である。 

権限設定・管理において特に重要となるのが管理者権限である。これを攻撃者に悪用さ

れるとシステムの変更やログなどの改ざん、データの閲覧などができるようになってしま

うことから、管理者権限の割当は最小限にするとともに、厳重に管理する必要がある。 

権限管理では、システムや機器、データなどの情報資産に対してどのようなアカウント

が存在し、どういった権限が割り当てられているかを管理することが重要となる。管理の

方法としては、例えばアカウントや役割、権限などを整理した一覧表を作成した後、定期

的に棚卸しをし、長期間利用されていないアカウントがないか、部署異動や退職した人の

権限が残されていないか等を確認することも重要となる。 

なお、サービスにおいてはサービス利用者に IDを割り振り、ユーザとしての権限を割り

当てることがあるが、他人のデータなどにアクセスができないよう、限定的な権限付与が

できる仕組みを実装し、適切に運用する必要がある。 

サービス②－3：認証機能を実装する 

権限設定・管理とセットで必要となるのが、アクセスしようとしている人が適切なアク

セス権限を割り当てられた本人であるかを確認するための認証機能の実装である。サービ

ス提供者がシステムにアクセスする際や、サービス利用者がサービスにアクセスする際

は、パスワードなどの知識情報を入力することによって本人確認を行うことが認証の基本

的な認証の例となる。その他の認証の種類としては、所持情報（ICカード、クライアント

証明書、SMS認証）、生体情報（指紋認証、静脈認証や光彩認証）等があるが、不正アクセ

スやなりすましへの対策として、より高いレベルのセキュリティを実現するためには、こ

れらの認証方法から、異なる複数の要素を組み合わせた、多要素認証を採用することが望

ましい。また、上述の対策のほか、接続する相手のシステム・サービスのなりすましへの

対策として、接続するシステム・サービス相互で暗号鍵・電子証明書等を所持し、照会す

る事でアクセスを許可する公開鍵暗号基盤（PKI）による認証が有効となる。 

サービス②-4：セキュリティ監視を実施する 
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ネットワークにおけるセキュリティ監視としては、インターネットとシステムの境界に

IDS（不正侵入検知システム）や IPS（不正侵入防止システム）を設置し、それを監視する

ことによって、不正なコマンドが含まれた通信等を検知、遮断することが可能となる。 

ウェブアプリケーションとの通信など、暗号化された通信については、IDS/IPSでの監視

が困難となることから、ウェブアプリケーションを提供する場合は、アプリケーション層

におけるセキュリティ監視として WAF（Web Application Firewall）を実装することで、ア

プリケーションレベルで不正なコマンドを検知、遮断することが可能となる。 

また、その他のセキュリティ対策として、分散型サービス拒否攻撃（DDoS攻撃）対策や

ウェブコンテンツなどのシステムデータの改ざんの検知等を必要に応じて組み合わせるこ

とで、より高度なセキュリティ監視を実現することが可能となる。 

③セキュリティインシデント発生の未然防止のためのセキュリティ対策 

サービスにおいては、外部からの攻撃等を防止するセキュリティ対策のほか、インシデ

ントに至ることを未然に防止するセキュリティ対策として、サービスの企画・設計・開発

工程から運用工程において、脆弱性が入り込まないようにするための対策や運用管理端末

へのセキュリティ対策がある。 

サービス③-1：サービスの企画・設計・開発工程における脆弱性を排除する 

サービス③-2：脆弱性診断や情報収集等で継続的に脆弱性を把握し、対応する 

サービス③-3：運用管理端末へのセキュリティ対策を実施する 

サービス③-1：サービスの企画・設計・開発工程における脆弱性を排除する 

サービスにおけるウェブアプリケーション等を企画・設計・開発する上では、その段階

からセキュア設計やセキュアコーディングを実施することによって脆弱性が入り込まない

ように配慮しつつ、サービスイン前に適切にセキュリティテストや脆弱性診断を実施する

ことで、既知の脆弱性の排除が可能となる。なお、システム開発の早い段階からセキュリ

ティを考慮した設計を行うことで、サービスイン前におけるセキュリティテストや脆弱性

診断等での発見事項が少なくなり、結果として工程に手戻りが発生しなくなるため、リソ

ースや開発コストを効率的に使用することができる。 

サービス③-2：脆弱性診断や情報収集等で継続的に脆弱性を把握し、対応する 

脆弱性については、開発工程において対策を実施すれば完全なセキュリティが担保でき

るわけではなく、日々のサイバー攻撃の進化やソフトウェア等の更新に伴って新しい脆弱

性が発見される。そのため、開発工程における脆弱性排除のほかに、運用フェーズにおい

ても新たな脆弱性がないかを把握し、それに対応する必要がある。 
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脆弱性を把握する手段の一つとして挙げられるのが定期的な脆弱性診断の実施である。

基本的にはシステムの設定変更や新規機能の追加などがなければ、既知の脆弱性について

は一度確認すれば問題無いが、システムを運用する過程における設定変更などで気がつか

ない内に脆弱性が生じている可能性があるため、定期的な脆弱性診断を実施することを推

奨する。 

また、新規の脆弱性の中には緊急性の高い脆弱性が含まれることもあり、それを放置す

ると重大なセキュリティインシデントに至ってしまうケースもあり得る。そこで、自身の

システムで利用している OSやミドルウェア、ソフトウェア等の構成管理情報を常に最新化

して管理しつつ、新規の脆弱性情報を収集し、自身のシステムにおいて対処が必要かどう

かを適宜判断し、適切なタイミングでバージョンアップやセキュリティパッチ適用などの

対応を実施することが望ましい。 

サービス③-3：運用管理端末へのセキュリティ対策を実施する 

運用管理端末はサービス提供中の環境へ直接アクセス可能であることから、踏み台とし

て悪用されるリスクがある。そのため、運用管理端末へのアクセス制御の実施や認証の導

入はもちろん、ウィルス対策ソフトの導入や OS等の脆弱性への対応といった、基本的なセ

キュリティ対策の実施が必要となる。 

また、運用管理端末の設置場所についても、通常の執務室等、業務に関係のない者が日

常的に入り込める場所ではなく、セキュリティルーム等、物理的にアクセスが制限された

場所に配置することが望ましい。 

④インシデント発生時に備えたセキュリティ対策 

②～③で示した対策を実施することでセキュリティインシデントが発生しないようにす

ることが当然望ましいが、実際はセキュリティインシデントの発生をゼロにすることは困

難である。そこで、セキュリティインシデントが発生してもその被害を最小化できるよ

う、外部との通信やデータの暗号化、バックアップの取得、ログの取得などの対応も合わ

せて実施する必要がある。 

サービス④-1：外部との通信やデータの暗号化を実施する 

サービス④-2：定期的にバックアップを取得する 

サービス④-3：証跡確保のためのログを取得する 

サービス④-1：外部との通信やデータの暗号化を実施する 

外部との通信の内容が盗聴されたり、システム内で保有しているデータが流出したとし

ても、適切な強度の暗号アルゴリズムを使って通信やデータを暗号化していた場合は、解

読が困難となり、被害の発生を抑止することができる。暗号化強度については、「CRYPTREC

暗号リスト(電子政府推奨暗号リスト)」等で定義された十分な強度の暗号アルゴリズムを
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採用することが望ましい。なお、パスワード情報など、復号が不要なデータについては、

そのデータが容易に推測できないよう、ハッシュ関数を利用することが望ましい。 

サービス④-2：定期的にバックアップを取得する 

システムの構成情報や、重要なデータについては、その可用性や事業継続などを考慮し

て、定期的にバックアップを取得することが望ましい。バックアップデータは定期的に物

理的な媒体に書き出したり、災害への影響を考慮して別のロケーション（地理的に別の場

所にあるデータセンタ等）に保管する等して確実に維持できるようにすることが推奨され

る。 

サービス④-3：証跡確保のためのログを取得する 

ログはセキュリティインシデントが発生した際に、原因の究明や対策の検討を行う上で

必ず必要な情報となる。取得すべきログとしては、サーバ等に対するアクセスログや操作

ログ、IDSや IPS 等における検知ログ、ファイアウォールにおける通信ログ等、多岐にわた

るが、実際にインシデントが発生した場合は、これらのログを相関的に分析することで、

攻撃内容や被害状況などを特定することが可能となる。なお、ログを相関的に分析する際

は、正確に攻撃の痕跡が追えるよう、それぞれの機器において時刻同期も実施すると良

い。 

その他、事後的にインシデントが発覚し、調査するというケースを想定し、これらのロ

グについてはなるべく長期間保管しておくことが望ましい。また、これらのログの消失や

改ざんを防ぐためにも、ログについても定期的にバックアップを取得することが推奨され

る。 

3.1.3. 都市 OS 

「都市 OS」は、スマートシティのシステム全体のコアと位置づけられる部分であり、「アセ

ット」から収集したデータを分類し、「サービス」や他の都市 OS等へ提供する機能を果たす

プラットフォームに該当する。 

都市 OSは一般的にクラウド基盤の活用が想定されるため、プラットフォーム単体のセキュ

リティという観点から、外部からの攻撃を防ぐセキュリティ対策やセキュリティインシデン

トの発生を未然防止するためのセキュリティ対策など、サービスと同様のセキュリティ対策

の実施が求められる。一方、クラウドサービスを利用することで新たに検討するべきクラウ

ド特有の考慮事項があるため、都市 OSベンダは十分に理解したうえで都市 OSを構築し、運

用することが求められる。なお、都市 OSではその機能としてサービス利用者に対してウェブ

アプリケーション等を提供することがあるが、その対策は「3.1.2. サービス」を参照された

い。 
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①外部からの攻撃、侵入等を防ぐセキュリティ対策 

外部からの攻撃、侵入等を防ぐためには、企画・設計・開発段階から、様々なセキュリ

ティ対策を実施し、運用していく必要がある。都市 OSにおいては、外部からの攻撃等への

対策として、基本的に以下のセキュリティ対策を実施することが望ましい。 

都市 OS①-1：都市 OSへのアクセス制御を実装、運用する 

都市 OS①-2：適切な権限設定を実施し、管理する 

都市 OS①-3：認証機能を実装する 

都市 OS①-4：セキュリティ監視を実施する 

都市 OS①-1：都市 OSへのアクセス制御を実装、運用する 

外部攻撃からの対策として基本となるのがアクセス制御である。都市 OSを構成するサー

バ等が配置されているセグメントに外部から通信をする場合は、ファイアウォールを実装

する等し、適切なアクセス制御を実装する必要がある。例えば、IPアドレス等で通信元・

通信先を制限する、プロトコルやポート番号を制限する等で、サービス提供に必要な通信

以外を遮断することによって、攻撃者による都市 OSへの不正なアクセスなどを防ぐことが

できる。 

図３－３ 都市 OS におけるセキュリティ対策のイメージ 
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都市 OS①－2：適切な権限設定を実施し、管理する 

システムや機器、データなどの情報資産へのアクセスを、必要な人や役割などに限定す

るために権限を設定し、管理することも基本的なセキュリティ対策の一つとなる。この権

限設定・管理は外部からの攻撃への対策となるだけでなく、内部不正によるセキュリティ

対策としても有効である。 

権限設定・管理において特に重要となるのが管理者権限である。これを攻撃者に悪用さ

れるとシステムの構成変更やログの改ざん、データの閲覧などができるようになってしま

うことから、管理者権限の割当は最小限にするとともに、厳重に管理する必要がある。 

権限管理では、システムや機器、データなどの情報資産に対してどのようなアカウント

が存在し、どういった権限が割り当てられているかを管理することが重要となる。管理の

方法としては、例えばアカウントや役割、権限などを整理した一覧表を作成した後、定期

的に棚卸しをし、長期間利用されていないアカウントがないか、部署異動や退職した人の

権限が残されていないか等を確認することも重要となる。 

都市 OS①－3：認証機能を実装する 

権限設定、管理とセットで必要となるのが、アクセスしようとしている人が適切なアク

セス権限を割り当てられた本人であるかを確認するための認証機能の実装である。都市 OS

の運用者が、対象システムにアクセスする際は、パスワードなどの知識情報を入力するこ

とによって本人確認を行うことが基本的な認証の例となる。その他の認証の種類として

は、所持情報（ICカード、クライアント証明書、SMS認証）、生体情報（静脈認証や光彩認

証）等があるが、不正アクセスやなりすましへの対策として、より高いレベルのセキュリ

ティを実現するためには、これらの認証方法から異なる複数の要素を組み合わせた、多要

素認証を採用することが望ましい。また、上述の対策のほか、接続する相手のシステム・

サービスのなりすましへの対策として、接続するシステム・サービス相互で暗号鍵・電子

証明書等を所持し、照会する事でアクセスを許可する公開鍵暗号基盤（PKI）による認証が

有効となる。 

都市 OS①-4：セキュリティ監視を実施する 

ネットワークにおけるセキュリティ監視としては、インターネットとシステムの境界に

IDS（不正侵入検知システム）や IPS（不正侵入防止システム）を設置し、それを監視する

ことによって、不正なコマンドが含まれた通信等を検知、遮断することが可能となる。 

また、その他のセキュリティ対策として、分散型サービス拒否攻撃（DDoS攻撃）対策や

システムデータの改ざんの検知等を必要に応じて組み合わせることで、より高度なセキュ

リティ監視を実現することが可能となる。 

②セキュリティインシデント発生の未然防止のためのセキュリティ対策 
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都市 OSにおいては、外部からの攻撃等を防止するセキュリティ対策のほか、インシデン

トに至ることを未然に防止するセキュリティ対策として、都市 OSの企画・設計・開発工程

から運用工程において、脆弱性が入り込まないようにするための対策や運用管理端末への

セキュリティ対策がある。 

都市 OS②-1：都市 OS の企画・設計・開発工程における脆弱性を排除する 

都市 OS②-2：脆弱性診断や情報収集等で継続的に脆弱性を把握し、対応する 

都市 OS②-3：運用管理端末へのセキュリティ対策を実施する 

都市 OS②-1：都市 OSの企画・設計・開発工程における脆弱性を排除する 

都市 OS基盤を企画・設計・開発する上では、その段階からセキュア設計やセキュアコー

ディングを実施することによって脆弱性が入り込まないように配慮しつつ、サービスイン

前に適切にセキュリティテストや脆弱性診断を実施することで、既知の脆弱性の排除が可

能となる。なお、システム開発の早い段階からセキュリティを考慮した設計を行うこと

で、サービスイン前におけるセキュリティテストや脆弱性診断等での発見事項が少なくな

り、結果として工程に手戻りが発生しなくなるため、リソースや開発コストを効率的に使

用することができる。 

都市 OS②-2：脆弱性診断や情報収集等で継続的に脆弱性を把握し、対応する 

脆弱性とは、開発工程において対策を実施すれば完全なセキュリティが担保できるわけ

ではなく、日々のサイバー攻撃の進化やソフトウェア等の進化に伴って新しい脆弱性が発

見される。そのため、開発工程における脆弱性排除のほかに、運用フェーズにおいても新

たな脆弱性がないかを把握し、それに対応する必要がある。 

脆弱性を把握する手段の一つとして挙げられるのが定期的な脆弱性診断の実施である。

基本的にはシステムの設定変更や新規機能の追加などがなければ、脆弱性が新たに発生す

ることはないが、システムを運用する過程における設定変更などで気がつかない内に脆弱

性が生じている可能性があるため、定期的な脆弱性診断を実施することを推奨する。 

また、新規の脆弱性の中には緊急性の高い脆弱性が含まれることもあり、それを放置す

ると重大なセキュリティインシデントに至ってしまうケースもあり得る。そこで、自身の

システムで利用している OSやミドルウェア、ソフトウェア等の構成管理情報を常に最新化

して管理しつつ、新規の脆弱性情報を収集し、自身のシステムにおいて対処が必要かどう

かを適宜判断し、適切なタイミングでバージョンアップやセキュリティパッチ適用などの

対応を実施することが望ましい。 

都市 OS②-3：運用管理端末へのセキュリティ対策を実施する 
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運用管理端末はサービス提供中の環境へ直接アクセス可能であることから、踏み台とし

て悪用されるリスクがある。そのため、運用管理端末へのアクセス制御の実施や認証の導

入はもちろん、ウィルス対策ソフトの導入や OS等の脆弱性への対応といった、基本的なセ

キュリティ対策の実施が必要となる。 

また、運用管理端末の設置場所についても、通常の執務室等、業務に関係のない者が日

常的に入り込める場所ではなく、セキュリティルーム等、物理的にアクセスが制限された

場所に配置することが望ましい。 

③インシデント発生時に備えたセキュリティ対策 

①～②で示した対策を実施することでセキュリティインシデントが発生しないようにす

ることが当然望ましいが、実際はセキュリティインシデントの発生をゼロにすることは困

難である。そこで、セキュリティインシデントが発生してもその被害が最小化できるよ

う、外部との通信やデータの暗号化、バックアップの取得、ログの取得などの対応も合わ

せて実施する必要がある。 

都市 OS③-1：外部との通信やデータの暗号化を実施する 

都市 OS③-2：定期的にバックアップを取得する 

都市 OS③-3：証跡確保のためのログを取得する 

都市 OS③-1：外部との通信やデータの暗号化を実施する 

外部との通信の内容が盗聴されたり、システム内で保有しているデータが流出したとし

ても、適切な強度の暗号アルゴリズムを使って通信やデータの暗号化をしていた場合は、

解読が困難となり、被害の発生を抑止することができる。暗号化強度については、

「CRYPTREC暗号リスト(電子政府推奨暗号リスト)」等で定義された十分な強度の暗号アル

ゴリズムを採用することが望ましい。なお、パスワード情報などの復号が不要なデータに

ついては、そのデータが容易に推測できないよう、ハッシュ関数を利用することが望まし

い。 

都市 OS③-2：定期的にバックアップを取得する 

システムの構成情報や、重要なデータについては、その可用性や事業継続などを考慮し

て、定期的にバックアップを取得することが望ましい。バックアップデータは定期的に物

理的な媒体に書き出したり、災害への影響を考慮して別のロケーション（地理的に別の場

所にあるデータセンタ等）に保管する等して確実に維持できるようにすることが推奨され

る。 

都市 OS③-3：証跡確保のためのログを取得する 
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ログはセキュリティインシデントが発生した際に、原因の究明や対策の検討を行う上で

必ず必要な情報となる。取得すべきログとしては、サーバ等に対するアクセスログや操作

ログ、IDSや IPS 等における検知ログ、ファイアウォールにおける通信ログ等、多岐にわた

るが、実際にインシデントが発生した場合は、これらのログを相関的に分析することで、

攻撃内容や被害状況などを特定することが可能となる。なお、ログを相関的に分析する際

は、正確に攻撃の痕跡が追えるよう、それぞれの機器において時刻同期も実施すると良

い。 

その他、事後的にインシデントが発覚し、調査するというケースを想定し、これらのロ

グについてはなるべく長期間保管しておくことが望ましい。また、これらのログの消失や

改ざんを防ぐためにも、ログについても定期的にバックアップを取得することが推奨され

る。 

④推進主体からの要求に応じた適切なクラウドサービスの利用 

クラウドサービスはその拡張性や導入の容易さから、うまく活用すると非常に便利だ

が、クラウドサービス事業者から提供される IaaS/PaaSなどの基盤を利用する場合は、利

用者である都市 OSベンダとクラウドサービス事業者間の責任分界点を的確に把握し、セキ

ュリティに関する考慮漏れが無いようにする必要がある。また、クラウドサービスによっ

てはサーバが海外のデータセンタに位置することもあるため、推進主体からの要求を反映

できるようなクラウドサービス選定やリージョンの選択などが求められる。 

 

都市 OS④-1：クラウドサービスの利用者と提供事業者間の責任分界点を把握する 

都市 OS④-2：データロケーションに関する推進主体からの要求事項に対応する 

都市 OS④-3：複数リージョン選択等により、可用性を担保する 

都市 OS④－1：クラウドサービスの利用者と提供事業者間の責任分界点を把握する 

IaaS/PaaSなどのクラウド基盤を利用するにあたっては、クラウドサービス利用における

契約や規約の中で示されている責任分界点について正確に把握し、都市 OSベンダとして実

施すべきセキュリティ対策を理解し、実施する必要がある。例えば、IaaSを利用する場

合、ハードウェアやネットワークなどへのセキュリティ対策はクラウドサービス事業者の

責任範囲となるが、そのインフラ上に構築される OS、ミドルウェア、アプリケーション、

データなどへのセキュリティ対策は利用者側（都市 OSベンダ側）の責任範囲となる。 

都市 OS④－2：データロケーションに関する推進主体からの要求事項に対応する 

クラウドの設置場所（リージョン）により、国外の法令に基づいてデータの取扱いが求

められるなど、クラウド上に保存しているデータ（特に機密データ）の取扱いに関連する

法令が国内とは異なる可能性がある。そのため、都市 OS上で取り扱うデータの種類を理解
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した上で、クラウドの設置場所及び設置環境において適用される関連法令や裁判管轄等を

確認し、推進主体からの要求事項に対応できているかを確認することが重要である。 

都市 OS④－3：複数リージョン選択等により、可用性を担保する 

クラウドを利用する利点の一つとして、柔軟に冗長性を組むことができ、可用性を担保

できることが挙げられる。例えば「都市 OS③-2」でも述べたバックアップを取得していれ

ば、クラウド上で容易に環境の復元が可能となり、システムに致命的な障害が発生した場

合でも速やかな復旧が可能となる。一つのリージョンしか選択していなかった場合、その

リージョンで障害が発生してしまうことで都市 OSの停止に至る可能性があるため、より高

い可用性を実現するためには複数のリージョンを選択する必要がある。また、災害復旧

（DR）の観点からも、地理的に分離された拠点にシステムやデータの冗長やバックアップ

をすることが望ましい。 

3.1.4. アセット 

「アセット」はサイバー領域がフィジカル領域と接点を持つ領域であり、地域課題解決の

ために必要なデータを生成し、「都市 OS」へ送信するカテゴリである。ここでは、IoT機器な

どのデバイスや、「都市 OS」にデータを流通させるためのネットワーク、中継機器等のセキュ

リティについて考慮する必要がある。これらのデバイスは大量に設置されることが想定され

るため、効率的に監視・管理し、適切なセキュリティ対策を実施できるようにする必要があ

る。また、必要性に応じ、デバイスへのセキュリティ機能を予め実装できるよう、設計や機

器選定の段階からセキュリティについて考慮することが望ましい。 

 

①アセットの監視・管理 

アセットで収集されるデータは様々なサービスで活用されることから、正確なデータを

途切れることなく収集することがアセットでは求められる。また、ソフトウェア等と同じ

ように、アセットにおいても日常的に脆弱性が発見され、それを悪用された攻撃が発生す

図３－４ アセットにおけるセキュリティ対策のイメージ 
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る可能性もある。そのため、アセットの管理・監視をしつつ、新規の脆弱性への対応など

を継続的に実施することがアセットでは求められる。 

アセット①-1：アセットの監視・管理を実施する 

アセット①-2：新規の脆弱性情報を把握し、ファームウェア、ソフトウェア等のバージョン

アップを適切に実施する 

アセット①－1：アセットの監視・管理を実施する 

まずはアセットで異常が発生していることが検知できるように、アセットの死活監視を

実施することが必要となる。また、アセットのバージョン情報などの基本的な情報は管理

しておくことが求められる。アセットは将来的に大量のデバイスが接続されることから、

手作業での管理ではなく機械的な管理をする等、効率的な管理をするための機能を実装す

ることが望ましい。 

アセット①-2：新規の脆弱性情報を把握し、ファームウェア、ソフトウェア等のバージョ 

ンアップを適切に実施する 

 アセットにおいても、OSやソフトウェア等と同様、日常的に脆弱性が発見されている。

新規の脆弱性が発見された場合は、その脆弱性がスマートシティに与える影響について評

価した上で、適切なタイミングでバージョンアップの対応を行うことが重要となる。IoT機

器に直ちに影響を及ぼすような脆弱性が発見された場合には、迅速にこれらの対応を実施

する必要があることから、リモートで一斉に IoT機器のバージョンアップをする機能を実

装するという方法もある。 

②アセットそのものへのセキュリティ対策 

 アセットへのセキュリティとしては、①で述べた全体的な管理・監視に関する内容以外

にも、アセットそのもの、特に IoT機器等のデバイスへのセキュリティ対策が非常に重要

となる。アセットそのものへのセキュリティ対策としては、通信やデータの暗号化、認証

機能の実装のほか、物理的なセキュリティ対策も考慮が必要となる。 

 

アセット②-1：外部との通信や、保有するデータを暗号化する 

アセット②-2：認証機能を実装する 

アセット②-3：物理的なセキュリティ対策を実施する 

 

アセット②－1：外部との通信や、保有するデータを暗号化する 
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アセットから都市 OSへのデータ連携等、インターネットを経由して外部との通信が発生

する場合は、通信の暗号化を実施することで、盗聴を防止することができる。また、アセ

ットで保有するデータに、例えばヘルスケア情報等の重要な情報が含まれる場合は、それ

らのデータを暗号化することも重要である。暗号化強度については、「CRYPTREC暗号リスト

(電子政府推奨暗号リスト)」等で定義された十分な強度の暗号アルゴリズムを採用するこ

とが望ましい。 

なお、機能や性能の制限によって IoT機器で十分なセキュリティ機能が実装できない場

合は、IoT機器の通信を束ねる中継装置（セキュアゲートウェイ）において対策するという

方法もある。 

アセット②－2：認証機能を実装する 

アセットの設定を悪意のある第三者に変更されないためにも、アセットにアクセスする

際は ID／パスワード等による認証機能を実装することが重要である。パスワードは工場出

荷状態で他のアセットと同一とならないように考慮する必要があるし、そのパスワードも

容易に推測ができないように、十分な桁数や英数字や記号、大文字小文字などを混ぜたも

のにする必要がある。 

なお、サービス利用者側でデバイスの管理をする場合は、サービス利用者に適切なパス

ワードの設定や管理などの注意喚起をすることも必要となる。 

アセット②-３：物理的なセキュリティ対策を実施する 

センサなどのスマートシティのデータ収集のためのデバイスは、公共空間などに設置さ

れる事が多いことから、破壊や盗難などの物理的なリスクのための対策として、物理的な

セキュリティ対策を可能な限り実施することが求められる。例えば、関係者以外が立ち入

ることができないよう物理的なアクセスが制限された領域にデバイスを設置する等があ

る。 

また、サービスによってはモビリティなどの物理的な制御を行うデバイスが設置される

こともある。その場合は、何らかの誤動作が起きたとしても人命の影響が発生しないよう

に、安全側（セーフ側）に倒れる、いわゆるフェイルセーフを考慮した設計をする必要が

ある。 

その他の物理的なセキュリティとして、デバイスの廃棄に際してもセキュリティを考慮

する必要がある。具体的には、廃棄した機器から情報が盗み出されないようにデバイスを

廃棄する際は記録媒体部分を物理的に破壊するなど、適切な方法でデータの読み出しがで

きないような処理をする必要がある。 
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3.2. スマートシティ特有のセキュリティ対策 

Society5.0の先行的実現の場としてのスマートシティは、将来的に高度にネットワーク化

されたサプライチェーンに様々な主体が参加するような状況が想定される。その場合、一主

体が取り組むセキュリティ対策だけではスマートシティ全体のセキュリティを確保していく

ことに限界がある。これまでに挙げてきた各主体による能動的なセキュリティ対策の実施の

ほか、適切なサプライチェーン管理による信頼性の確保やインシデントの発生に備えた体制

整備、その対応における連携など、より幅広い視点で対策を検討・実施することが望まし

い。また、スマートシティでは新たな価値を創出するためにデータ連携も積極的に進めて行

く必要があり、データ連携時のセキュリティも求められていくこととなる 。 

 

  

図３－５ マルチステークホルダが関与するスマートシティのイメージ 
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3.2.1. 適切なサプライチェーン管理 

マルチステークホルダが複雑に関与するスマートシティで発生する問題点の一つとして、

サプライチェーンの拡大によるサイバー攻撃の起点の拡大や、発生する被害の影響範囲が広

がることが挙げられる。これらの対策として、推進主体においてスマートシティの委託先や

再委託先などのサプライチェーン全体を管理・把握する必要がある。また、委託先等のセキ

ュリティ管理体制を評価することにより、サプライチェーンにおいて一定レベル以上のセキ

ュリティが担保できていることを確認することができる。サプライチェーン先に脆弱性が存

在することで、そこが侵入口となり、スマートシティ全体へ影響を及ぼすことも考えられる

ため、サプライチェーン全体の脆弱性情報を把握できるようにしておくこともサプライチェ

ーン・リスクへの対策となる。  

 

サプライチェーン① サプライチェーン全体のリスクを管理・把握する 

サプライチェーン② 委託先のセキュリティ管理体制を評価する 

サプライチェーン③ サプライチェーン全体の脆弱性情報を適切に把握し、対応する 

 

サプライチェーン① サプライチェーン全体のリスクを管理・把握する 

スマートシティにおけるマルチステークホルダは、都市 OSベンダやサービス提供者だけ

でなく、データ提供事業者や IoT機器ベンダ等、非常に多岐にわたる。また、都市 OSベン

ダやサービス提供者においても事業の一部を委託（再委託）しているケースは十分に想定

される。そこで、推進主体としては、まずはスマートシティに関わっているマルチステー

クホルダ全体を把握することが重要となる。 

図３－６ 適切なサプライチェーン管理におけるセキュリティ対策のイメージ 
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ただし、推進主体が委託先や再委託先などで利用される全てのオープンソースソフトウ

ェア（OSS）を含むソフトウェアやハードウェアを把握し、管理するのは困難であることか

ら、推進主体としては、委託先に対して、委託事業におけるサプライチェーン・リスクへ

の対応のための管理体制の整備を求めるといった現実的な対策を中心に検討する必要があ

る。 

サプライチェーン・リスクへの対策を検討する上では、「ガバナンス」や「サービス」の

カテゴリにも記載があるように、サプライチェーン・リスクのアセスメントを実施してシ

ステムのライフサイクルそれぞれの工程で求められる対策を考え、実施していく必要があ

る。具体的には、調達するシステムにおける機能や取り扱う情報の特性に応じた脅威を踏

まえてサプライチェーン・リスクを特定し、そのリスクへの対策を検討していく、という

流れとなる。 

なお、本節で記載した対策は推進主体の視点で記載しているが、推進主体から見てサプ

ライチェーン先である都市 OSベンダやサービス提供者などの委託先等においては、推進主

体がサプライチェーンを管理・把握できるようにするための適切な情報提供が求められ

る。また、委託先等においてもそのサプライチェーン先（再委託先や利用している製品・

OSSを含むソフトウェア等の情報）の適切な管理・把握が求められることとなることに留意

する。 

サプライチェーン② 委託先のセキュリティ管理体制を評価する 

スマートシティの基盤である都市 OSやサービス利用者に提供するサービス等を構築し運

用する上では複数の事業者と委託契約を結び、委託事業として進めて行く事が想定され

る。ここで、委託先の情報セキュリティ管理が不適切だった場合、委託先による情報漏え

い等が懸念される。そのため、委託先の選定時や契約期間中などにおいて委託先のセキュ

リティ管理・対応の体制を評価することが一つのサプライチェーン・リスクへの対策とな

る。 

委託先のセキュリティ体制の評価にあたっては、委託先に実施を求めるセキュリティ管

理体制について記載したセキュリティチェックシートに委託先に回答してもらい、その回

答をもって委託先のセキュリティを評価する方法のほか、ISO/IEC 27001等のセキュリティ

に関する基準に適合していることの第三者認証の取得状況による評価などが考えられる。

また、これらを組み合わせて実施することで、より委託先のセキュリティ体制を正確に評

価することが可能となる。なお、契約期間中においても定期的にセキュリティ体制につい

て確認・評価し、不十分な点があれば改善を求めることが望ましい。 

サプライチェーン③ サプライチェーン全体の脆弱性情報を適切に把握し、対応する 

スマートシティでは、そのサービスを提供するためのサーバやネットワーク機器などの

ハードウェアや利用されているソフトウェア、ミドルウェア、データ収集・サービス提供

のための IoT機器などのデバイスなど、非常に多岐にわたるソフトウェア、ハードウェア
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の上で成り立っている。スマートシティを運用する中では、これらのソフトウェアやハー

ドウェアの脆弱性が発見されることは容易に想定されるため、推進主体においてはその脆

弱性情報を適切に把握し、対応できるようにしておく必要がある。 

まず重要になるのが、継続的な脆弱性への対応が期待できるソフトウェアやハードウェ

ア等を選定することである。例えば調達する IoT機器のメーカにおける脆弱性への対応体

制が不十分だった場合は、重大な脆弱性が公開されてから修正プログラムが作成されるま

で、機器を停止せざるを得ない事態に陥る可能性がある。また、サポートが 1年以内に終

了することが分かっているような機器を調達した場合、1年後以降で重大な脆弱性が発見さ

れた時に脆弱性が残留することになってしまい、当該製品の利用を停止せざるを得ない事

態となる。そのため、脆弱性が発見された場合に直ちにセキュリティパッチなどをリリー

スできるだけのサポート体制が整っており、かつ継続的なサポートが保障されている製品

やソフトウェア等を選定することが望ましい。 

加えて、サプライチェーンにおける関係者間の契約や、調達時の仕様に含める内容とし

て、これらの脆弱性情報を委託元に適切に提供し、対応するといった記載を盛り込むこと

が望ましい。都市 OSベンダやサービス提供者等の委託先・提携先側としては、自身が構

築・運用している基盤やサービスなどを構成するソフトウェアやハードウェアなどを適切

に管理するとともに、公開情報や脆弱性情報配信サービスなどから脆弱性情報を収集・把

握し、それらの脆弱性がスマートシティサービスに与える影響などを判断した上で、委託

元と連携して迅速に脆弱性に対処することが求められる。 

3.2.2. インシデント対応時の連携 

一つのスマートシティを見たときに、そのスマートシティ内のとあるコンポーネントでセ

キュリティインシデントが発生した場合、様々なマルチステークホルダが関与するスマート

シティにおいては、その影響はスマートシティ全体に及ぶ。そこでマルチステークホルダ間

連携が不十分だったり、お互いのシステムの責任分界点が共通認識となっていなかったりし

た場合、インシデントへの対応が遅れて被害が拡大する恐れがある。そこで、スマートシテ

ィにおけるレジリエンス（強靭さ）を確保するためには、事前に責任範囲を明確にしたセキ

ュリティインシデント対応体制を構築し、各主体においてインシデント発生時の連絡窓口を

整備し、連絡先をマルチステークホルダ間で相互に共有するといった備えをしておくことが

重要となる。また、それぞれのインシデント対応に従事する者が円滑に対応できるようにス

マートシティ全体及び各マルチステークホルダにおけるインシデント対応手順を整備するこ

とが重要となる。また、これらの対応の実効性を確認する、または対応習熟のための定期的

なセキュリティインシデント対応訓練・演習も必要となる。 
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インシデント対応①：責任範囲を明確にしたセキュリティインシデント対応体制を構築する 

インシデント対応②：連絡窓口を整備し、マルチステークホルダ間で相互に共有する 

インシデント対応③：スマートシティ全体及び各マルチステークホルダにおけるセキュリティ

インシデント対応手順を整備する 

インシデント対応④：定期的にセキュリティインシデント対応訓練・演習を実施する 

インシデント対応①：責任範囲を明確にしたセキュリティインシデント対応体制を構築す 

          る 

セキュリティインシデントが発生した際に、即座にインシデント対応を実施できるよ

う、推進主体をはじめ、マルチステークホルダにおけるセキュリティインシデント対応の

ための体制を構築することは必要不可欠である。推進主体においてはデータの流通等を踏

まえたスマートシティに関与するステークホルダやシステムなどの全体像を把握した上

で、委託契約などで明確化した責任分界を元に、セキュリティインシデントが発生した際

の対応に関する責任分界点を明示する等し、全てのマルチステークホルダにおいてセキュ

リティインシデント対応体制が構築されていることを確認する必要がある。 

インシデント対応②：連絡窓口を整備し、マルチステークホルダ間で相互に共有する 

実際にスマートシティにおいてセキュリティインシデントが発生した際は、マルチステ

ークホルダで連携して対処する必要がある。即座にインシデント対応連携が開始できるよ

うに、各マルチステークホルダの連絡体制や緊急連絡先を予め整備し、マルチステークホ

ルダで相互に共有することが重要となる。また、それぞれのマルチステークホルダ内にお

図３－７ インシデント対応時の連携におけるセキュリティ対策のイメージ 
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いてもインシデント対応に関する部門や経営者／CISO等への連絡が発生する可能性がある

ことから、その連絡先も事前に整備しておく必要がある。さらに、インシデントが発生し

た場合に備え、主管官庁や警察、JPCERT/CC など、対外的に連絡をとる可能性がある連絡先

についても予め把握しておくことが望ましい。 

インシデント対応③：スマートシティ全体及び各マルチステークホルダにおけるインシデ 

ント対応手順を整備する 

セキュリティインシデントの発生に備え、予めどのような判断の下で誰がどのようなオ

ペレーションを実施するのかを決めておき、また、連絡や報告のフォーマットなども準備

し、インシデント対応手順としてまとめておくことで、有事の際に円滑にインシデント対

応を行うことができる。特に重大なセキュリティインシデントにおいては経営者による意

志決定が必要になるケースが想定されるため、セキュリティインシデントの内容や被害状

況について速やかに把握し、整理して報告できるようにするための手順やフォーマットを

整備しておくことを推奨する。 

推進主体においては事前に整理している責任分界点に基づいて、マルチステークホルダ

間の連携を含めたスマートシティ全体としての対応手順を整備し、これにしたがって各ス

テークホルダにおいて自らの対応手順を整備しておくことが望ましい。 

インシデント対応④：定期的なセキュリティインシデント対応訓練・演習を実施する 

インシデント対応①～③で整備した体制や対応手順等をミス無く、円滑に実施できるよ

うにするためにはセキュリティインシデント対応訓練を定期的に実施することが重要とな

る。この対応訓練では、自組織内における対処手順や復旧手順の浸透のほか、自組織内や

組織外との各種連絡による連携対応の習熟などを図ることができる。また、今整備してい

る対応手順が適切かどうか、といった対応手順の検証や課題を抽出するためのインシデン

ト対応演習を実施することも有効となる。 

なお、訓練・演習の種類としては、実機を用い、実践的な内容を含む「実機訓練」のほ

か、状況付与を元にどう判断、対応するかを検証するロールプレイングやシミュレーショ

ンなどの「机上演習」などがあり、その訓練・演習を行う目的に応じて適切なものを選択

することが望ましい。例えば、簡単に連絡のフローが適切かを確認したいだけの場合は、

簡易的に机上で状況付与に応じた連絡対応のシミュレーションを行うなどで検証すること

が可能である。 

これらの訓練や演習は、各マルチステークホルダの組織内において実施するだけでな

く、スマートシティ全体として連携したインシデント対応が実施できることを確認・検証

するために、インシデント対応の統制を行う推進主体が中心となり、マルチステークホル

ダが同時に参加する訓練・演習を実施することが望ましい。 

3.2.3. データ連携時のセキュリティ 
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Society 5.0 を具現化するスマートシティでは、国、地方公共団体、民間などで散在する

データを連携させ、分野・組織を越えたデータ活用とサービス提供を可能とするため、デー

タ分散方式4に代表されるデータ連携基盤の実装が想定される。 

データ連携においては、機能や管理するデータ等を他のサービスやアプリケーションから

呼び出して利用するための連携仕様である APIにおけるセキュリティの確保だけではなく、

データ連携時のデータ連携元、連携先のセキュリティ体制を評価するなどで連携先の信頼性

を確保しつつ、データに対する適切なアクセス制御やデータの追跡可能性の確保によるデー

タ利用の透明性の担保、データの原本性保証によるデータの信頼性の担保など、データ連携

する際の対策を検討・実施することが望ましい。  

 

データ連携①：データ連携元・連携先のセキュリティ体制の確認・評価を実施する 

データ連携②：データ提供事業者・サービス提供者等の認証と適切なアクセス制御を実施する 

データ連携③：データの追跡可能性を確保しデータ利用の透明性を担保する 

データ連携④：データの原本性保証を確保しデータの信頼性を担保する 

データ連携⑤：必要性に応じたデータの匿名化・秘匿化を実施する 

データ連携⑥：API におけるセキュリティ（機密性・完全性・可用性・真正性）を確保する 

データ連携①：データ連携元・連携先のセキュリティ体制の確認・評価を実施する 

スマートシティでは、データ連携元から連携先まで多様な主体が連続的に関わりを持

ち、データ連携が行われるが、安全・安心にデータ連携を行う上では連携元・連携先によ

                                                   
4 都市 OS にデータを蓄積せず、都市 OS は分散されたデータの所在情報を管理し、利用者からデー

タアクセスがあった場合は、この所在情報を利用してデータの仲介を行う方式。 

図３－８ データ連携時におけるセキュリティ対策のイメージ 
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る信頼の連鎖が重要となる。そこで、推進主体がデータ提供事業者等のデータ連携元、サ

ービス提供者等のデータ連携先のセキュリティマネジメントを確認することによって、接

続される機器、サービス等が自身が定めるセキュリティに関する要求事項を満たしている

かを確認することができる。 

連携元・連携先のセキュリティマネジメントの確認方法としては、「3.2.1. 適切なサプ

ライチェーン管理」の②で記載したチェックシートや第三者認証の有無等によって、連携

先のセキュリティ管理体制を評価することで、接続されるシステムや機器、サービス等の

一定レベルの信頼性の担保を行うことが可能となる。チェックシートで確認すべき項目に

ついては、本章で記載している対策全般を目安にスマートシティのデータ連携において必

要な対策を選定し、連携先に要求すると良い。 

データ連携②：データ提供事業者・サービス提供者等の認証と適切なアクセス制御を実施

する 

データ提供事業者とサービス提供者の間でデータ連携を行う場合、双方の APIを通じて

連携を行うこととなるが、適切なデータ連携の要求元が適切なデータだけを取得すること

ができるように、連携するデータの内容、個人情報の利用に関する同意内容などに沿った

利用目的等に合わせ、データ提供事業者及びサービス提供者をデータ連携基盤を介して認

証したうえで、適切なアクセス制御を行うことが重要となる。 

データ提供事業者、サービス提供者の認証では、APIキーや、アクセストークンを使用し

た OAuth 2.0、OpenID5による認証等、適切な認証手法を選択し、連携元、連携先を認証す

る必要がある。また、認証を行った後は、データの要求元（データの利用者）の情報を踏

まえ、アクセスしたいデータの内容や当該データのオプトイン管理（個人がデータを提供

することに同意しているか）の状況など、細かい条件に応じて、必用最小限のアクセスを

許可するアクセス制御を実施する必要がある。 

データ連携③：データの追跡可能性を確保しデータ利用の透明性を担保する 

サービス利用者の個人情報等の重要なデータを連携する場合、データ利用の透明性が担

保できていないと、自身が提供したデータが、知らぬ間に自身の想定しない用途で利用さ

れてしまう等が起こりうるため、情報流出と実質的に同じ状況となってしまうことが懸念

される。そこで、住民やデータ提供元において、そのデータがどのように扱われているか

を把握できるよう、データの利用状況の監視や適切な追跡・開示を可能とする仕組みを設

け、追跡可能性を確保することでデータ利用の透明性を担保することが重要となる。 

                                                   
5 サービスのリソース（情報）にアクセスする際に、アクセストークンを利用させることで、部分

的な情報にだけアクセスを許可する仕様を OAuth 2.0 と呼ぶ。OpenID は OAuth 2.0 の拡張で、ID 

認証もあわせてできるようにした仕様を指す。 
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追跡可能性の確保の方法としては、データ利用で生じるアクセスログやシステムログを

取得し分析・監視することで、データの利用流通を把握することが可能となる。なお、こ

れらのログは、情報流出等のセキュリティインシデントが発生した場合においてもインシ

デントの発生元を特定することが可能になることから、インシデント対応においても有効

である。 

データ連携④：データの原本性保証を確保しデータの信頼性を担保する 

今後、データ連携が加速し、多くのサービス提供者によるデータの利用や他のデータ連

携基盤との連携によるデータの利活用など、様々な場面でのデータの利用が進む場合、利

用先においてデータが加工されてしまうことで、データの信頼性が担保できず、最終的に

スマートシティで提供するサービスに影響が出てしまう事が想定される。そこで、データ

を提供するサービス利用者やデータ提供事業者、サービス提供者等が安心してデータを提

供・利用するためにはデータの原本性保証の確保が重要となる。 

原本性保証を実現する方法としては、デジタル署名、電子透かしなどの技術を活用した

ものがある。また、データを利用する際は、ストアドプロシージャ6を通すことで不用意な

データ操作によるデータの改ざんや破壊などを防ぐことが可能になる。 

データ連携⑤：必要に応じてデータの匿名化・秘匿化を実施する 

データを連携する際に、提供先に不必要なデータを連携してしまった場合、意図しない

データが連携先に渡る形で情報が漏えいし、また、そのデータが更に悪用されるリスクが

生じることとなる。そのため、データを提供する個人がそれを要望する場合等の必要性に

応じて、個人を特定できてしまう情報の削除や、個人を特定不可能な情報に変更するデー

タ処理を用いる等により、個人が特定されないデータに加工する匿名化や秘匿化を実施

し、連携するデータを制限する必要がある。 

匿名化・秘匿化した上でデータの連携を行う場合は、データ提供元において責任をもっ

て匿名化・秘匿化の処理を行うことが重要となる。 

データ連携⑥：APIにおけるセキュリティ（機密性・完全性・可用性・真正性）を確保する 

データ提供事業者が管理するデータ等をサービス提供者等が呼び出して利用する場合、

APIを介したデータ連携が発生するため、APIにおけるセキュリティを確保することが重要

となる。 

                                                   
6 データベースの処理において、データの検索やコピーなど一連の処理をまとめた手続を持つプロ

グラムのこと。 
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APIの利用においては、データ連携②に記載したデータ提供事業者およびサービス提供者

それぞれを認証し、アクセス制御を実施する機能を実装するほか、TLS7を用いた認証や通信

の暗号化によって機密性、完全性及び真正性の確保が必要となる。また、可用性の観点か

らは、API利用者ごとにアクセスする時間や回数、取得するデータに制限を設けるなど、

APIの利用制限を設けることでサーバへの負荷軽減をするセキュリティ対策も必要となる。

さらに、他のサービスの APIを呼び出す場合、自身のスマートシティとは別のドメインへ

のアクセスとなるケースがあり、その場合はクロスドメインの通信を許可する必要があ

る。その際、ドメインを超えたデータリソースへのデータ連携を制御する CORS（Cross 

Origin Resource Sharing）を設定することでセキュリティを担保しながら API連携を図る

ことが可能となる。 

  

                                                   
7 Transport layer Security の略。インターネット上で通信データを暗号化するための技術。公開鍵

認証基盤（PKI:Public Key Infrastructure）の技術が利用されており、電子署名や相手認証などを

通じて機密性や完全性、真正性の担保が可能となる。 
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3.3. スマートシティ特有のセキュリティ対策事例 

スマートシティ特有のセキュリティ対策について、理解を促進できるように本節ではスマ

ートシティ特有で起こりうる問題について記述するとともに、セキュリティ対策例を 3.2節

で記載したセキュリティ対策と関連付ける形で記述している。セキュリティ対策例は全ての

スマートシティにおいて基本的に実装されることが望ましい「標準対策」と、高いセキュリ

ティレベルが求められるスマートシティにおいて付加的に実装されることが望ましい「推奨

対策」で分けて記載している。なお、「3.1.1 ガバナンス」で記載したセキュリティ対策で

も、スマートシティ特有のセキュリティ対策と言えるものが含まれていることから、一部の

セキュリティ対策については「3.1.1 ガバナンス」からも抜粋している。 

3.3.1. セキュリティ管理体制に関する問題 

起こりうる問題 

ケース：スマートシティシステム全体が把握できないことによって生じる問題 

推進主体においてサービス提供者にシステム構築・運用を委託しているが、その再委

託、再々委託が存在するケースがある。その場合、再委託先等に対して、推進主体からの

セキュリティやシステムに対する要求が十分に伝わっておらず、講じられるセキュリティ

対策が脆弱なものとなってしまうことがある。その結果、再委託先のシステムで利用して

いるソフトウェアにおいて重大な脆弱性が存在し、その脆弱性が悪用されて情報流出等の

問題が発生する等によって、スマートシティ全体としての利用者からの信頼が失われてし

まう可能性がある。 

セキュリティ対策例 

標準対策 

① 推進主体はスマートシティの推進に関与している委託先や再委託先等のサプライチ

ェーンを把握し、スマートシティ全体の管理を行う。【サプライチェーン①】 

② 推進主体において把握が困難な再委託先等やソフトウェア、製品などがある場合

は、委託先にサプライチェーン・リスクへの対応のための管理体制を要求し、その

管理体制を確認する。【サプライチェーン①】 

③ 推進主体は、サプライチェーンを含めた連携する事業者のセキュリティレベルを把

握する。【サプライチェーン②】【データ連携①】 

・ 連携する事業者に実施を求めるセキュリティ管理体制について記載したセキュリ

ティチェックシートの活用 

・ ISO/IEC 27001等のセキュリティに関する第三者認証の取得状況の確認 
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④ 脆弱性への対応について、あらかじめ委託契約などに盛り込み、対応する主体と対

応する内容を明確にしておく。【サプライチェーン③】 

 

3.3.2. マルチステークホルダ間の責任分界に関する問題 

起こりうる問題 

ケース：不明確な責任分界点によって生じる問題 

推進主体とその他のスマートシティ事業に関わる事業者（ベンダー等）との間で、サー

ビスについて契約を行う場合、その契約内容が不十分だった場合、例えば情報の流出が発

覚した際、推進主体と契約先の事業者がどちらの責任で対応するかが不明確となってしま

うケースがある。その結果、対応を取りまとめる組織が不在となり、状況把握に時間がか

かってしまい、対策が遅れて被害が拡大することがある。また、推進主体とサービス提供

者の間でスマートシティサービスについての契約を行い、有事の対応を取りまとめる組織

を決めていた場合でも、サービス提供者とその委託先（推進主体から見た再委託先）との

契約において、どちらの責任で対応するかを定めていないと、事案対処の主管組織におい

て十分な情報収集ができず、状況把握ができないというケースも考えられる。その場合、

結果として、対策検討に時間がかかり、被害が拡大する事もあり得る。 

 

図３－９ 不明確な責任分界点によって生じる問題 

セキュリティ対策例 

標準対策 

① システムや機能の責任分界点を明確にした構成図や体制図を整備し、スマートシテ

ィを構成するシステム全体の繋がりを理解・把握し、スマートシティに関する契約

や規約の中で責任範囲を明確化する。【ガバナンス②-1～ガバナンス②-3】【サプラ

イチェーン①】【インシデント対応①】 
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② 継続的にリスクアセスメントを実施し、ポリシーの見直しを行うとともに、契約や

規約の内容の見直しを行う。【ガバナンス③-1】 

3.3.3. マルチステークホルダにおけるセキュリティポリシーに関する問題 

起こりうる問題 

ケース①：マルチステークホルダ間でセキュリティ管理水準が異なることで生じる問題 

マルチステークホルダのうち、ソフトウェア、アプリケーション等のサービス提供者の

セキュリティ管理体制が脆弱だった場合、別サービス経由で都市 OSへの不正ログイン等が

発覚しても、サービス提供者においてサービスを構成するシステムへのアクセス状況に関

する情報収集が遅延する。その結果、原因究明が遅れて被害が拡大する場合がある。 

また、マルチステークホルダ間でのセキュリティ対応体制にばらつきがある場合、例え

ばスマートシティで取り扱っている情報の改ざんが発覚し、都市 OSベンダが都市 OSにお

ける事案調査に必要となる情報の収集や原因調査をしていたとしても、サービス提供者が

情報収集・調査等の対応をしていなければ、調査に向けた情報が不十分となる。その結

果、スマートシティで流通しているデータの信頼性が損なわれる状態が継続し、最終的に

提供されるサービスの品質に影響する事が考えられる。また、推進主体として被害状況の

把握ができず、適切にサービス利用者に対して情報発信ができなくなってしまうため、サ

ービス利用者からのスマートシティ全体に対する信頼を失ってしまうこともあり得る。 

図３－１０ マルチステークホルダ間でセキュリティ管理水準が異なることで生じる問題 

ケース②：マルチステークホルダにおける不明確な役割分担によって生じる問題 

マルチステークホルダ間の役割分担が不明確な場合、スマートシティ内で流通するデー

タが改ざんされていることが発覚しても、それぞれのコンポーネントを担当する事業者間



   

 

60 
 

の情報連携や、それぞれにおける調査対応が不十分となり、事案の被害状況や発生原因を

特定することができず、結果として原因究明が遅れ、データの提供や機能停止等、スマー

トシティの運営に影響が発生する事がある。 

セキュリティ対策例 

標準対策 

① 推進主体が、スマートシティ全体、もしくはスマートシティで提供するサービスごと

に、連携する事業者（ベンダ等）を把握し、スマートシティのインシデント対応体制

を整理し、マルチステークホルダ間で共有する。【インシデント対応①】 

② 全てのマルチステークホルダに対して有事における連絡窓口を設置させ、連絡先をマ

ルチステークホルダ間で共有する。【インシデント対応②】 

③ 推進主体において、スマートシティ全体におけるセキュリティインシデント対応手順

を整備する。また、都市 OSベンダやサービス提供者等の事業者は予め決められてい

る責任分界を踏まえ、スマートシティ全体におけるセキュリティインシデント対応手

順に沿って、システム・サービス障害時の障害切り分けや復旧のための手順、セキュ

リティインシデント発生時のシステム・サービスの停止・復旧のための手順、原因調

査手順等が含まれたセキュリティインシデント対応手順を整備する。【インシデント

対応③】 

④ 有事の際に円滑にマルチステークホルダ間で連携しながらインシデント対応が実施で

きるよう、推進主体が中心となり、マルチステークホルダがプレイヤとなるインシデ

ント対応演習を実施する。【インシデント対応④】 

推奨対策 

① 推進主体が中心となり、スマートシティ全体を対象とする SOC／CSIRT等の組織を作

り、マルチステークホルダ間での円滑な連携体制を構築する。【インシデント対応

①】 

② SOCでの監視の状況や CSIRTが収集した脅威情報等を踏まえたリスクアセスメントを

行い、新たな対策を検討する等、能動的なセキュリティ対策を図る。【ガバナンス③-

1】 
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補足 

SOC／CSIRTにおける状況把握、情報収集、インシデント対応統制等の協働体制について 

スマートシティにおいて、重大なセキュリティ事故の発生や事故発生時の被害拡大を防

ぐためには、ログの監視・分析などを行い、セキュリティインシデントを迅速に検知し、

即時に対応できるようにしておくことが推奨される。また、事故発生予防の観点から、日

常的に情報収集を行い、計画的かつ定常的なセキュリティ対応を行う事が望ましい。それ

を実現するためにも、組織横断的なセキュリティ対応機能を具備する SOC／CSIRTの設置が

推奨される。 

図３－１１ SOC／CSIRTの主な役割 

＜想定される SOC／CSIRTの役割＞ 

SOC 

・ サイバー攻撃の検知/通知 

CSIRT 

・ 平時の対応（情報収集・分析・共有、構成情報管理、インシデント未然防止のため

の教育 等） 

・ 有事の対応（インシデント対応統制、ログの分析又はその支援、内外との情報連携 

等） 
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3.3.4. マルチステークホルダにおけるデータ管理ポリシーに関する問題 

起こりうる問題 

ケース：データの利用目的、権限、範囲が不明確なことから生じる問題 

データの利用や他のデータ連携基盤との連携によるデータの利活用など、様々な場面で

のデータの利用が進むスマートシティでは、マルチステークホルダ間の契約においてデー

タの利用目的、権限が明確に定められていない場合、本来権利を有さない者に利用される

又は目的外の利用が行われるといったケースが想定される。例えば、推進主体と契約した

サービス提供者が、クローズドデータ（一般に公開されないデータ）を利用したサービス

の提供を開始する際、そのサービスにおいて契約に記載されている本来の利用目的の範囲

外でデータが利用されてしまった場合、推進主体とサービス提供者間における契約違反や

データを提供している個人のプライバシ侵害等が発生する可能性がある。 

 

セキュリティ対策例 

標準対策 

① 推進主体は、アクセスログやシステムログ等のログデータを活用し、スマートシテ

ィ全体で流通するデータの利用状況（誰がいつどのデータにアクセスして何に利用

したか等）を把握する。【データ連携③】 

② 利用目的、提供範囲、提供項目等、データを提供するサービス利用者との同意内容

に応じたデータの連携・アクセス制御を適切に行う。【データ連携②】 

③ 契約や規約の中でスマートシティ内で取り扱われるデータの取扱い基準（利用目

的、内容、取得方法、データの所有者等）を明確化し、マルチステークホルダとの

間で共通認識とする。【ガバナンス①-3】 

④ スマートシティで連携するデータについて、スマートシティサービス提供において

不要な場合は個人情報等の匿名化・秘匿化を行う。【データ連携⑤】 

推奨対策 

① トラストサービス／ブロックチェーン等の技術を活用した、追跡可能なシステム構

成及びそれに準じたセキュリティ設計を検討する。【データ連携③】 
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3.3.5. データの連携先の拡大に関する問題 

起こりうる問題 

ケース①：データ連携が適切に制御されないことにより生じる問題 

個人やデータ提供事業者から、提供されるデータの利用目的、内容について同意を得た

上で、データ提供事業者、サービル利用者間のデータ連携における認証・アクセス制御を

都市 OSで設定するが、よりデータの流通が拡大した場合、分野や地域を越えたデータ連携

が行われ、データの連携元・連携先が拡大することが想定される。この場合、新たな連携

先へのデータ連携にあたっては、同意が行われたデータ単位での適切なアクセス制御が重

要となるが、連携先が増える度に手動でのアクセス制御のメンテナンスを実施していた場

合、連携の遅れや、煩雑な設定変更作業の発生に伴う設定ミスなどによって同意されてい

ないデータの連携や情報の流出など意図しない連携につながる可能性がある。 

ケース②：データ連携におけるセキュリティ対策が適切に講じられていないことで生じる

問題 

データ連携の際、都市 OSに接続する者に対する認証の未実施や認証強度の弱い認証、暗

号強度が弱い暗号アルゴリズムによる通信の暗号化が、悪意のある者による盗聴や情報漏

えいにつながる可能性がある。また、複数のコンピュータから大量のデータ連携要求など

によりサーバの負荷がかかりシステム停止やスマートシティサービスの中断につながる可

能性がある。 

セキュリティ対策例 

標準対策 

① データ連携先と接続する際に、独自のセキュリティチェックシートや第三者認証の

取得有無を確認し、連携先のセキュリティ体制の確認・評価を実施する。【データ連

携①】 

② データ連携をする場合は、データ提供事業者及びデータへアクセスする主体の認証

を適切に行う。【データ連携②】 

③ 利用目的、提供範囲、提供項目等、データを提供するサービス利用者との同意内容

に応じたデータの連携・アクセス制御を適切に行う。【データ連携②】 

④ データ連携先が増えた場合は、都度データを提供する住民の同意をとったうえで連

携を行う。オプトアウト方式をとる場合では、個人情報保護法による届出など適切

な手続を行う。【データ連携②】 
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⑤ 通信の暗号化を実装する。また、APIの利用者ごとに 1 日のアクセス回数の制限な

ど、極度にシステムリソースを消費する動作を制限し、可用性を担保する。【データ

連携⑥】 

 

推奨対策 

① データ連携先が連続的に増えることを想定し、都市 OS 上に設置されるポータルサイ

トやアプリケーションなどにおいて、データを提供するサービス利用者からの追加

同意の仕組みを整える。【データ連携②】 

② データ項目単位や、新たな連携先に対する提供について同意が行われたデータ単位

でのシステムによる動的なアクセス制御を行う。【データ連携②】 

（例）推奨事項①とシステム連動し、同意された内容を条件の一つとしつつ、連携

先、連携元の情報等の複合的な条件に従いアクセスポリシーを決定し動的にアクセ

ス権を制御する仕組み 

  



   

 

65 
 

4. セキュリティ検討のための補助コンテンツ 

これまで、スマートシティの構築・運用におけるセキュリティの考え方や、サプライチェ

ーンを含めたスマートシティの推進・運営に携わる関係主体において実施すべきセキュリテ

ィ対策を整理してきた。 

第４章では、スマートシティの構築・運用をする上で考慮すべきセキュリティ上のリスク

の一覧や、検討すべきセキュリティ対策の一覧、セキュリティ対策に漏れがないかを確認す

るためのチェックシートなど、補助的に利用できるコンテンツについて紹介する。 

4.1. セキュリティ対策一覧 

スマートシティを推進する上で、想定されるセキュリティ上のリスクを幅広くまとめたも

のを【Appendix】B「セキュリティ上のリスク一覧」、それらのリスクを踏まえたセキュリテ

ィ対策をまとめたものを【Appendix】C「セキュリティ対策一覧」に示す。これらの

【Appendix】は、自身のスマートシティにおいてセキュリティ対策を検討する上で活用する

ことが可能である、具体的な活用の手順を以下に記載する。 

① 自身が実現しようとしているスマートシティシステム、サービスにおいて、守るべき

機能や資産（データ）を特定する。 

② 特定した機能や資産をふまえ、自身のスマートシティシステム、サービスにおいて想

定されるセキュリティ上のリスクを導出する。 

③ 【Appendix】B「セキュリティ上のリスク一覧」から該当するリスクを抽出し、それに

対応する【対策要件 ID】を確認する。 

④ 【対策要件 ID】を基に、対策の具体的な内容を【Appendix】C「セキュリティ対策一

覧」から導出する。 

以下に、ユースケースを用いた例を示す。また、「防災」「医療・福祉」「決済」「交通」「観

光」の５分野におけるリスク特定とセキュリティ対策検討の例を【Appendix】D「各分野にお

けるリスク特定とセキュリティ対策検討のイメージ」に示す。 
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図４－１ スマートシティのユースケース 
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表４－１ リスク例 

リスク 

箇所 
リスク概要 対策番号 

R1 なりすましによる不正の受信 CPS.AC-1、CPS.AC-3、CPS.AC-4、CPS.AC-8、

CPS.AC-9、CPS.IP-2、CPS.IP-10、CPS.MA-1、

CPS.MA-2、CPS.RA-2、CPS.CM-6、CPS.CM-7 

サービス拒否攻撃、ランサムウェ

アへの感染等によるシステムが停

止する 

CPS.RA-1、CPS.RA-3、CPS.RA-4、CPS.RA-5、

CPS.RA-6、CPS.RM-2、CPS.DS-6、CPS.DS-7 

自組織の保護すべきデータが改ざ

んされる 

CPS.AC-7、CPS.AC-9、CPS.DS-2、CPS.DS-3、

CPS.DS-4、CPS.DS-11 

不正なエンティティによる許容範

囲外のインプットデータ・マルウ

ェアによる制御信号の改ざん 

CPS.RA-4、CPS.RA-6 

R2 自組織で管理している（データ保

管）領域から関係する他組織の保

護すべきデータが漏えいする 

CPS.AC-1、CPS.AC-5、CPS.AC-6、CPS.AC-9、

CPS.GV-3 

データ加工・分析システムが誤動

作することで、適切でない分析結

果が出力される 

CPS.CM-3、CPS.CM-4 

R3 改ざんされた IoT機器がネットワ

ーク接続され、故障や正確でない

データの送信が発生する 

CPS.AC-1、CPS.AE-1、CPS.AM-1、CPS.AM-5、

CPS.CM-5、CPS.CM-6、CPS.DS-8、CPS.SC-4 

不正なエンティティによる許容範

囲外のインプットデータ・マルウ

ェアによる制御信号の改ざん 

CPS.CM-3、CPS.AE-1、CPS.CM-1、CPS.CM-5、

CPS.PT-1、CPS.RP-1 

IoT機器内部への不正アクセス CPS.IP-1、CPS.PT-2、CPS.DS-15、CPS.RA-4、

CPS.RA-6、CPS.SC-4 

IoT機器におけるセキュリティ上

の脆弱性を利用したネットワーク

上の通信の盗聴 

CPS.AC-1、CPS.AE-1、CPS.AM-1、CPS.AM-5、

CPS.CM-5、CPS.CM-6 

R4 （なりすまし等をした）ソシキ/

ヒト/モノ等から不適切なデータ

を受信する 

CPS.DS-3、CPS.AC-1、CPS.AC-3、CPS.AC-4、

CPS.AC-8、CPS.AC-9 
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本ガイドラインでは、スマートシティリファレンスアーキテクチャを前提とし、スマート

シティ全体におけるセキュリティの考え方や想定されるリスク、セキュリティ対策について

整理しているが、これらの整理を行う上では、その他のガイドライン等も参考としている。 

例えば、スマートシティアセットにおける IoT機器などのアセットにおいてセキュリティ

対策を検討するにあたっては、IoT推進コンソーシアムが公表している「IoTセキュリティガ

イドライン」を参照するとともに、当該ガイドラインとの記述の整合性を維持するように配

慮している。その他、参考としている資料として、「クラウドサービス提供における情報セキ

ュリティ対策ガイドライン」や「NIST SP800-53」、「NIST SP800-171」、「サイバー・フィジカ

ル・セキュリティ対策フレームワーク」等が挙げられ、【Appendix】B「セキュリティ上のリ

スク一覧」や【Appendix】C「セキュリティ対策一覧」もこれらのガイドラインを参考として

作成している。 

自身が検討しようとしているセキュリティの内容やレベル感、粒度などを踏まえ、本ガイ

ドラインや【Appendix】を活用しつつ、加えて本ガイドラインが参考としている上述のガイ

ドライン等を適宜参照することで、自身が推進するスマートシティセキュリティの実装に資

することを期待する。 

 

 

図４－２ 本ガイドラインと主に参照したガイドラインの対応関係 

 

 

NIST Cybersecurity

Framework Ver 1.1
NIST SP 800-171.53

ISO/IEC 27001:2013

（付属書A）
ISO/IEC 27017:2015

IoTセキュリティガ

イドライン Ver 1.0

クラウドサービス提

供における情報セ

キュリティ対策ガイ

ドライン（第2版）

ガバナンス

CPS. AC-1, 2, 5

CPS. AE-1~5

CPS. AM-2~7

CPS. AN-1~3

CPS. AT-1~3

CPS. BE-1~3

CPS. CM-1, 2, 6

CPS. CO-1~3

CPS. DP-1~4

CPS. DS-1, 11,

13~15

CPS. GV-1~4

CPS. IM-1, 2

CPS. IP-1, 3, 7~10

CPS. MI-1

CPS. PT-1

CPS. RA-1~3, 5, 6

CPS. RM-1, 2

CPS. RP-1~3

CPS. SC-1~11

◎ 〇 ◎ 〇 ◎ 〇

サービス

CPS. AC-1~9

CPS. AE-1

CPS. AM-1~3, 5

CPS. CM-1~7

CPS. DS-2~11, 13

CPS. GV-3

CPS. IP-1, 2, 4~6,

10

CPS. MA-1, 2

CPS. PT-1, 2

CPS. RA-1, 2, 4, 6

CPS. RP-1, 4

CPS. SC-3, 4, 8

〇 〇 〇 〇

都市OS

CPS. AC-1~9

CPS. AE-1, 3

CPS. AM-1, 2, 5

CPS. CM-1~7

CPS. DP-4

CPS. DS-1~13

CPS. GV-3

CPS. IP-1, 2, 4~6,

10

CPS. MA-1, 2

CPS. PT-2, 3

CPS. RA-1~6

CPS. RM-2

CPS. RP-1

CPS. SC-3, 4, 8

〇 〇 〇 ◎ 〇 ◎

アセット

CPS. AC-1~4

CPS. AC-7~9

CPS. AE-1

CPS. AM-1, 5

CPS. CM-2, 3, 5~7

CPS. DS-3, 6~8, 10,

11, 13, 15

CPS. IP-1, 2, 4~6

CPS. MA-1~3

CPS. PT-2

CPS. RA-4, 6

CPS. SC-3, 4, 8

〇 〇 ◎ ◎

サイバー・フィジカル・セキュリティ対

策フレームワークでの該当対策要件

参照ガイドライン
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4.2. スマートシティセキュリティ導入チェックシート 

第３章において、スマートシティにおける具体的なセキュリティ対策について記載してい

るが、スマートシティ全体のセキュリティを担保する上では考慮漏れが無いように対応する

ことが求められる。 

そこで、本節において、第３章に記載されている内容を元に作成した、「スマートシティセ

キュリティ導入チェックシート」を示す。推進主体においては包括的なスマートシティのセ

キュリティ検討をする上で、セキュリティ検討の考慮漏れがないように本チェックシート全

体を参照することが望ましい。また、都市 OSベンダやサービス提供者、データ提供事業者な

どの各カテゴリのセキュリティ対策を主で担当する主体においては、自身のカテゴリにおけ

るセキュリティ対策をチェックするとともに、スマートシティ特有のセキュリティ対策につ

いてチェックすることで、考慮漏れなくセキュリティ検討を行う事が可能となる。 

なお、本ガイドラインの第３章で記載されているセキュリティ対策は完全に網羅的なもの

ではなく、分野を限定せずあらゆるスマートシティにおいて基本的に実施が求められるセキ

ュリティ対策を取りまとめたものとなっている。そのため、それぞれのスマートシティで提

供するサービスの内容や提供形態、取り扱う情報等に応じて、追加のセキュリティ対策が必

要となることは十分に考えられる。つまり、本セキュリティチェックシートを全て遵守でき

ていれば、あらゆるセキュリティインシデントの発生を防ぐことができるわけではないこと

に留意されたい。 
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スマートシティセキュリティ導入チェックシート 

カテゴリ１ ガバナンス 

① セキュリティに関するポリシーの策定 

ガバナンス①-1：情報セキュリティ基本方針を策定する 

□ 目的や対象範囲など基本的な事項のほか、セキュリティを担保するための 

取組方針が記載された情報セキュリティ基本方針を策定する 

ガバナンス①-2：セキュリティ対策基準を策定する 

□ 組織体制や情報資産の分類・管理に関する項目のほか、管理的及び技術的な 

セキュリティ対策等について具体的な遵守事項や判断基準等を定めたセキュリティ 

対策基準を策定する 

ガバナンス①-3：データ取扱い基準を策定する 

□ スマートシティで取り扱われるデータを分類するとともに、適切なデータの 

取扱いに関する事項や、法令等への対応等を定めたデータ取扱い基準を策定する 

ガバナンス①-4：インシデント対応手順を策定する 

□ インシデント対応に関与する関係主体やそれぞれの責任範囲の明確化、 

連絡体制や連絡先などの整備、対応における判断基準やインシデント対応 

フロー等のインシデント対応手順を策定する 

ガバナンス①-5：事業継続計画を策定する 

□ 障害やセキュリティ事故等が発生した際にどの機能を優先して保護するか 

  といった判断基準や、スマートシティ事業継続のための役割分担、対応手 

  順等を定めた事業継続計画を策定する 

ガバナンス①-6：委託先や提携先の評価基準を策定する 

□ セキュリティ管理体制やセキュリティに関する第三者認証の取得有無等、 

  外部委託等を実施する際に求めるべき内容や選定条件などを定めた評価基準を 

策定する 

ガバナンス①-7：リスクアセスメントを実施する 

□ スマートシティの全体構成や守るべき機能や情報資産を踏まえ、リスク評価を実施 

する 

ガバナンス①-8：法令やガイドライン等との整合性を確認する 

□ スマートシティのセキュリティに関するポリシー策定時に、自身のスマート 

シティにおいて遵守することが求められる法令を把握する。また、それらの 

法令が遵守できる形でガイドラインを参考としながらポリシーを策定する。 
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② マルチステークホルダへのポリシーの浸透 

ガバナンス②-1：ポリシーを遵守するためのセキュリティ要件を調達仕様書に反映する 

□ セキュリティに関するポリシーに則り、情報セキュリティの管理体制の構築や 

セキュリティインシデントへの対処などのセキュリティ要件を調達仕様書に 

反映させる 

ガバナンス②-2：データ取扱い基準を契約・規約に反映する 

□ データの流通や利活用における取扱いについて、データ取扱い基準で定めた内容を 

委託先や提携先との契約・規約に反映する 

ガバナンス②-3：契約・規約で責任範囲を明確化する 

□ システムの責任分界点とデータの責任分界点を委託先や提携先との契約・規約の 

   中で明確化する 

③ ガバナンス維持のための取組 

ガバナンス③-1：継続的なリスクアセスメントの実施とセキュリティに関するポリシーの

見直しを実施する 

□ 提供するサービスの変化や脅威の拡大等に応じ、継続的にリスクアセスメントを 

実施し、セキュリティに関するポリシーの見直しを実施する 

ガバナンス③-2：セキュリティ対策への適切な投資を継続的に実施する 

□ セキュリティの維持・向上を図るため、セキュリティ対策への適切な投資を 

    継続的に実施する 
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カテゴリ２ サービス 

① サービス個別でのリスクアセスメントの実施 

サービス①-1：それぞれのサービスにおいてリスクアセスメントを実施する 

□ 個々のサービスにおいて守るべき情報資産や機能を特定した上で、 

リスクアセスメントを実施する 

② 外部からの攻撃等を防ぐセキュリティ対策 

サービス②-1：サービスへのアクセス制御を実装、運用する 

□ 外部からサービスに関わるシステムに通信をする場合は、ファイアウォール等を 

実装し、適切なアクセス制御を実装する 

サービス②-2：適切な権限設定を実施し、管理する 

□ 必要な人や役割などに限定した権限設定を行い、アカウントの一覧表を作成し、 

定期的に棚卸しするなどして適切に管理する 

サービス②-3：認証機能を実装する 

□ アクセスした人が本人であるかを確認するための認証機能を実装する 

サービス②-4：セキュリティ監視を実施する 

□ IDSや IPS、WAFなどを設置し、外部からの不正なコマンドが含まれた通信等の 

システムへのサイバー攻撃を監視する 

③ セキュリティインシデント発生の未然防止のためのセキュリティ対策 

サービス③-1：サービスの企画・設計・開発工程における脆弱性を排除する 

□ セキュア設計やセキュアコーディング、サービスイン前のセキュリティテストや 

脆弱性診断などによってサービスの企画・設計・開発工程における脆弱性を 

排除する 

サービス③-2：脆弱性診断や情報収集等で継続的に脆弱性を把握し、対応する 

□ 定期的な脆弱性診断の実施や、継続的な脆弱性情報の収集によって自システムの 

脆弱性を把握しつつ、構成情報を適切に管理し、それらの情報を元に適切に 

バージョンアップやセキュリティパッチの適用等の対策を実施する 

サービス③-3：運用管理端末へのセキュリティ対策を実施する 

□ システムへ直接アクセスが可能な運用管理端末は、当該端末へのアクセス制御と 

認証の導入をした上で、ウィルス対策ソフトの導入、OS等の脆弱性への対応、 

物理的なアクセス制限等の対策を実施する 
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④ インシデント発生時に備えたセキュリティ対策 

サービス④-1：外部との通信やデータの暗号化を実施する 

□ 外部との通信やシステムに保存されるデータは十分な強度の暗号アルゴリズムで 

暗号化を実施する 

サービス④-2：定期的にバックアップを取得する 

□ システムの構成情報や重要なデータは定期的にバックアップし、災害や復旧を踏ま 

  えた保管を行う 

サービス④-3：証跡確保のためのログを取得する 

□ 証跡を確保するための様々なログを取得し、適切に保管する 

  



   

 

74 
 

カテゴリ３ 都市 OS 

① セキュリティに関するポリシーの策定 

都市 OS①-1：都市 OSへのアクセス制御を実装、運用する 

□ 外部から都市 OSに関わるシステムに通信をする場合は、ファイアウォール等を 

実装し、適切なアクセス制御を実装する 

都市 OS①-2：適切な権限設定を実施し、管理する 

□ 必要な人や役割などに限定した権限設定を行い、アカウントの一覧表を作成し、 

定期的に棚卸しするなどして適切に管理する 

都市 OS①-3：認証機能を実装する 

□ アクセスした人が本人であるかを確認するための認証機能を実装する 

都市 OS①-4：セキュリティ監視を実施する 

□ IDSや IPS を設置し、不正なコマンドが含まれた通信等のシステムへの 

サイバー攻撃を監視する 

② セキュリティに関するポリシーの策定 

都市 OS②-1：都市 OSの企画・設計・開発工程における脆弱性を排除する 

□ 都市 OSを構成するシステムの企画・設計・開発等の各段階においてセキュリティを 

  検討・実施する 

都市 OS②-2：脆弱性診断や情報収集等で継続的に脆弱性を把握し、対応する 

□ 定期的な脆弱性診断の実施や、継続的な脆弱性情報の収集によって自システムの 

脆弱性を把握しつつ、構成情報を適切に管理し、それらの情報を元に適切に 

バージョンアップやセキュリティパッチの適用等の対策を実施する 

都市 OS②-3：運用管理端末へのセキュリティ対策を実施する 

□ システムへ直接アクセスが可能な運用管理端末は、当該端末へのアクセス制御と 

認証の導入をした上で、ウィルス対策ソフトの導入、OS等の脆弱性への対応、 

物理的なアクセス制限等の対策を実施する 

③ インシデント発生時に備えたセキュリティ対策 

都市 OS③-1：外部との通信やデータの暗号化を実施する 

□ 外部との通信やシステムに保存されるデータは十分な強度の暗号アルゴリズムで 

暗号化を実施する 

都市 OS③-2：定期的にバックアップを取得する 

□ システムの構成情報や重要なデータは定期的にバックアップし、災害や復旧を 

踏まえた保管を行う 
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都市 OS③-3：証跡確保のためのログを取得する 

□ 証跡を確保するための様々なログを取得し、適切に保管する 

④ 推進主体からの要求に応じた適切なクラウドサービスの利用 

都市 OS④-1：クラウドサービスの利用者と提供事業者間の責任分界点を把握する 

□ クラウド基盤として IaaS/PaaSを利用する場合、責任分界点について正確に 

把握し、それに応じたセキュリティ対策を実施する 

都市 OS④-2：データロケーションに関する推進主体からの要求事項に対応する 

□ クラウド基盤を利用する場合、都市 OS上で取り扱うデータの種類や適用される 

法令を理解した上で、クラウドの設置場所（リージョン）に関する推進主体からの 

要求事項に対応できているかを確認し利用する 

都市 OS④-3：複数リージョン選択等により、可用性を担保する 

□ クラウド基盤を利用する場合、障害や復旧の観点から複数リージョンの選択を 

検討する 
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カテゴリ４ アセット 

① アセットの監視・管理 

アセット①-1：アセットの監視・管理を実施する 

□ アセットの死活監視をしたうえで、バージョン情報などの基本的な情報を管理する 

アセット①-2：新規の脆弱性情報を把握し、ファームウェア、ソフトウェア等のバージョ

ンアップを適切に実施する 

□ アセットの脆弱性情報を継続的に収集・把握し、適切なタイミングでバージョン 

アップの対応を行う 

② アセットそのものへのセキュリティ対策 

アセット②-1：外部との通信や、保有するデータを暗号化する 

□ アセットと外部との通信やアセットで保有するデータは十分な強度の 

暗号アルゴリズムで暗号化を実施する 

アセット②-2：認証機能を実装する 

□ アセットにアクセスする際の認証機能を実装する。パスワードは工場出荷状態での 

デフォルトパスワードや容易なパスワードを避け、サービス利用者側で 

デバイス管理をする場合は、適切なパスワードの設定や管理などの注意喚起をする 

アセット②-3：物理的なセキュリティ対策を実施する 

□ デバイスに対する物理的な破壊や盗難からの保護対策を行う。誤動作が起きたと 

しても人命への影響が発生しないよう、フェイルセーフを考慮した設計をする。 

また、デバイスを廃棄する場合は物理的に破壊するなど情報漏洩対策を実施する 
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スマートシティ特有のセキュリティ対策 

１ 適切なサプライチェーン管理 

サプライチェーン①：サプライチェーン全体のリスクを管理・把握する 

□ スマートシティ全体における、委託先・再委託先も含めたマルチステークホルダ 

全体のサプライチェーン・リスク（委託先等の立地する場所の法的環境等による影 

響や供給安定性に対するリスクを含む）を把握し、そのリスクへの対策を検討する 

※委託先等においては、上述のサプライチェーン・リスクへの対策を検討しつつ、 

委託元に対して適切な情報提供を実施する 

サプライチェーン②：委託先のセキュリティ管理体制を評価する 

□ チェックシートや第三者認証の取得状況などを活用し、委託先のセキュリティ 

管理体制を評価する。契約期間中においても継続的に確認・評価し、不十分な 

点があれば改善を求める 

サプライチェーン③：サプライチェーン全体の脆弱性情報を適切に把握し、対応する 

□ 継続的な脆弱性への対応が期待できるソフトウェアやハードウェアを選定すると 

ともに、サプライチェーン間の契約や、調達時の仕様に脆弱性情報を適切に 

提供し、対応するといった記載を盛り込むことで、脆弱性情報を適切に把握し、 

対応できるようにする 

２ インシデント対応時の連携 

インシデント対応①：責任範囲を明確にしたセキュリティインシデント対応体制を構築す

る 

□ セキュリティインシデントが発生した際の対応に関する責任分界点を明示した 

セキュリティインシデント対応体制を構築する 

インシデント対応②：連絡窓口を整備し、マルチステークホルダ間で相互に共有する 

□ セキュリティインシデントの発生に備え、マルチステークホルダ間の連絡体制や緊 

  急連絡先を予め把握・整備し、共有する 

インシデント対応③：スマートシティ全体及び各マルチステークホルダにおけるインシデ

ント対応手順を整備する 

□ セキュリティインシデントが発生に備え、それぞれのマルチステークホルダ内及び 

スマートシティ全体としてのインシデント対応手順を整備する 

インシデント対応④：定期的にセキュリティインシデント対応訓練・演習を実施する 

□ インシデント対応手順や自組織内、組織外との連携対応の習熟などを目的とした、 

  インシデント対応訓練・演習を実施する 
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３ データ連携時のセキュリティ 

データ連携①：データ連携元・連携先のセキュリティ体制の確認・評価を実施する 

□ データの連携元・連携先組織のセキュリティマネジメントを、チェックシートや 

第三者認証の有無等を活用して確認し、評価する 

データ連携②：データ提供事業者・サービス提供者等の認証と適切なアクセス制御を実施

する 

□ 連携するデータの内容や個人情報の同意内容に沿った利用目的等を踏まえ、 

認証と適切なアクセス制御の付与することで適切なデータ連携を行う 

データ連携③：データの追跡可能性を確保しデータ利用の透明性を担保する 

□ データ利用で生じるアクセスログやシステムログを取得し、分析・監視する 

ことで、データの追跡可能性を確保し、データ利用の透明性を担保する。 

データ連携④：データの原本性保証を確保しデータの信頼性を担保する 

□ デジタル署名、電子透かしなど技術を活用し、原本性保証を確保することで 

データの信頼性を担保する 

データ連携⑤：必要性に応じたデータの匿名化・秘匿化を実施する 

□ データを提供する個人がそれを要望する場合等、必要性に応じてデータの 

提供元において匿名化・秘匿化の処理を行う 

データ連携⑥：APIにおけるセキュリティ（機密性・完全性・可用性・真正性）を確保す

る 

□ APIの利用では認証や通信の暗号化、公開鍵暗号基盤の利用、サーバへの 

負荷対策、クロスドメインの通信を許可するなど、API におけるセキュリティを 

考慮する 
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【Appendix】A 参照すべき法令・ガイドラインの一覧 

項

番 

法令・ガイ

ドライン名

称 

概要 
発行 

主体 

特に参考

すること

が望まし

い主体 

特に参照す

ることが求

められるケ

ース 

セキュリティに関する 

条文・項目 

セキュリティ対策を 

検討する上での 

参考となるポイント 

1 個人情報の

保護に関す

る法律 

個人情報を取り扱う事業者

の遵守すべき義務等を定め

ることにより、個人情報の

適正かつ効果的な活用が新

たな産業の創出並びに活力

ある経済社会及び豊かな国

民生活の実現に資するもの

であることその他の個人情

報の有用性に配慮しつつ、

個人の権利利益を保護する

ことを目的とする。 

 

- スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

個人情報を

取り扱う場

合 

・第十九条（データ内容

の正確性の確保等） 

・第二十条（安全管理措

置） 

・第二十一条（従業者の

監督） 

・第二十二条（委託先の

監督） 

・第二十三条（第三者提

供の制限） 

個人情報の定義や個人

情報取扱事業者が行う

べき従業員や委託先の

監督について記載され

ているため、個人情報

を取り扱う場合に参照

する。 

2 不正競争防

止法 

事業者間の公正な競争及び

これに関する国際約束の的

確な実施を確保するため、

不正競争の防止及び不正競

争に係る損害賠償に関する

措置等を講じ、もって国民

経済の健全な発展に寄与す

ることを目的とする。 

 

- スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

営業秘密情

報を取り扱

う場合 

・第十条（秘密保持命

令） 

不正競争防止法によっ

て禁止される行為、不

正競争行為に対しての

是正方法が記載されて

いるため、営業秘密情

報を取り扱う場合に参

照する。 

3 官民データ

活用推進基

本法 

官民データの適正かつ効果

的な活用の推進に関し、基

本理念を定め、国、地方公

共団体及び事業者の責務を

明らかにし、並びに官民デ

ータ活用推進基本計画の策

定その他官民データ活用の

推進に関する施策の基本と

なる事項を定めるととも

に、官民データ活用推進戦

略会議を設置することによ

り、官民データ活用の推進

に関する施策を総合的かつ

効果的に推進し、もって国

民が安全で安心して暮らせ

る社会及び快適な生活環境

の実現に寄与することを目

的とする。 

 

- スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

官民データ

を取り扱う

場合 

・第十条（手続における

情報通信の技術の利用

等） 

・第十一条（国及び地方

公共団体等が保有する官

民データの容易な利用

等） 

・第十二条（個人の関与

の下での多様な主体によ

る官民データの適正な活

用） 

・第十三条（個人の関与

の下での多様な主体によ

る官民データの適正な活

用） 

官民データの定義や、

官民データを活用して

いくための基本的施策

について記載されてい

るため、官民データを

取り扱う場合に参照す

る。 

4 サイバーセ

キュリティ

基本法 

サイバーセキュリティに関

する施策を総合的かつ効果

的に推進し、もって経済社

会の活力の向上及び持続的

発展並びに国民が安全で安

心して暮らせる社会の実現

を図るとともに、国際社会

の平和及び安全の確保並び

に我が国の安全保障に寄与

することを目的とする。 

- スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

- ・第十三条（国の行政機

関等におけるサイバーセ

キュリティの確保） 

・第十四条（重要社会基

盤事業者等におけるサイ

バーセキュリティの確保

の促進） 

・第十五条（民間事業者

及び教育研究機関等の自

発的な取組の促進） 

 

サイバーセキュリティ

について、基本理念、

各主体の責務、戦略、

施策について記載され

ている。 

5 サイバー・

フィジカ

ル・セキュ

リティ対策

フレームワ

ーク 

サイバー空間とフィジカル

空間を高度に融合させるこ

とにより実現される

「Society5.0」、様々なつ

ながりによって新たな付加

価値を創出する

「Connected Industries」

における新たなサプライチ

ェーン全体のサイバーセキ

ュリティ確保を目的とする 

 

 

経済産業省 スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

サービスや

都市 OS 等が

クラウドで

構築されて

いる場合 

第Ⅱ部 ポリシー：リスク

源の洗い出しと対策要件

の特定 

 ２．リスク源と対策要

件の対応関係 

「企業間のつながり」

「フィジカル空間とサ

イバー空間のつなが

り」「サイバー空間に

おけるつながり」の三

層に分類して考える三

層構造モデルの定義、

及び本モデルに基づい

たリスクアセスメン

ト、リスクへの対策に

ついて記載されてい

る。 
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項

番 

法令・ガイ

ドライン名

称 

概要 
発行 

主体 

特に参考

すること

が望まし

い主体 

特に参照す

ることが求

められるケ

ース 

セキュリティに関する 

条文・項目 

セキュリティ対策を 

検討する上での 

参考となるポイント 

6 電波法 電波の公平且つ能率的な利

用を確保することによっ

て、公共の福祉を増進する

ことを目的とする。 

- スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

同法で定め

られた基準

を満たす無

線通信を利

用する場合 

・第五十九条（秘密の保

護） 

・第百九条（罰則） 

通信の秘密の保護につ

いて記載されているた

め、同法で定められた

基準を満たす無線通信

（ローカル５Ｇ等）利

用する場合に参照す

る。なお、ローカル５

Ｇを利活用する際は免

許の取得が必要とな

る。 

7 パーソナル

データリフ

ァレンスア

ーキテクチ

ャ 

パーソナルデータを扱う全

ての事業者、ステークホル

ダが、ビジネスモデルや内

部統制などのシステム設計

を行うためのガイドとなる

設計書。 

データ流通

推進協議会 
 

（※資料の発行

元は上述の通り

だが、同団体は

2021年 1月に

「データ社会推

進協議会」に改

名されている） 

スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

パーソナル

データを取

り扱う場合 

・第 6 章 トラストサービ

スの概要と現状  

・第 8 章 リファレンスア

ーキテクチャ本体（設計

部）  

パーソナルデータの定

義や、パーソナルデー

タ取扱事業者がアーキ

テクチャを設計する際

のガイドが記載されて

いるため、パーソナル

データを取り扱う場合

に参照する。 

8 NIST SP 

800-53 

連邦政府組織に対するセキ

ュリティ管理策、およびプ

ライバシー管理策を合わせ

て提示する文書であるとと

もに、さまざまな脅威から

ミッション・機能・イメー

ジ・評判・業務・資産・個

人・他組織・国家を保護す

るために管理策を選択する

プロセスを提示する文書。 

米国国立標

準技術研究

所（NIST） 

スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

組織内のセ

キュリティ

を向上させ

る場合 

全般 プライバシー管理、及

びセキュリティ管理に

ついて網羅的に記載さ

れているため、セキュ

リティ向上を施策する

場合に参照する。 

9 ISO/IEC 

27001 

情報セキュリティマネジメ

ントシステム（ISMS）を確

立し、実施し、維持し、継

続的に改善するための要求

事項を提供するために作成

された国際規格。ISMS

は，リスクマネジメントプ

ロセスを適用することによ

って情報の機密性，完全性

及び可用性を維持し，か

つ，リスクを適切に管理し

ているという信頼を利害関

係者に与える。 

 

 

国際標準化

機構 

スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

組織内のセ

キュリティ

を向上させ

る場合 

全般 保護すべき各情報資産

に対して機密性、完全

性、可用性についてバ

ランスよくセキュリテ

ィ対策について記載さ

れているため、セキュ

リティ向上を施策する

場合に参照する。 

10 ISO/IEC 

27017 

クラウドサービスカスタマ

及びクラウドサービスプロ

バイダのための情報セキュ

リティ管理策の実施を支援

する指針を提示する国際規

格。 

国際標準化

機構 

スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

クラウドサ

ービスに関

するリスク

低減を考え

る場合 

全般 ISO27001 に加えクラウ

ドサービスのセキュリ

ティ対策について記載

されているため、クラ

ウドサービスに関する

リスク低減を考える場

合に参照する。 

 

11 一般データ

保護規則

（GDPR） 

「EU 基本権憲章」におい

て保障されている、個人デ

ータの保護に対する権利と

いう基本的人権の保護を目

的とし、欧州経済領域

（EEA）の個人データの処

理、および個人データを

EEA から第三国に移転する

ために満たすべき法的要件

を規定した法律。 

- スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

EEA 域内の

個人データ

を取り扱う

場合 

・第 5 条 個人データの

取扱いと関連する基本原

則  

・第 24 条 管理者の責任 

・第 32 条 取扱いの安全

性 

個人情報取扱事業者と

しての義務等が記載さ

れているため、EEA 域

内の個人データを取り

扱う場合に参照する。 
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項

番 

法令・ガイ

ドライン名

称 

概要 
発行 

主体 

特に参考

すること

が望まし

い主体 

特に参照す

ることが求

められるケ

ース 

セキュリティに関する 

条文・項目 

セキュリティ対策を 

検討する上での 

参考となるポイント 

12 政府機関等

の情報セキ

ュリティ対

策のための

統一基準群 

国の行政機関及び独立行政

法人等の情報セキュリティ

のベースラインや、より高

い水準の情報セキュリティ

を確保するための対策事項

を規定している基準群。 

内閣サイバ

ーセキュリ

ティセンタ

ー（NISC） 

推進主体 - ・第 2 部 情報セキュリ

ティ対策の基本的枠組み 

・第 3 部 情報の取扱い 

・第 4 部 外部委託 

・第 5 部 情報システム 

のライフサイ クル 

・第 6 部 情報システムの

セキュリティ要件 

・第 7 部 情報システムの

構成要素 

・第 8 部 情報システムの

利用 

行政機関等にて求めら

れるサイバーセキュリ

ティに関する対策の基

準が記載されている。 

13 地方公共団

体における

情報セキュ

リティポリ

シーに関す

るガイドラ

イン 

各地方公共団体が情報セキ

ュリティポリシーの策定や

見直しを行う際の参考とし

て、情報セキュリティポリ

シーの考え方及び内容につ

いて解説したガイドライ

ン。 

総務省 推進主体 地方公共団

体としてス

マートシテ

ィを推進す

る場合 

第 3 編 地方公共団体に

おける情報セキュリティ

ポリシー（解説） 

各地方公共団体がセキ

ュリティポリシーを策

定・見直しする際のポ

イント等が記載されて

いる。 

14 クラウドサ

ービス利用

のための情

報セキュリ

ティマネジ

メントガイ

ドライン 

クラウド利用者の視点から 

JIS Q 27002（実践のため

の規範）の各管理策を再考

し、クラウドコンピューテ

ィングを利用する組織にお

いてこの規格に基づいた情

報セキュリティ対策が円滑

に行われることを目的とし

て，作成したガイドライ

ン。 

経済産業省 推進主体 クラウドサ

ービスを利

用のための

管理を行う

場合 

・5 セキュリティ基本方

針 

・6 情報セキュリティの

ための組織 

・7 資産の管理 

・8 人的資源のセキュリ

ティ 

・9 物理的及び管理的セ

キュリティ 

・10 通信及び運用管理 

・11 アクセス制御 

・12 情報システムの取

得、開発及び保守 

・13 情報セキュリティイ

ンシデントの管理及びそ

の改善 

・14 事業継続管理 

・15 遵守 

クラウドサービスを利

用する際のリスク対応

のための、目的、管理

策、クラウド利用者の

ための実施の手引、そ

してクラウド事業者の

実施が望まれる事項に

ついて記載されてい

る。 

15 MaaS 関連

データの連

携に関する

ガイドライ

ン 

MaaS に関連するデータの

連携が円滑に行われること

を目的として、各地域等の

MaaS において、関係者が

データ連携を行うにあたっ

て参照すべき事項が整理さ

れたガイドライン。 

国土交通省 スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

該当分野に

関連するス

マートシテ

ィサービス

を提供する

場合 

・６．データ連携を行う

上でのルール 

MaaS に関連するプレイ

ヤーがそれぞれの立場

からデータ連携を行う

際に留意すべき事項に

ついて記載されてい

る。 

16 電力制御シ

ステムセキ

ュリティガ

イドライン 

電力制御システム等のサイ

バーセキュリティ確保を目

的として，電気事業者が実

施すべきセキュリティ対策

の要求事項について規定し

たガイドライン。 

経済産業省 スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

該当分野に

関連するス

マートシテ

ィサービス

を提供する

場合 

・第 4 章 セキュリティ管

理 

・第 5 章 設備・システム

のセキュリティ 

・第 6 章 運用・管理のセ

キュリティ 

・第 7 章 セキュリティ事

故の対応 

電気事業者が実施すべ

きセキュリティ対策の

要求事項について記載

されている。 

17 医療情報シ

ステムの安

全管理に関

するガイド

ライン 

医療情報システムの導入を

検討若しくは決定する立場

にある管理者等が、医療情

報システムの安全管理や 

e-文書法への適切な対応を

行うため、技術的及び運用

管理上の観点から所要の対

策を示したガイドライン。 

 

 

厚生労働省 スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

該当分野に

関連するス

マートシテ

ィサービス

を提供する

場合 

・6 情報システムの基本

的な安全管理  

・7 電子保存の要求事項

について  

医療情報システムの安

全管理や e-文書法への

適切な対応を行うた

め、技術的及び運用管

理上の観点から所要の

対策を示したものであ

る。 
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項

番 

法令・ガイ

ドライン名

称 

概要 
発行 

主体 

特に参考

すること

が望まし

い主体 

特に参照す

ることが求

められるケ

ース 

セキュリティに関する 

条文・項目 

セキュリティ対策を 

検討する上での 

参考となるポイント 

18 ビルシステ

ムにおける

サイバー・

フィジカ

ル・セキュ

リティ対策

ガイドライ

ン 

エレベーターや空調など多

くの制御系機器を有するビ

ル分野に関して、ビルシス

テムに関するサイバーセキ

ュリティの確保を目的に、

そのサイバーセキュリティ

対策の着眼点や具体的対策

要件を体系的に整理したガ

イドライン。 

経済産業省 スマート

シティの

推進に関

わる全て

の主体 

該当分野に

関連するス

マートシテ

ィサービス

を提供する

場合 

・3. ビルシステムにおけ

るサイバーセキュリティ

対策の考え方 

・4. ビルシステムにおけ

るリスクと対応ポリシー  

ビルシステムに対して

考えられる脅威につい

て、場所ごと、機器ご

とに分類し、それぞれ

の場所や機器について

考えられるインシデン

ト、リスク源、その対

策要件をポリシーレベ

ルで記載されている。 

19 安全なウェ

ブサイトの

作り方 改

訂第７版 

IPA が届出を受けたソフト

ウェア製品およびウェブア

プリケーションの脆弱性関

連情報に基づいて、特にウ

ェブサイトやウェブアプリ

ケーションについて、届出

件数の多かった脆弱性や攻

撃による影響度が大きい脆

弱性を取り上げ、その根本

的な解決策と、保険的な対

策を示している。また、ウ

ェブサイト全体の安全性を

向上するための取り組み

や、ウェブアプリケーショ

ン開発者が陥りやすい失敗

例を紹介している。 

情報処理推

進機構

（IPA） 

サービス

提供者 

サービスと

してウェブ

アプリケー

ションを利

用する場合 

１．ウェブアプリケーシ

ョンのセキュリティ実装 

２．ウェブサイトの安全

性向上のための取り組み 

ウェブアプリケーショ

ンの脆弱性についての

根本的解決策と保険的

な対策、そしてウェブ

サイト全体の安全性を

向上させるための取り

組みについて記載され

ている。 

20 クラウドサ

ービス提供

における情

報セキュリ

ティ対策ガ

イドライン 

クラウド事業者がクラウド

サービスを提供する際に実

施すべき情報セキュリティ

対策のガイドラインであ

り、クラウド事業者が提供

するサービス内容に即した

適切な情報セキュリティ対

策を実施するための指針と

して、可能な限り分かりや

すくかつ具体的な対策項⽬

が提⽰されたガイドライ

ン。 

総務省 都市 OS ベ

ンダ 

サービスや

都市 OS 等が

クラウドで

構築されて

いる場合 

Ⅳ．４．IoT サービスを

提供するクラウド事業者

が取るべき対応策の導出 

Ⅳ．４．３．リスク対応

策導出マップ 

クラウドの管理的及び

物理的対策、IoT サー

ビスと連携する場合に

おけるリスクとその対

応方針に関連して、ク

ラウドサービス事業者

が実施すべき情報セキ

ュリティ対策について

記載されている。 

21 情報信託機

能の認定に

係る指針 

情報信託機能を提供する

「情報銀行」について、民

間の団体等による任意の認

定の仕組みを有効に機能さ

せるためのもので、消費者

個人を起点としたデータの

流通や消費者からの信頼性

確保に主眼を置いて作成さ

れた指針。 

情報信託機

能の認定ス

キームの在

り方に関す

る検討会 

都市 OS ベ

ンダ 

情報銀行の

認定を検討

する場合 

・情報信託機能の認定基

準 

 １）事業者の適格性 

 ２）情報セキュリティ等 

 ３）ガバナンス体制  

 ４）事業内容 

情報銀行の定義、認定

基準及び、認定スキー

ムについて記載されて

いるので、情報銀行の

認定を検討する場合に

参照する。 

22 IoT セキュ

リティガイ

ドライン 

IoT 機器やシステム、サー

ビスの供給者及び利用者を

対象として、サイバー攻撃

などによる新たなリスク

が、モノの安全や、個人情

報や技術情報などの重要情

報の保護に影響を与える可

能性があることを認識した

うえで、IoT 機器やシステ

ム、サービスに対してリス

クに応じた適切なサイバー

セキュリティ対策を検討す

るための考え方を、分野を

特定せずまとめたガイドラ

イン。 

 

IoT 推進コ

ンソーシア

ム、総務

省、経済産

業省 

データ提

供事業

者、IoT

機器ベン

ダ 

IoT 機器を

用いて、デ

ータ収集を

行う場合。 

第 2 章 IoT セキュリテ

ィ対策の 5 つの指針 

IoT 特有の性質とセキ

ュリティ対策の必要性

を踏まえて、IoT 機器

やシステム、サービス

について、その関係者

がセキュリティ確保の

観点から求められる基

本的な取組について記

載されている。 
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【Appendix】B セキュリティ上のリスク一覧 

想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

(なりすまし等をした)ソシキ/ヒト/モ

ノ等から不適切なデータを受信する 

・不正な組織/ヒト/モノ/システムによる正規

エンティティへのなりすまし・改ざん等され

た正規なモノ/システムからの適切でないデー

タの受信 

・自組織の保護すべきデータのセキ

ュリティ上の扱いについて、外部委

託先の担当者が十分に認識していな

い 

CPS.AT-2 

CPS.AT-3 

(なりすまし等をした)ソシキ/ヒト/モ

ノ等から不適切なデータを受信する 

・不正な組織/ヒト/モノ/システムによる正規

エンティティへのなりすまし・改ざん等され

た正規なモノ/システムからの適切でないデー

タの受信 

・データを収集・分析等するシステ

ムにおいて、対処すべき脆弱性が放

置されている 

CPS.IP-2 

CPS.IP-10 

CPS.MA-1 

CPS.MA-2 

CPS.RA-2 

CPS.CM-6 

CPS.CM-7 

CPS.SC-12 

(なりすまし等をした)ソシキ/ヒト/モ

ノ等から不適切なデータを受信する 

・不正な組織/ヒト/モノ/システムによる正規

エンティティへのなりすまし・改ざん等され

た正規なモノ/システムからの適切でないデー

タの受信 

・通信路が適切に保護されていない CPS.DS-3 

(なりすまし等をした)ソシキ/ヒト/モ

ノ等から不適切なデータを受信する 

・不正な組織/ヒト/モノ/システムによる正規

エンティティへのなりすまし・改ざん等され

た正規なモノ/システムからの適切でないデー

タの受信 

・早期にセキュリティ上の異常を素

早く検知し、対処するような仕組み

が自組織のシステムに実装されてい

ない 

CPS.AE-1 

CPS.CM-1 

CPS.CM-5 

CPS.RP-1 

CPS.PT-1 

(なりすまし等をした)ソシキ/ヒト/モ

ノ等から不適切なデータを受信する 

・不正な組織/ヒト/モノ/システムによる正規

エンティティへのなりすまし・改ざん等され

た正規なモノ/システムからの適切でないデー

タの受信 

・サイバー空間との通信開始時に、

通信相手を識別・認証していない 

CPS.AC-1 

CPS.AC-3 

CPS.AC-4 

CPS.AC-8 

CPS.AC-9 

(なりすまし等をした)ソシキ/ヒト/モ

ノ等から不適切なデータを受信する 

・不正な組織/ヒト/モノ/システムによる正規

エンティティへのなりすまし・改ざん等され

た正規なモノ/システムからの適切でないデー

タの受信 

・通信相手のエンドポイントから送

信されるデータをフィルタリングす

る仕組みが導入・運用されていない 

CPS.CM-3 

CPS.CM-4 

(なりすまし等をした)ソシキ/ヒト/モ

ノ等から不適切なデータを受信する 

・不正な組織/ヒト/モノ/システムによる正規

エンティティへのなりすまし・改ざん等され

た正規なモノ/システムからの適切でないデー

タの受信 

・データ送信元となるデータの収集

先、加工・分析等の依頼先の組織の

信頼を契約前、契約後に確認してい

ない 

CPS.SC-2 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

(監視が行き届かない場所に設置された

機器の運用中、あるいは廃棄後の盗難

等の後)改ざんされた IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信等が発生する 

・盗難等により不正な改造を施された IoT 機

器によるネットワーク接続・悪意を持った自

組織内外のヒトによる不正改ざん・センサー

の測定値、閾値、設定の改ざん 

・利用している機器に耐タンパー性

がなく、物理的な改ざんを防げない 

CPS.DS-8 

(監視が行き届かない場所に設置された

機器の運用中、あるいは廃棄後の盗難

等の後)改ざんされた IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信等が発生する 

・盗難等により不正な改造を施された IoT 機

器によるネットワーク接続・悪意を持った自

組織内外のヒトによる不正改ざん・センサー

の測定値、閾値、設定の改ざん 

・定期的に接続機器の完全性を検証

していない 

CPS.DS-10 

CPS.DS-12 

(監視が行き届かない場所に設置された

機器の運用中、あるいは廃棄後の盗難

等の後)改ざんされた IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信等が発生する 

・盗難等により不正な改造を施された IoT 機

器によるネットワーク接続・悪意を持った自

組織内外のヒトによる不正改ざん・センサー

の測定値、閾値、設定の改ざん 

・不正な機器がネットワークに接続

されたことを適切に検知できない。 

CPS.AM-1 

CPS.CM-6 

(監視が行き届かない場所に設置された

機器の運用中、あるいは廃棄後の盗難

等の後)改ざんされた IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信等が発生する 

・盗難等により不正な改造を施された IoT 機

器によるネットワーク接続・悪意を持った自

組織内外のヒトによる不正改ざん・センサー

の測定値、閾値、設定の改ざん 

・IoT 機器設置エリアのアクセス制御

や監視等の物理的セキュリティ対策

を実施していない 

CPS.AC-2 

CPS.CM-2 

CPS.IP-5 

CPS.PT-2 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

(監視が行き届かない場所に設置された

機器の運用中、あるいは廃棄後の盗難

等の後)改ざんされた IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信等が発生する 

・盗難等により不正な改造を施された IoT 機

器によるネットワーク接続・悪意を持った自

組織内外のヒトによる不正改ざん・センサー

の測定値、閾値、設定の改ざん 

・IoT 機器の廃棄時に、データを削除

（または読み取りできない状態に）

する手順がない 

CPS.IP-6 

(監視が行き届かない場所に設置された

機器の運用中、あるいは廃棄後の盗難

等の後)改ざんされた IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信等が発生する 

・盗難等により不正な改造を施された IoT 機

器によるネットワーク接続・悪意を持った自

組織内外のヒトによる不正改ざん・センサー

の測定値、閾値、設定の改ざん 

・自組織の情報システムや産業用制

御システムに接続している機器の状

態を把握できていない 

CPS.AM-1 

CPS.CM-6 

CPS.IP-1 

(監視が行き届かない場所に設置された

機器の運用中、あるいは廃棄後の盗難

等の後)改ざんされた IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信等が発生する 

・盗難等により不正な改造を施された IoT 機

器によるネットワーク接続・悪意を持った自

組織内外のヒトによる不正改ざん・センサー

の測定値、閾値、設定の改ざん 

・自組織内外のヒトによる IoT 機器

に対する物理的な不正行為を防げな

い 

CPS.AC-2 

CPS.CM-2 

CPS.SC-5 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・適切な手順等に基づき、必要な他

組織も巻き込んでセキュリティに関

わるリスクマネジメントが実行され

ていない 

CPS.AM-6 

CPS.BE-2 

CPS.IP-3 

CPS.SC-1 

CPS.SC-2 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・自身が関わりうるセーフティやセ

キュリティに関わるリスクに対して

十分な認識を有していない 

CPS.AT-1 

CPS.AT-3 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・ヒトに関わるセーフティやセキュ

リティに関係するリスクに対するガ

バナンスが十分でない 

CPS.SC-8 

CPS.IP-9 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・情報システムや産業用制御システ

ムを構成しているモノのセキュリテ

ィ状況やネットワーク接続状況が適

切に管理（例︓資産の棚卸し、モニ

タリング）されていない 

CPS.AC-1 

CPS.AE-1 

CPS.AM-1 

CPS.AM-5 

CPS.CM-5 

CPS.CM-6 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・自組織のリスクを踏まえた技術的

対策が実装されていないか、実装を

確認できない 

CPS.RA-1 

CPS.RA-3 

CPS.RA-4 

CPS.RA-5 

CPS.RA-6 

CPS.RM-2 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・IoT、サーバ等に対する通信を適切

に制御していない 

CPS.CM-1 

CPS.PT-2 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・IoT、サーバ等に対する物理的な妨

害（例︓妨害電波）に対処できてい

ない 

CPS.AC-2 

CPS.CM-2 

CPS.IP-5 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・IoT 機器を含むシステムに十なリソ

ース(処理能力、通信帯域、ストレー

ジ容量)が確保されていない 

CPS.DS-6 

CPS.DS-7 

サービス拒否攻撃、ランサムウェアへ

の感染等により、自組織のデータを取

り扱うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・シス

テムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用

したマルウェア感染・妨害電波の発信 

・セキュリティに関わるリスクマネ

ジメントの適切な手順が確立してい

ない 

CPS.GV-1 

CPS.GV-4 

CPS.IP-7 

CPS.RM-1 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-10 

CPS.SC-11 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

サービス拒否攻撃により、関係する他

組織における自組織のデータを取り扱

うシステムが停止する 

・システムを構成するサーバ等の電算機器、

通信機器等に対するサービス拒否攻撃・妨害

電波の発信 

・データの収集先、加工・分析等の

依頼先の組織の信頼を契約前、契約

後に確認していない 

CPS.SC-2 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

サービス拒否攻撃等により、IoT 機器や

通信機器等の機能が停止する 

・IoT システムを構成する IoT 機器、通信機器

等に対するサービス拒否攻撃 

・IoT 機器を含むシステムに十分なリ

ソース(処理能力、通信帯域、ストレ

ージ容量)が確保されていない 

CPS.DS-6 

CPS.DS-7 

CPS.IP-4 

サービス拒否攻撃等により、IoT 機器や

通信機器等の機能が停止する 

・IoT システムを構成する IoT 機器、通信機器

等に対するサービス拒否攻撃 

・IoT 機器の停止を検知した後の対応

手順が定義されていない 

CPS.RP-1 

サイバー空間におけるデータ保護を規

定する法規制等への違反が発生する 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・窃取した ID、パスワード等を

利用した正規ユーザへのなりすまし 

・保護すべきデータの管理に関する

組織内の責任が明確でない 

CPS.AM-6 

サイバー空間におけるデータ保護を規

定する法規制等への違反が発生する 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・窃取した ID、パスワード等を

利用した正規ユーザへのなりすまし 

・対応が必要なデータ保護に関する

法規制等を十分に認識してない 

CPS.GV-3 

CPS.SC-13 

 

サイバー空間におけるデータ保護を規

定する法規制等への違反が発生する 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・窃取した ID、パスワード等を

利用した正規ユーザへのなりすまし 

・自組織の保護すべきデータのセキ

ュリティ上の扱いについて、関係者

が十分に認識していない 

CPS.AT-1 

CPS.AT-3 

サイバー空間におけるデータ保護を規

定する法規制等への違反が発生する 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・窃取した ID、パスワード等を

利用した正規ユーザへのなりすまし 

・データの取扱いについて、必要な

プロシージャを規定していない 

CPS.GV-3 

サイバー空間におけるデータ保護を規

定する法規制等への違反が発生する 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・窃取した ID、パスワード等を

利用した正規ユーザへのなりすまし 

・データの取扱いについて、必要な

プロシージャを満たしているかを確

認していない 

CPS.DS-14 

サイバー空間におけるデータ保護を規

定する法規制等への違反が発生する 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・窃取した ID、パスワード等を

利用した正規ユーザへのなりすまし 

・複数の組織、システム等に個人情

報等が分散して所在している 

CPS.SC-3 

CPS.SC-6 

サイバー空間におけるデータ保護を規

定する法規制等への違反が発生する 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・窃取した ID、パスワード等を

利用した正規ユーザへのなりすまし 

自組織で扱うデータの保護が必要な

特定の種類のデータであることが識

別されていない 

CPS.DS-1 

データが IoT 機器・サイバー空間間の

通信路上で改ざんされる 

・通信系路上でデータを改ざんする中間者攻

撃等 

・機器を調達する際、改ざん検知機

能及び改ざん防止機能を実装してい

るかを確認していない 

CPS.DS-15 

CPS.SC-4 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

データ加工・分析システムが誤動作す

ることで、適切でない分析結果が出力

される 

・データ加工・分析システムにおけるセキュ

リティ上の脆弱性を利用したマルウェア感

染・データ加工・分析システムに対する攻撃

コードを含んだ許容範囲外のインプットデー

タ 

・データを加工・分析する組織、シ

ステム等の安全性・信頼性を契約

前、契約後に確認していない 

CPS.SC-2 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

データ加工・分析システムが誤動作す

ることで、適切でない分析結果が出力

される 

・データ加工・分析システムにおけるセキュ

リティ上の脆弱性を利用したマルウェア感

染・データ加工・分析システムに対する攻撃

コードを含んだ許容範囲外のインプットデー

タ 

・データを加工・分析するシステム

において、セキュアでない設定がな

されている 

CPS.CM-6 

CPS.CM-7 

CPS.IP-1 

CPS.IP-2 

CPS.IP-10 

CPS.MA-1 

CPS.MA-2 

CPS.PT-2 

CPS.RA-2 

データ加工・分析システムが誤動作す

ることで、適切でない分析結果が出力

される 

・データ加工・分析システムにおけるセキュ

リティ上の脆弱性を利用したマルウェア感

染・データ加工・分析システムに対する攻撃

コードを含んだ許容範囲外のインプットデー

タ 

・システム上でデータが十分に保護

されていない 

CPS.DS-2 

CPS.DS-3 

CPS.DS-4 

データ加工・分析システムが誤動作す

ることで、適切でない分析結果が出力

される 

・データ加工・分析システムにおけるセキュ

リティ上の脆弱性を利用したマルウェア感

染・データ加工・分析システムに対する攻撃

コードを含んだ許容範囲外のインプットデー

タ 

インプットとなるデータを十分に確

認していない 

CPS.CM-3 

CPS.CM-4 

データ加工・分析システムが誤動作す

ることで、適切でない分析結果が出力

される 

・データ加工・分析システムにおけるセキュ

リティ上の脆弱性を利用したマルウェア感

染・データ加工・分析システムに対する攻撃

コードを含んだ許容範囲外のインプットデー

タ 

・早期にセキュリティ上の異常を素

早く検知し、対処するような仕組み

がシステムに実装されていない 

CPS.AE-1 

CPS.CM-1 

CPS.CM-5 

CPS.PT-1 

CPS.RP-1 

遠隔から IoT 機器を管理するシステム

に不正アクセスされ、IoT 機器に不正な

入力をされ、事前に想定されていない

動作をする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・窃取した ID、パ

スワード等を利用した正規ユーザへのなりす

まし・IoT 機器を管理するシステムから IoT 機

器への不正なコマンド送信 

・IoT 機器を管理するシステムのセキ

ュリティ対策状況(ソフトウェア構成

情報、パッチ適用状況等)を把握でき

ていない 

CPS.CM-6 

CPS.SC-12 

 

遠隔から IoT 機器を管理するシステム

に不正アクセスされ、IoT 機器に不正な

入力をされ、事前に想定されていない

動作をする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・窃取した ID、パ

スワード等を利用した正規ユーザへのなりす

まし・IoT 機器を管理するシステムから IoT 機

器への不正なコマンド送信 

・システム管理権限に対するアクセ

ス制御が十分でない 

CPS.AC-5 

CPS.AC-6 

遠隔から IoT 機器を管理するシステム

に不正アクセスされ、IoT 機器に不正な

入力をされ、事前に想定されていない

動作をする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・窃取した ID、パ

スワード等を利用した正規ユーザへのなりす

まし・IoT 機器を管理するシステムから IoT 機

器への不正なコマンド送信 

・システムにおいて対処すべき脆弱

性が適切に対処されていない 

CPS.CM-6 

CPS.CM-7 

CPS.IP-2 

CPS.MA-1 

CPS.MA-2 

CPS.RA-2 

CPS.SC-12 

遠隔から IoT 機器を管理するシステム

に不正アクセスされ、IoT 機器に不正な

入力をされ、事前に想定されていない

動作をする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・窃取した ID、パ

スワード等を利用した正規ユーザへのなりす

まし・IoT 機器を管理するシステムから IoT 機

器への不正なコマンド送信 

・IoT 機器の誤動作を検知した後の対

応手順が定義されていない 

CPS.RP-1 

関係する他組織で管理している(データ

加工分析)領域から自織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ加工分析システム

におけるセキュリティ上の脆弱性を利用した

マルウェア感染・他組織の管理するデータ加

工分析エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入窃取した ID、パスワード等を利

用した正規ユーザへのなりすまし・他組織の

エンティティによる保護すべきデータの適切

でない持出行為 

・データを加工・分析する組織、シ

ステム等の安全性・信頼性を契約

前、契約後に確認していない 

CPS.SC-2 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

関係する他組織で管理している(データ

加工・分析)領域から自組織の保護すべ

きデータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ加工・分析システ

ムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用し

たマルウェア感染・他組織の管理するデータ

加工・分析エリアに対する不正なエンティテ

ィの物理的な侵入・窃取した ID、パスワード

等を利用した正規ユーザへのなりすまし・他

組織のエンティティによる保護すべきデータ

の適切でない持出行為 

・データの加工・分析を委託する組

織における要員の信頼性を契約前、

契約後に確認していない 

CPS.SC-5 

関係する他組織で管理している(データ

加工・分析)領域から自組織の保護すべ

きデータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ加工・分析システ

ムにおけるセキュリティ上の脆弱性を利用し

たマルウェア感染・他組織の管理するデータ

加工・分析エリアに対する不正なエンティテ

ィの物理的な侵入・窃取した ID、パスワード

等を利用した正規ユーザへのなりすまし・他

組織のエンティティによる保護すべきデータ

の適切でない持出行為 

・セキュリティ水準が統一されてい

ない複数の組織、システム等に自組

織の保護すべき情報が分散して所在

している 

CPS.SC-3 

CPS.SC-6 

関係する他組織で管理している(データ

保管)領域から自組織の保護すべきデー

タが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・データを保管する組織、システム

等の安全性を契約前、契約後に確認

していない 

CPS.SC-2 

CPS.SC-3 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

関係する他組織で管理している(データ

保管)領域から自組織の保護すべきデー

タが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・データの加工を委託する組織にお

ける要員の信頼性を契約前、契約後

に確認していない 

CPS.SC-5 

関係する他組織で管理している(データ

保管)領域から自組織の保護すべきデー

タが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・セキュリティ水準が統一されてい

ない複数の組織、システム等に自組

織の保護すべき情報が分散して所在

している 

CPS.SC-3 

CPS.SC-6 

関係する他組織で使用中の自組織の保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等 

・通信路上でデータが十分に保護さ

れていない 

CPS.DS-3 

CPS.DS-4 

関係する他組織で使用中の自組織の保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等 

・使用中のデータに改ざんを検知す

るメカニズムがない 

CPS.DS-11 

関係する他組織で保管中の自組織の保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし 

・保管中のデータに改ざんを検知す

るメカニズムがない 

CPS.DS-11 

関係する他組織のセキュリティインシ

デントにより自組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・自組織のモノ/システム/データの

サイバー空間における他組織との連

携状況を把握していない 

CPS.AE-1 

CPS.AM-4 

CPS.AM-5 

CPS.CM-5 

CPS.CM-6 

関係する他組織のセキュリティインシ

デントにより自組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・自組織と他組織(サプライヤ等)と

のフィジカル空間における連携状況

および責任分界を把握していない 

CPS.AM-7 

CPS.BE-1 

CPS.BE-3 

CPS.RM-1 

関係する他組織のセキュリティインシ

デントにより自組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・自組織のヒトが他組織のセキュリ

ティ事象発生時に適切なアクション

を取ることができない 

CPS.AT-1 

CPS.AT-3 

CPS.RP-2 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

関係する他組織のセキュリティインシ

デントにより自組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・関係する他組織と連携したセキュ

リティ事象対応手順が策定されてい

ない 

CPS.RP-2 

計測機能に対する物理的な不正行為に

より、正確でないデータの送信等が発

生する 

・悪意を持った自組織内外のヒトによる計測

機能に対する不正行為 

・IoT 機器を調達する際、調達製品が

計測セキュリティを考慮しているも

のかを確認していない 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.DS-15 

計測機能に対する物理的な不正行為に

より、正確でないデータの送信等が発

生する 

・悪意を持った自組織内外のヒトによる計測

機能に対する不正行為 

・IoT 機器設置エリアのアクセス制御

や監視等の物理的セキュリティ対策

を実施していない 

CPS.AC-2 

CPS.CM-2 

CPS.IP-5 

攻撃の有無に関わらず、データを取り

扱うシステムが停止する 

・品質や信頼性の低いシステムによるサービ

ス提供 

・サービスサプライヤに対して、組

織、システム等の信頼性を契約前、

契約後に確認していない 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

攻撃の有無に関わらず、データを取り

扱うシステムが停止する 

・品質や信頼性の低いシステムによるサービ

ス提供 

・IoT 機器を含むシステムに十分なリ

ソース(処理能力、通信帯域、ストレ

ージ容量)が確保されていない 

CPS.DS-6 

CPS.DS-7 

CPS.IP-4 

攻撃の有無に関わらず、データを取り

扱うシステムが停止する 

・品質や信頼性の低いシステムによるサービ

ス提供 

・サービスサプライヤに対して、組

織、システム等の信頼性を契約前、

契約後に確認していない 

CPS.SC-2 

正規のユーザになりすまして IoT 機器

内部に不正アクセスされ、事前に想定

されていない動作をする 

・窃取した ID 等を利用した正規ホストへのな

りすまし・セキュリティが実装されていない

脆弱なプロトコルを悪用した不正アクセス 

・ネットワークの適正利用を確認し

ていない 

CPS.AE-1 

CPS.CM-1 

CPS.PT-1 

正規のユーザになりすまして IoT 機器

内部に不正アクセスされ、事前に想定

されていない動作をする 

・窃取した ID 等を利用した正規ホストへのな

りすまし・セキュリティが実装されていない

脆弱なプロトコルを悪用した不正アクセス 

・セキュリティの観点において強度

が十分でない設定(パスワード、ポー

ト等)がなされている 

CPS.IP-1 

CPS.PT-2 

正規のユーザになりすまして IoT 機器

内部に不正アクセスされ、事前に想定

されていない動作をする 

・窃取した ID 等を利用した正規ホストへのな

りすまし・セキュリティが実装されていない

脆弱なプロトコルを悪用した不正アクセス 

・通信相手に対するアクセス制御が

十分でない 

CPS.AC-4 

CPS.AC-7 

CPS.AC-8 

CPS.AC-9 

正規のユーザになりすまして IoT 機器

内部に不正アクセスされ、事前に想定

されていない動作をする 

・窃取した ID 等を利用した正規ホストへのな

りすまし・セキュリティが実装されていない

脆弱なプロトコルを悪用した不正アクセス 

・IoT 機器のセキュリティ設定手順が

定められていない 

CPS.IP-1 

正規のユーザになりすまして IoT 機器

内部に不正アクセスされ、事前に想定

されていない動作をする 

・窃取した ID 等を利用した正規ホストへのな

りすまし・セキュリティが実装されていない

脆弱なプロトコルを悪用した不正アクセス 

・IoT 機器の誤動作を検知した後の対

応手順が定義されていない 

CPS.RP-1 

正常動作・異常動作に関わらず、安全

に支障をきたすような動作をする 

・不正なエンティティによるコマンドインジ

ェクション攻撃・サイバー空間からの許容範

囲外のインプットデータ・マルウェアによる

制御信号の改ざん 

・機器を調達する際、安全性を実装

しているかを確認していない 

CPS.PT-3 

CPS.RA-4 

CPS.SC-4 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

正常動作・異常動作に関わらず、安全

に支障をきたすような動作をする 

・不正なエンティティによるコマンドインジ

ェクション攻撃・サイバー空間からの許容範

囲外のインプットデータ・マルウェアによる

制御信号の改ざん 

・インプットされたデータを検証す

る仕組みが無い 

CPS.CM-3 

正常動作・異常動作に関わらず、安全

に支障をきたすような動作をする 

・不正なエンティティによるコマンドインジ

ェクション攻撃・サイバー空間からの許容範

囲外のインプットデータ・マルウェアによる

制御信号の改ざん 

・稼動するシステムとして、安全計

装が考慮されていない。 

CPS.RA-4 

CPS.RA-6 

正常動作・異常動作に関わらず、安全

に支障をきたすような動作をする 

・不正なエンティティによるコマンドインジ

ェクション攻撃・サイバー空間からの許容範

囲外のインプットデータ・マルウェアによる

制御信号の改ざん 

・安全に支障をきたしうる機器等の

兆候を発見した際のプロシージャが

定められていない 

CPS.RP-1 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

製品・サービスの提供チャネルでセキ

ュリティ事象が発生し、機器の破損等

の意図しない品質劣化が生じる 

・悪意を持った自組織内外のヒトによる不正

改ざん・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・製品・サービスの調達時に、調達

品の適格性を確認するプロシージャ

が存在しない 

CPS.DS-11 

CPS.DS-12 

CPS.DS-13 

製品・サービスの提供チャネルでセキ

ュリティ事象が発生し、機器の破損等

の意図しない品質劣化が生じる 

・悪意を持った自組織内外のヒトによる不正

改ざん・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・製品・サービスを調達する際、そ

れが信頼できるものかを確認してい

ない 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

製品・サービスの提供チャネルでセキ

ュリティ事象が発生し、機器の破損等

の意図しない品質劣化が生じる 

・悪意を持った自組織内外のヒトによる不正

改ざん・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・自組織の調達に関わる要員が、調

達にセキュリティリスクを十分に認

識していない 

CPS.AT-1 

製品・サービスの提供チャネルでセキ

ュリティ事象が発生し、機器の破損等

の意図しない品質劣化が生じる 

・悪意を持った自組織内外のヒトによる不正

改ざん・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・調達する製品・サービスが十分な

物理的保護を実施されていない 

CPS.DS-8 

CPS.SC-4 

脆弱性を悪用して IoT 機器内部に不正

アクセスされ、事前に想定されていな

い動作をする 

・攻撃ツール等を利用した IoT 機器における

セキュリティ上の脆弱性を利用したマルウェ

ア感染 

・利用している IoT 機器に関わる脆

弱性情報、脅威情報を収集・分析

し、適切に対応していない 

CPS.MA-1 

CPS.MA-2 

CPS.MA-3 

CPS.SC-12 

脆弱性を悪用して IoT 機器内部に不正

アクセスされ、事前に想定されていな

い動作をする 

・攻撃ツール等を利用した IoT 機器における

セキュリティ上の脆弱性を利用したマルウェ

ア感染 

・利用している IoT 機器が十分なセ

キュリティ機能を実装していない 

CPS.DS-15 

CPS.RA-4 

CPS.RA-6 

CPS.SC-4 

脆弱性を悪用して IoT 機器内部に不正

アクセスされ、事前に想定されていな

い動作をする 

・攻撃ツール等を利用した IoT 機器における

セキュリティ上の脆弱性を利用したマルウェ

ア感染 

・情報システムや産業用制御システ

ムに接続している自組織の IoT 機器

のセキュリティ対策状況(ソフトウェ

ア構成情報、パッチ適用状況等)を把

握できていない 

CPS.AM-1 

脆弱性を悪用して IoT 機器内部に不正

アクセスされ、事前に想定されていな

い動作をする 

・攻撃ツール等を利用した IoT 機器における

セキュリティ上の脆弱性を利用したマルウェ

ア感染 

・調達時に、適切なレベルのセキュ

リティ機能が実装されているかを確

認するプロシージャがない 

CPS.DS-15 

CPS.RA-4 

CPS.RA-6 

CPS.SC-4 

脆弱性を悪用して IoT 機器内部に不正

アクセスされ、事前に想定されていな

い動作をする 

・攻撃ツール等を利用した IoT 機器における

セキュリティ上の脆弱性を利用したマルウェ

ア感染 

・IoT 機器の誤動作を検知した後の対

応手順が定義されていない 

CPS.RP-1 

CPS.SC-14 

脆弱性を悪用して IoT 機器内部に不正

アクセスされ、事前に想定されていな

い動作をする 

・攻撃ツール等を利用した IoT 機器における

セキュリティ上の脆弱性を利用したマルウェ

ア感染 

・情報システムや産業用制御システ

ムに接続している自組織の IoT 機器

のセキュリティ対策状況(ソフトウェ

ア構成情報、パッチ適用状況等)を把

握できていない 

CPS.CM-6 

CPS.IP-1 

CPS.IP-2 

CPS.SC-12 

脆弱性を悪用して IoT 機器内部に不正

アクセスされ、事前に想定されていな

い動作をする 

・攻撃ツール等を利用した IoT 機器における

セキュリティ上の脆弱性を利用したマルウェ

ア感染 

・利用している IoT 機器に関わる脆

弱性情報、脅威情報を収集・分析

し、適切に対応していない。 

CPS.IP-7 

CPS.IP-8 

CPS.IP-10 

CPS.RA-2 

CPS.SC-12 

品質や信頼性の低い IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信、想定していない通信先へ

のデータ送信等が発生する 

・品質や信頼性の低い IoT 機器のネットワー

ク接続・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・IoT 機器を調達する際、調達製品が

信頼できるものかを確認していない 

CPS.SC-2 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

CPS.SC-12 

CPS.SC-13 

CPS.SC-14 

品質や信頼性の低い IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信、想定していない通信先へ

のデータ送信等が発生する 

・品質や信頼性の低い IoT 機器のネットワー

ク接続・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・運用時に IoT 機器やソフトウェア

が正規品である（改ざんされていな

い）ことを確認していない 

CPS.DS-13 

品質や信頼性の低い IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信、想定していない通信先へ

のデータ送信等が発生する 

・品質や信頼性の低い IoT 機器のネットワー

ク接続・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・不正な機器によるネットワーク接

続（有線あるいは無線）を防止でき

ない 

CPS.AC-2 

CPS.AC-3 

CPS.CM-6 

品質や信頼性の低い IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信、想定していない通信先へ

のデータ送信等が発生する 

・品質や信頼性の低い IoT 機器のネットワー

ク接続・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・組織外部への不正な通信を適切に

検知し、遮断する等の対応ができな

い 

CPS.DS-9 

CPS.CM-1 

CPS.CM-6 



   

 

90 
 

想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

品質や信頼性の低い IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信、想定していない通信先へ

のデータ送信等が発生する 

・品質や信頼性の低い IoT 機器のネットワー

ク接続・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・サイバー空間および正規の機器に

接続する機器が正規のものかを確認

する仕組みが実装されていない 

CPS.AC-1 

CPS.DS-13 

品質や信頼性の低い IoT 機器がネット

ワーク接続され、故障や正確でないデ

ータの送信、想定していない通信先へ

のデータ送信等が発生する 

・品質や信頼性の低い IoT 機器のネットワー

ク接続・正規の機器を模した偽造品の挿入 

・IoT 機器を調達する際に、調達製品

が信頼できるものかを確認するプロ

シージャがない 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.SC-8 

法制度等で規定されている水準のセキ

ュリティ対策を実装できない 

All threats ・遵守すべき法制度等を認識してい

ないか、法制度に準拠した組織内の

ルールを策定・運用していない 

CPS.DP-2 

CPS.GV-2 

CPS.SC-13 

法制度等で規定されている水準のセキ

ュリティ対策を実装できない 

All threats ・遵守すべき法制度等を認識してい

ないか、法制度に準拠した組織内の

ルールを遵守していない 

CPS.AT-1 

CPS.SC-13 

法制度等で規定されている水準のセキ

ュリティ対策を実装できない 

All threats ・法制度等で一定の保護を義務付け

られている種のモノが、要求される

水準の保護を適用されていない 

CPS.GV-2 

法制度等で規定されている水準のセキ

ュリティ対策を実装できない 

All threats ・法制度等で一定の保護を義務付け

られている種のシステムが、要求さ

れる水準の保護を適用されていない 

CPS.GV-2 

法制度等で規定されている水準のセキ

ュリティ対策を実装できない 

All threats ・組織内で規定されているプロシー

ジャが関連する法規制等を遵守する

ような内容となっていない 

CPS.GV-2 

法制度等で規定されている水準のセキ

ュリティ対策を実装できない 

All threats ・法制度等で一定の保護を義務付け

られている種のデータが、要求され

る水準の保護を適用されていない 

CPS.GV-2 

一部の関係者だけで共有する秘匿性の

高いデータのセキュリ ティ要求が設

定・対応されていない 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・正規ユーザによる内部不正・

窃取した ID、パスワード等を利用した正規ユ

ーザへのなりすまし 

・対応が必要なデータ保護に関する

法規制等を十分に認識してない 

CPS.GV-3 

CPS.SC-13 

一部の関係者だけで共有する秘匿性の

高いデータのセキュリ ティ要求が設

定・対応されていない 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・正規ユーザによる内部不正・

窃取した ID、パスワード等を利用した正規ユ

ーザへのなりすまし 

・自組織の保護すべきデータのセキ

ュリティ上の扱いについて、関係者

が十分に認識していない 

CPS.AT-1 

CPS.AT-3 

一部の関係者だけで共有する秘匿性の

高いデータのセキュリ ティ要求が設

定・対応されていない 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・正規ユーザによる内部不正・

窃取した ID、パスワード等を利用した正規ユ

ーザへのなりすまし 

・データの取扱いについて、必要な

プロシージャを規定していない 

CPS.GV-3 

一部の関係者だけで共有する秘匿性の

高いデータのセキュリ ティ要求が設

定・対応されていない 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・正規ユーザによる内部不正・

窃取した ID、パスワード等を利用した正規ユ

ーザへのなりすまし 

・データの取扱いについて、必要な

プロシージャを満たしているかを確

認していない 

CPS.DS-14 

一部の関係者だけで共有する秘匿性の

高いデータのセキュリ ティ要求が設

定・対応されていない 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・正規ユーザによる内部不正・

窃取した ID、パスワード等を利用した正規ユ

ーザへのなりすまし 

・データを扱うシステムにおいてデ

ータの秘匿性に応じた設計がなされ

ていない 

CPS.AC-7 

CPS.AC-9 

CPS.DS-2 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

一部の関係者だけで共有する秘匿性の

高いデータのセキュリ ティ要求が設

定・対応されていない 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・正規ユーザによる内部不正・

窃取した ID、パスワード等を利用した正規ユ

ーザへのなりすまし 

・複数の組織、システム等に個⼈情

報等が分散して所在している 

CPS.SC-3 

CPS.SC-6 

一部の関係者だけで共有する秘匿性の

高いデータのセキュリ ティ要求が設

定・対応されていない 

・データ保管システムにおけるセキュリティ

上の脆弱性を利用したマルウェア感染・デー

タ保管エリアに対する不正なエンティティの

物理的な侵入・正規ユーザによる内部不正・

窃取した ID、パスワード等を利用した正規ユ

ーザへのなりすまし 

・自組織で扱うデータの保護が必要

な特定の種類のデータであることが

識別されていない 

CPS.DS-1 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・自組織のシステムにおいて、対処

すべき脆弱性が放置されている 

CPS.CM-6 

CPS.CM-7 

CPS.SC-12 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

保管情報へのアクセスについて、情

報の機密レベル等に合わせた方式で

リクエスト元を識別・認証していな

い 

CPS.AC-1 

CPS.AC-5 

CPS.AC-6 

CPS.AC-9 

CPS.GV-3 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・IoT 機器、サーバ等の設置エリアの

アクセス制御や監視等の物理的セキ

ュリティ対策を実施していない 

CPS.AC-2 

CPS.IP-5 

CPS.PT-2 

CPS.CM-2 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・保護すべきデータの管理に関する

組織内の責任が明確でない 

CPS.AM-6 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・早期にセキュリティ上の異常を素

早く検知し、対処するような仕組み

がシステムに実装されていない 

CPS.AE-1 

CPS.CM-1 

CPS.CM-5 

CPS.PT-1 

CPS.RP-1 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・他組織から管理を委託されるデー

タの機密区分および必要なセキュリ

ティ対策について確認するプロシー

ジャがない 

CPS.DS-1 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・他組織から管理を委託されている

データの保護に係る区分が明確にな

っていない 

CPS.GV-3 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・定められた機密区分に沿った情報

の保護が実装されていない 

CPS.AC-7 

CPS.SC-6 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・関係する他組織の保護すべきデー

タを格納するシステムにおいて、セ

キュアでない設定がなされている 

CPS.IP-1 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・定められた機密区分に沿った情報

の保護が実装されていない 

CPS.DS-2 

CPS.DS-3 

CPS.DS-4 

CPS.DS-5 

CPS.DS-9 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・関係する他組織の保護すべきデー

タを格納するシステムにおいて、セ

キュアでない設定がなされている 

CPS.PT-2 

自組織で管理している(データ保管)領

域から関係する他組織の保護すべきデ

ータが漏えいする 

・他組織の管理するデータ保管システムにお

けるセキュリティ上の脆弱性を利用したマル

ウェア感染・他組織の管理するデータ保管エ

リアに対する不正なエンティティの物理的侵

入・窃取した ID、パスワード等を利用した正

規ユーザへのなりすまし・自組織における悪

意あるエンティティによる保護すべきデータ

の持出し 

・自組織のシステムにおいて、対処

すべき脆弱性が放置されている 

CPS.IP-2 

CPS.IP-10 

CPS.MA-1 

CPS.MA-2 

CPS.RA-2 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・適切な手順等に基づき、必要な他

組織も巻き込んでセキュリティに関

わるリスクマネジメントが実行され

ていない 

CPS.AM-6 

CPS.SC-12 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・モノのセキュリティ状況やネット

ワーク接続状況が適切に管理(例︓資

産の棚卸し、モニタリング)されてい

ない 

CPS.AC-1 

CPS.AE-1 

CPS.AM-1 

CPS.AM-5 

CPS.CM-5 

CPS.CM-6 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・自組織のリスクを踏まえた技術的

対策が実装されていないか、実装を

確認できない 

CPS.RA-1 

CPS.RA-3 

CPS.RA-4 

CPS.RA-5 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・適切な手順等に基づき、必要な他

組織も巻き込んでセキュリティに関

わるリスクマネジメントが実行され

ていない 

CPS.BE-2 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・自組織のリスクを踏まえた技術的

対策が実装されていないか、実装を

確認できない 

CPS.RA-6 

CPS.RM-2 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・自組織のシステムにおいて、対処

すべき脆弱性が放置されている 

CPS.CM-6 

CPS.CM-7 

CPS.IP-2 

CPS.IP-10 

CPS.MA-1 

CPS.MA-2 

CPS.RA-2 

CPS.SC-12 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・保護すべきデータが格納されたシ

ステムにおいて、セキュアでない設

定がなされている 

CPS.IP-1 

CPS.PT-2 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・適切な手順等に基づき、必要な他

組織も巻き込んでセキュリティに関

わるリスクマネジメントが実行され

ていない 

CPS.SC-1 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・保管情報へのアクセスについて、

情報の機密レベル等に合わせた⽅式

でリクエスト元を識別・認証してい

ない 

CPS.GV-3 

CPS.AC-1 

CPS.AC-5 

CPS.AC-6 

CPS.AC-9 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・IoT 機器、サーバ等の設置エリアの

アクセス制御や監視等の物理的セキ

ュリティ対策を実施していない 

CPS.AC-2 

CPS.CM-2 

CPS.IP-5 

CPS.PT-2 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・適切な⼿順等に基づき、必要な他

組織も巻き込んでセキュリティに関

わるリスクマネジメントが実⾏され

ていない 

CPS.SC-2 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・早期にセキュリティ上の異常を素

早く検知し、対処するような仕組み

がシステムに実装されていない 

CPS.AE-1 

CPS.CM-1 

CPS.CM-3 

CPS.CM-5 

CPS.PT-1 

CPS.RP-1 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・自組織で管理しているデータの保

護に係る区分が明確になっていない 

CPS.GV-3 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・定められた機密区分に沿った情報

の保護が実装されていない 

CPS.DS-2 

CPS.DS-3 

CPS.SC-6 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・適切な⼿順等に基づき、必要な他

組織も巻き込んでセキュリティに関

わるリスクマネジメントが実⾏され

ていない 

CPS.IP-3 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・定められた機密区分に沿った情報

の保護が実装されていない 

CPS.DS-4 

CPS.DS-5 

CPS.DS-9 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・セキュリティに関わるリスクマネ

ジメントの適切な⼿順が確⽴してい

ない 

CPS.GV-1 

CPS.GV-4 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・セキュリティに関わるリスクマネ

ジメントの適切な⼿順が確⽴してい

ない 

CPS.RM-1 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

CPS.SC-7 

CPS.IP-7 

CPS.SC-10 

CPS.SC-11 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・⾃⾝が関わりうるセキュリティや

セーフティに関するリスクに対して

十分な認識を有していない 

CPS.AT-1 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・自身が関わりうるセキュリティや

セーフティに関するリスクに対して

十分な認識を有していない 

CPS.AT-3 

自組織で管理している領域から保護す

べきデータが漏えいする 

・システムにおけるセキュリティ上の脆弱性

を利用したマルウェア感染・入力確認の不備

を突いたインジェクション攻撃(例︓SQL イン

ジェクション、 XSS)・ネットワーク上の通信

の盗聴・保護が必要なエリアに対する不正な

ヒトの物理的な侵入・窃取した ID、パスワー

ド等を利用した正規ユーザへのなりすまし・

正規ユーザによる内部不正 

・ヒトに関わるセキュリティやセー

フティに関係するリスクに対するガ

バナンスが十分でない 

CPS.SC-5 

CPS.IP-9 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・セキュリティに関わるリスクマネ

ジメントの適切な⼿順が確⽴してい

ない 

CPS.SC-7 

CPS.SC-10 

CPS.SC-11 

CPS.IP-7 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・通信路及び通信路上のデータが十

分に保護されていない 

CPS.DS-3 

CPS.DS-4 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・取り扱うデータに改ざんを検知す

るメカニズムがない 

CPS.DS-11 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・適切な⼿順等に基づき、必要な他

組織も巻き込んでセキュリティに関

わるリスクマネジメントが実⾏され

ていない 

CPS.AM-6 

CPS.BE-2 

CPS.IP-3 

CPS.SC-1 

CPS.SC-2 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・⾃⾝が関わりうるセキュリティや

セーフティに関係するリスクに対し

て十分な認識を有していない 

CPS.AT-1 

CPS.AT-3 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・ヒトに関わるセキュリティやセー

フティに関係するリスクに対するガ

バナンスが十分でない 

CPS.IP-9 

CPS.SC-5 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・情報システムや産業用制御システ

ムを構成しているモノのセキュリテ

ィ状況やネットワーク接続状況が適

切に管理(例︓資産の棚卸し、モニタ

リング)されていない 

CPS.AC-1 

CPS.AE-1 

CPS.AM-1 

CPS.AM-5 

CPS.CM-5 

CPS.CM-6 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・自組織のリスクを踏まえた技術的

対策が実装されていないか、実装を

確認できない 

CPS.RA-1 

CPS.RA-3 

CPS.RA-4 

CPS.RA-5 

CPS.RA-6 

CPS.RM-2 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・保護すべきデータが格納されたシ

ステムにおいて、セキュアでない設

定がなされている 

CPS.IP-1 

CPS.PT-2 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・保管情報へのアクセスについて、

情報の機密レベル等に合わせた⽅式

でリクエスト元を識別・認証してい

ない 

CPS.AC-1 

CPS.AC-5 

CPS.AC-6 

CPS.AC-9 

CPS.GV-3 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・早期にネットワーク上での異常(例

︓なりすまし、 メッセージの改ざ

ん)を素早く検知し、対処するような

仕組みがシステムに実装されていな

い 

CPS.AE-3 

CPS.CM-3 

CPS.DP-4 
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想定されるセキュリティ 

インシデント 

リスク源 

対策要件 ID 
脅威 脆弱性 

自組織で管理している領域において保

護すべきデータが改ざんされる 

・窃取した ID、パスワード等を利用した正規

ユーザへのなりすまし・通信系路上でデータ

を改ざんする中間者攻撃等・システムにおけ

るセキュリティ上の脆弱性を利用したマルウ

ェア感染・正規ユーザによる内部不正・保護

が必要なエリアに対する不正なヒトの物理的

な侵入・保護が必要なデータを扱う媒体の物

理的な破壊 

・セキュリティに関わるリスクマネ

ジメントの適切な⼿順が確⽴してい

ない 

CPS.GV-1 

CPS.GV-4 

CPS.RM-1 

CPS.SC-3 

CPS.SC-4 

CPS.SC-6 

自組織のセキュリティインシデントに

より関係する他組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・自組織のモノ/システム/データの

サイバー空間における他組織との連

携状況を把握していない 

CPS.AE-1 

CPS.AM-4 

CPS.AM-5 

CPS.CM-5 

CPS.CM-6 

自組織のセキュリティインシデントに

より関係する他組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・自組織と他組織(サプライヤ等)と

のフィジカル空間における連携状況

および責任分界を把握していない 

CPS.AM-7 

CPS.BE-1 

CPS.BE-3 

CPS.RM-1 

自組織のセキュリティインシデントに

より関係する他組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・他組織のヒトが自組織のセキュリ

ティ事象発生時に適切なアクション

を取ることができない 

CPS.AT-2 

CPS.AT-3 

CPS.RP-2 

CPS.SC-9 

自組織のセキュリティインシデントに

より関係する他組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・セキュリティ事象による被害を受

けたモノ(製品)・サービスが⽣じる 

CPS.RP-4 

自組織のセキュリティインシデントに

より関係する他組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・自組織が提供する/されるモノ(製

品)に関する記録(例:製造⽇/識別ナ

ンバー/提供先)が保持されていない 

CPS.AM-2 

CPS.AM-3 

自組織のセキュリティインシデントに

より関係する他組織が適切に事業継続

できない 

All threats ・関係する他組織と連携したセキュ

リティ事象対応手順が策定されてい

ない 

CPS.AE-4 

CPS.RP-2 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・セキュリティインシデントに的確

に対応するための体制が構築されて

いない 

CPS.IM-1 

CPS.IM-2 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・セキュリティインシデント発生時

に適切なアクションを取ることがで

きない 

CPS.AT-1 

CPS.AT-3 

CPS.RP-1 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・セキュリティインシデントにより

被害を受けた自組織の事業の範囲(製

品等)を特定することができない 

CPS.AM-2 

CPS.AM-3 

CPS.AN-1 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・セキュリティインシデントを適切

に検知するための機器等が導⼊され

ていないか、あるいは正しく運⽤さ

れていない 

CPS.AE-3 

CPS.CM-1 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・セキュリティ事象を的確に検知す

るための体制が構築されていない 

CPS.AE-2 

CPS.RA-2 

CPS.AE-2 

CPS.DP-1 

CPS.DP-2 

CPS.DP-3 

CPS.DP-4 

CPS.RA-2 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・自組織におけるセキュリティイン

シデントへの対応手順が策定されて

いない 

CPS.AE-5 

CPS.AN-1 

CPS.AN-2 

CPS.AN-3 

CPS.MI-1 

CPS.RP-1 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・事業継続計画にセキュリティイン

シデントが位置づけられておらず、

セキュリティインシデント発生時に

自組織の事業継続に⽀障が⽣じる 

CPS.CO-1 

CPS.CO-2 

CPS.RP-3 

CPS.CO-3 

CPS.SC-14 

自組織のセキュリティインシデントに

より自組織が適切に事業継続できない 

All threats ・セキュリティインシデント発生時

に事業を継続するために必要なデー

タが、適切に準備されていない、⼜

は準備されているが適切に機能しな

い 

CPS.AT-1 

CPS.AT-2 

CPS.IP-4 

CPS.RP-3 
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【Appendix】C セキュリティ対策一覧 

セキュリティ

カテゴリ 

対策要件

ID 

対策要件 リファレンス 

アーキテクチャ 

AC:アクセスコント

ロール 

CPS.AC-1 ・承認されたモノとヒト及びプロシージャの識別情報と認証情報を発効、管

理、確認、取消、監査するプロシージャを確⽴し、実施する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AC-2 ・IoT 機器、サーバ等の設置エリアの施錠、⼊退室管理、⽣体認証等の導⼊、

監視カメラの設置、持ち物や体重検査等の物理的セキュリティ対策を実施する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AC-3 ・無線接続先（ユーザや IoT 機器、サーバ等）を正しく認証する サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AC-4 ・⼀定回数以上のログイン認証失敗によるロックアウトや、安全性が確保でき

るまで再ログインの間隔をあける機能を実装する等により、IoT 機器、サーバ

等に対する不正ログインを防ぐ 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AC-5 ・職務及び責任範囲（例︓ユーザ／システム管理者)を適切に分離する  ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

CPS.AC-6 ・特権を持つユーザのシステムへのネットワーク経由でのログインに対して、

想定されるリスクも考慮して、信頼性の⾼い認証⽅式（例︓⼆つ以上の認証機

能を組み合わせた多要素認証）を採⽤する 

サービス 

都市 OS 

CPS.AC-7 ・データフロー制御ポリシーを定め、それに従って適宜ネットワークを分離す

る（例︓開発・テスト環境と実運⽤環境、IoT 機器を含む環境と組織内の他の

環境）等してネットワークの完全性を保護する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AC-8 ・IoT 機器、サーバ等が実施する通信は、適切な⼿順で識別されたエンティテ

ィ（ヒト／モノ／システム等）との通信に限定する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AC-9 ・IoT 機器やユーザによる構成要素（モノ／システム等）への論理的なアクセ

スを、取引のリスク（個⼈のセキュリティ、プライバシーのリスク及びその他

の組織的なリスク）に⾒合う形で認証・認可する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

AE:異変とイベント 

CPS.AE-1 ・ネットワーク運⽤のベースラインと、ヒト、モノ、システム間の予測される

情報の流れを特定し、管理するプロシージャを確⽴し、実施する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AE-2 ・セキュリティ管理責任者を任命し、セキュリティ対応組織(SOC/CSIRT)を⽴

ち上げ、組織内でセキュリティ事象を検知・分析・対応する体制を整える 

ガバナンス 

CPS.AE-3 ・セキュリティ事象の相関の分析及び外部の脅威情報と⽐較した分析を⾏う⼿

順を実装することで、セキュリティインシデントを正確に特定する 

ガバナンス 

都市 OS 

CPS.AE-4 ・関係する他組織への影響を含めてセキュリティ事象がもたらす影響を特定す

る 

ガバナンス 

CPS.AE-5 ・セキュリティ事象の危険度の判定基準を定める ガバナンス 

AM:資産管理 

CPS.AM-1 ・システムを構成するハードウェア、ソフトウェア及びその管理情報（例︓名

称、バージョン、ネットワークアドレス、管理責任者、ライセンス情報）の⼀

覧を作成し、適切に管理する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AM-2 ・⾃組織が⽣産したモノのサプライチェーン上の重要性に応じて、トレーサビ

リティ確保のための特定⽅法を定める 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

CPS.AM-3 ・重要性に応じて、⽣産⽇時やその状態等について記録を作成し、⼀定期間保

管するために⽣産活動の記録に関する内部規則を整備し、運⽤する 

ガバナンス 

サービス 

CPS.AM-4 ・組織内の通信ネットワーク構成図及び、データフロー図を作成し、適切に管

理する 

ガバナンス 
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セキュリティ

カテゴリ 

対策要件

ID 

対策要件 リファレンス 

アーキテクチャ 

CPS.AM-5 ・⾃組織の資産が接続している外部情報システムの⼀覧を作成し、適切に管理

する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.AM-6 ・リソース（例︓モノ、データ、システム）を、機能、重要度、ビジネス上の

価値に基づいて分類、優先順位付けし、管理責任を明確にした上で、業務上そ

れらのリソースに関わる組織やヒトに伝達する 

ガバナンス 

CPS.AM-7 ・⾃組織及び関係する他組織のサイバーセキュリティ上の役割と責任を定める ガバナンス 

AN:分析 

CPS.AN-1 ・セキュリティインシデントの全容と、推測される攻撃者の意図から、⾃組織

及び関係する他組織を含む社会全体への影響を把握する 

ガバナンス 

CPS.AN-2 ・セキュリティインシデント発⽣後に、デジタルフォレンジックを実施する ガバナンス 

CPS.AN-3 ・検知されたセキュリティインシデントの情報は、セキュリティに関する影響

度の⼤⼩や侵⼊経路等で分類し、保管する 

ガバナンス 

AT:意識向上及びト

レーニング 

CPS.AT-1 ・⾃組織の全ての要員に対して、セキュリティインシデントの発⽣とその影響

を抑制するために割り当てられた役割と責任を遂⾏するための適切な訓練、教

育を実施し、その記録を管理する 

ガバナンス 

CPS.AT-2 ・⾃組織におけるセキュリティインシデントに関係し得る、セキュリティマネ

ジメントにおいて重要度の⾼い関係他組織の担当者に対して、割り当てられた

役割を遂⾏するための適切な訓練（トレーニング）、セキュリティ教育を実施

し、その記録を管理する 

ガバナンス 

CPS.AT-3 ・⾃組織の要員や、重要度の⾼い関係他組織の担当者に対する、セキュリティ

に係る訓練、教育の内容を改善する 

ガバナンス 

BE:ビジネス環境 

CPS.BE-1 ・サプライチェーンにおいて、⾃組織が担う役割を特定し共有する ガバナンス 

CPS.BE-2 ・あらかじめ定められた⾃組織の優先事業、優先業務と整合したセキュリティ

ポリシー・対策基準を明確化し、⾃組織の取引に関係する者（サプライヤ、第

三者プロバイダ等を含む）に共有する 

ガバナンス 

CPS.BE-3 ・⾃組織が事業を継続する上での⾃組織及び関係する他組織における依存関係

と重要な機能を特定する 

ガバナンス 

CM:セキュリティの

継続的なモニタリ

ング 

CPS.CM-1 ・組織内のネットワークと広域ネットワークの接点において、ネットワーク監

視・制御、アクセス監視・制御を実施する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

CPS.CM-2 ・IoT 機器、サーバ等の重要性を考慮し、適切な物理的アクセスの設定及び記

録、監視を実施する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.CM-3 ・指⽰された動作内容と実際の動作結果を⽐較して、異常の検知や動作の停⽌

を⾏う IoT 機器を導⼊する。・サイバー空間から受ける情報が悪質なコードを

含んでおらず、許容範囲内であることを動作前に検証する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.CM-4 ・サイバー空間から受ける情報の完全性及び真正性を動作前に確認する サービス 

CPS.CM-5 ・セキュリティ事象を適切に検知できるよう、外部サービスプロバイダとの通

信内容をモニタリングする 

アセット 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.CM-6 ・機器等の構成管理では、ソフトウェア構成情報、ネットワーク接続状況（ネ

ットワーク接続の有無、アクセス先等）及び他のソシキ、ヒト、モノ、システ

ムとの情報の送受信状況について、継続的に管理する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.CM-7 ・⾃組織の管理している IoT 機器、サーバ等に対して、定期的に対処が必要な

脆弱性の有無を確認する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CO:伝達 
CPS.CO-1 ・セキュリティインシデント発⽣後の情報公表時のルールを策定し、運⽤する ガバナンス 
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セキュリティ

カテゴリ 

対策要件

ID 

対策要件 リファレンス 

アーキテクチャ 

CPS.CO-2 ・事業継続計画⼜は緊急事対応計画の中に、セキュリティインシデントの発⽣

後、組織に対する社会的評価の回復に取り組む点を位置づける 

ガバナンス 

CPS.CO-3 ・復旧活動について内部及び外部の利害関係者と役員、そして経営陣に伝達す

る点を、事業継続計画⼜は緊急事対応計画の中に位置づける 

ガバナンス 

DP:検知プロセス 

CPS.DP-1 ・セキュリティ事象の説明責任を果たせるよう、セキュリティ事象検知におけ

る⾃組織とサービスプロバイダが担う役割と負う責任を明確にする 

ガバナンス 

CPS.DP-2 ・監視業務では、地域毎に適⽤される法令、通達や業界標準等に準拠して、セ

キュリティ事象を検知する 

ガバナンス 

CPS.DP-3 ・監視業務として、セキュリティ事象を検知する機能が意図したとおりに動作

するかどうかを定期的にテストし、妥当性を検証する 

ガバナンス 

CPS.DP-4 ・セキュリティ事象の検知プロセスを継続的に改善する ガバナンス 

都市 OS 

DS:データセキュリ

ティ 

CPS.DS-1 ・組織間で保護すべき情報を交換する場合、当該情報の保護に係るセキュリテ

ィ要件について、事前に組織間で取決める 

ガバナンス 

都市 OS 

CPS.DS-2 ・情報を適切な強度の⽅式で暗号化して保管する サービス 

都市 OS 

CPS.DS-3 ・IoT 機器、サーバ等の間、サイバー空間で通信が⾏われる際、通信経路を暗

号化する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.DS-4 ・情報を送受信する際に、情報そのものを暗号化して送受信する サービス 

都市 OS 

CPS.DS-5 ・送受信する情報データ、保管データする情報の暗号化等に⽤いる鍵を、ライ

フサイクルを通じて安全に管理する 

サービス 

都市 OS 

CPS.DS-6 ・サービス拒否攻撃等のサイバー攻撃を受けた場合でも、資産を適切に保護

し、攻撃による影響を最⼩限にできるよう、構成要素において⼗分なリソース

（例:ヒト、モト、システム）を確保する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.DS-7 ・IoT 機器、通信機器、回線等に対し、定期的な品質管理、予備機や無停電電

源装置の確保、冗⻑化、故障の検知、交換作業、ソフトウェアの更新を⾏う 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.DS-8 ・保護すべき情報を扱う、あるいは⾃組織にとって重要な機能を有する機器を

調達する場合、耐タンパーデバイスを利⽤する 

アセット 

CPS.DS-9 ・⾃組織外への不適切な通信を防ぐため、保護すべき情報を⾃組織外へ送信す

る通信を適切に制御する 

サービス 

都市 OS 

CPS.DS-10 ・IoT 機器、サーバ等にて稼働するソフトウェアの完全性を組織が定めるタイ

ミングで検証し、不正なソフトウェアの起動を防⽌する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.DS-11 ・送受信・保管する情報に完全性チェックメカニズムを使⽤する ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.DS-12 ・ハードウェアの完全性を検証するために完全性チェックメカニズムを使⽤す

る 

都市 OS 

アセット 

CPS.DS-13 ・IoT 機器やソフトウェアが正規品であることを定期的（起動時等）に確認す

る 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.DS-14 ・データの取得元、加⼯履歴等をライフサイクルの全体に渡って維持・更新・

管理する 

ガバナンス 

CPS.DS-15 ・計測の可⽤性、完全性保護によるセンシングデータの信頼性確保のために、

計測セキュリティの観点が考慮された製品を利⽤する 

ガバナンス 

アセット 

GV:ガバナンス 

CPS.GV-1 ・セキュリティポリシーを策定し、⾃組織及び関係する他組織のセキュリティ

上の役割と責任、情報の共有⽅法等を明確にする 

ガバナンス 

CPS.GV-2 ・個⼈情報保護法、不正競争防⽌法等の国内外の法令や、業界のガイドライン

を考慮した社内ルールを策定する 

ガバナンス 

CPS.GV-3 ・各種法令や関係組織間だけで共有するデータの扱いに関する取決め等によっ

て要求されるデータの保護の⽔準を的確に把握し、それぞれの要求を踏まえた

データの区分⽅法を整備し、ライフサイクル全体に渡って区分に応じた適切な

データの保護を⾏う 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

CPS.GV-4 ・セキュリティに関するリスク管理を適切に⾏うために戦略策定、リソース確

保を⾏う 

ガバナンス 
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セキュリティ

カテゴリ 

対策要件

ID 

対策要件 リファレンス 

アーキテクチャ 

IM:改善 

CPS.IM-1 ・セキュリティインシデントへの対応から教訓を導き出し、セキュリティ運⽤

プロセスを継続的に改善する 

ガバナンス 

CPS.IM-2 ・セキュリティインシデントへの対応から教訓を導き出し、事業継続計画⼜は

緊急事対応計画を継続的に改善する 

ガバナンス 

IP:情報保護プロセ

ス・手順 

CPS.IP-1 ・IoT 機器、サーバ等の初期設定⼿順（パスワード等）及び設定変更管理プロ

セスを導⼊し、運⽤する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.IP-2 ・IoT 機器、サーバ等の導⼊後に、追加するソフトウェアを制限する サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.IP-3 ・システムを管理するためのシステム開発ライフサイクルを導⼊する ガバナンス 

CPS.IP-4 ・構成要素（IoT 機器、通信機器、回線等）に対し、定期的なシステムバック

アップを実施し、テストする 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.IP-5 ・無停電電源装置、防⽕設備の確保、浸⽔からの保護等、⾃組織の IoT 機器、

サーバ等の物理的な動作環境に関するポリシーや規則を満たすよう物理的な対

策を実施する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.IP-6 ・IoT 機器、サーバ等の廃棄時には、内部に保存されているデータ及び、正規

IoT 機器、サーバ等を⼀意に識別する ID（識別⼦）や重要情報（秘密鍵、電⼦

証明書等）を削除⼜は読み取りできない状態にする 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.IP-7 ・セキュリティインシデントへの対応、内部及び外部からの攻撃に関する監視

／測定／評価結果から教訓を導き出し、資産を保護するプロセスを改善する 

ガバナンス 

CPS.IP-8 ・保護技術の有効性について、適切なパートナーとの間で情報を共有する ガバナンス 

CPS.IP-9 ・⼈の異動に伴い⽣じる役割の変更に対応した対策にセキュリティに関する事

項（例︓アクセス権限の無効化、従業員に対する審査）を含める 

ガバナンス 

CPS.IP-10 ・脆弱性修正措置計画を作成し、計画に沿って構成要素の脆弱性を修正する ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

MA:保守 

CPS.MA-1 ・IoT 機器、サーバ等のセキュリティ上重要なアップデート等を、必要なタイ

ミングに管理されたツールを利⽤して適切に履歴を記録しつつ実施する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.MA-2 ・⾃組織の IoT 機器、サーバ等に対する遠隔保守を、適⽤先のモノ、システム

のオーナー部⾨による承認を得て、ログを記録し、不正アクセスを防げる形で

実施する 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.MA-3 ・可能であれば、遠隔地からの操作によってソフトウェア（OS、ドライバ、ア

プリケーション）を⼀括して更新するリモートアップデートの仕組みを備えた

IoT 機器を導⼊する 

アセット 

MI:低減 

(Mitigation) 

CPS.MI-1 ・セキュリティインシデントによる被害の拡⼤を最⼩限に抑え、影響を低減す

る対応を⾏う 

ガバナンス 

PT:保護技術 

CPS.PT-1 ・セキュリティインシデントを適切に検知するため、監査記録／ログ記録の対

象を決定、⽂書化し、そうした記録を実施して、レビューする 

ガバナンス 

サービス 

CPS.PT-2 ・IoT 機器、サーバ等の本体に対して、不要なネットワークポート、USB、シ

リアルポート等を物理的または論理的に閉塞することで、IoT 機器、サーバ等

の機能を必要最⼩限とする 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.PT-3 ・ネットワークにつながることを踏まえた安全性を実装する IoT 機器を導⼊す

る 

都市 OS 

RA:リスク評価 

CPS.RA-1 ・⾃組織の資産の脆弱性を特定し、対応する資産とともに⼀覧を⽂書化する ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

CPS.RA-2 ・セキュリティ対応組織(SOC/CSIRT)は、組織の内部及び外部の情報源（内部

テスト、セキュリティ情報、セキュリティ研究者等）から脆弱性情報/脅威情

報等を収集、分析し、対応及び活⽤するプロセスを確⽴する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

CPS.RA-3 ・⾃組織の資産に対して想定されるセキュリティインシデントと影響及びその

発⽣要因を特定し、⽂書化する 

ガバナンス 

都市 OS 

CPS.RA-4 ・構成要素の管理におけるセキュリティルールが、実装⽅法を含めて有効かを

確認するため、定期的にリスクアセスメントを実施する 

サービス 

都市 OS 

アセット 
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セキュリティ

カテゴリ 

対策要件

ID 

対策要件 リファレンス 

アーキテクチャ 

CPS.RA-5 ・リスクを判断する際に、脅威、脆弱性、可能性、影響を考慮する ガバナンス 

都市 OS 

CPS.RA-6 ・リスクアセスメントに基づき、発⽣し得るセキュリティリスクに対する対応

策の内容を明確に定め、対応の範囲や優先順位を整理した結果を⽂書化する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

RM:リスク管理戦略 

CPS.RM-1 ・⾃組織内におけるサイバーセキュリティリスクマネジメントの実施状況につ

いて確認し、組織内の適切な関係者（例︓上級管理職）に伝達する。また、⾃

組織の事業に関係する⾃組織及び他組織（例︓業務委託先）の責任範囲を明確

化し、関係する他組織によるセキュリティリスクマネジメントの実施状況を確

認するプロセスを確⽴し、実施する 

ガバナンス 

CPS.RM-2 ・リスクアセスメント結果及びサプライチェーンにおける⾃組織の役割から⾃

組織におけるリスク許容度を決定する 

ガバナンス 

都市 OS 

RP:インシデント対

応計画 

CPS.RP-1 ・セキュリティインシデント発⽣後の対応の内容や優先順位、対策範囲を明確

にするため、インシデントを検知した後の組織／ヒト／モノ／システムの対応

⼿順（セキュリティ運⽤プロセス）をあらかじめ定義し、実装する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

CPS.RP-2 ・セキュリティ運⽤プロセスにおいて、取引先等の関係する他組織との連携に

ついて⼿順と役割分担を定め、運⽤する 

ガバナンス 

CPS.RP-3 ・⾃然災害時における対応⽅針及び対応⼿順を定めている事業継続計画⼜は緊

急事対応計画の中にセキュリティインシデントを位置づける 

ガバナンス 

CPS.RP-4 ・セキュリティインシデント発⽣時に被害を受けた設備にて⽣産される等し

て、何らかの品質上の⽋落が⽣じていることが予想されるモノ（製品）に対し

て適切な対応を⾏う 

サービス 

SC:サプライチェー

ン・リスク管理 

CPS.SC-1 ・取引関係のライフサイクルを考慮してサプライチェーンに係るセキュリティ

の対策基準を定め、責任範囲を明確化したうえで、その内容について取引先と

合意する 

ガバナンス 

CPS.SC-2 ・⾃組織の事業を継続するに当たり、三層構造の各層において重要な役割を果

たす組織やヒトを特定し、優先付けをし、評価する 

ガバナンス 

CPS.SC-3 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織のセキュ

リティマネジメントが適合していることを確認する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.SC-4 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織の提供す

る製品・サービスが適合していることを確認する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.SC-5 ・取引先等の関係する他組織の要員の内、⾃組織から委託する業務に関わる者

に対するセキュリティ上の要求事項を策定し、運⽤する 

ガバナンス 

CPS.SC-6 ・取引先等の関係する他組織が、契約上の義務を果たしていることを確認する

ために、監査、テスト結果、または他の形式の評価を使⽤して定期的に評価す

る。 

ガバナンス 

CPS.SC-7 ・取引先等の関係する他組織に対する監査、テストの結果、契約事項に対する

不適合が発⾒された場合に実施すべきプロシージャを策定し、運⽤する 

ガバナンス 

CPS.SC-8 ・⾃組織が関係する他組織及び個⼈との契約上の義務を果たしていることを証

明するための情報（データ）を収集、安全に保管し、必要に応じて適当な範囲

で開⽰できるようにする 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット 

CPS.SC-9 ・サプライチェーンにおけるインシデント対応活動を確実にするために、イン

シデント対応活動に関係する者の間で対応プロセスの整備と訓練を⾏う 

ガバナンス 

CPS.SC-10 ・取引先等の関係する他組織との契約が終了する際（例︓契約期間の満了、サ

ポートの終了）に実施すべきプロシージャを策定し、運⽤する 

ガバナンス 
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セキュリティ

カテゴリ 

対策要件

ID 

対策要件 リファレンス 

アーキテクチャ 

CPS.SC-11 ・サプライチェーンに係るセキュリティ対策基準及び関係するプロシージャ等

を継続的に改善する 

ガバナンス 

CPS.SC-12 ・製品等の供給元にて、脆弱性関連情報の取扱いについてのポリシーが策定、

公表されており、脆弱性情報を収集する体制の確保及び調整機関と情報交換を

行うための窓口が設置されていること、脆弱性が発見された場合、速やかに脆

弱性検証を行い、対策方法を作成する体制が整備され、発見された脆弱性の概

要や作成した対策方法を速やかに通知し、必要な技術的情報を提供する体制が

整備されていることを確認し、製品等の供給元から脆弱性情報の適切な通知及

び情報提供を受ける運用体制を整備する 

" 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット" 

CPS.SC-13 ・製品等の供給元が本社等の立地する場所の法的環境等により開発供給の適切

性が影響を受けない理由を確認し、製品等の供給元の法的環境等による影響を

排除する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット" 

CPS.SC-14 ・製品等の供給元における開発供給の拠点及びその供給能力、製品等の供給安

定性に対するリスクとその対応の考え方、製品等の供給にて他社製品を使用し

ている場合、サプライヤーリストが存在し、保守及び管理の方針が策定されて

いること、BCP が策定されていることを通じて製品等の供給安定性が確保され

ていることを確認する 

ガバナンス 

サービス 

都市 OS 

アセット" 
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セキュリティ対策一覧（カテゴリ毎） 

カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

ガバナンス AC:アクセスコント

ロール 

CPS.AC-1 ・承認されたモノとヒト及びプロシージャの識別情報と認証情報を発効、管

理、確認、取消、監査するプロシージャを確⽴し、実施する 

CPS.AC-2 ・IoT 機器、サーバ等の設置エリアの施錠、⼊退室管理、⽣体認証等の導⼊、

監視カメラの設置、持ち物や体重検査等の物理的セキュリティ対策を実施する 

CPS.AC-5 ・職務及び責任範囲（例︓ユーザ／システム管理者)を適切に分離する  

AE:異変とイベント CPS.AE-1 ・ネットワーク運⽤のベースラインと、ヒト、モノ、システム間の予測される

情報の流れを特定し、管理するプロシージャを確⽴し、実施する 

CPS.AE-2 ・セキュリティ管理責任者を任命し、セキュリティ対応組織(SOC/CSIRT)を⽴
ち上げ、組織内でセキュリティ事象を検知・分析・対応する体制を整える 

CPS.AE-3 ・セキュリティ事象の相関の分析及び外部の脅威情報と⽐較した分析を⾏う⼿
順を実装することで、セキュリティインシデントを正確に特定する 

CPS.AE-4 ・関係する他組織への影響を含めてセキュリティ事象がもたらす影響を特定す

る 

CPS.AE-5 ・セキュリティ事象の危険度の判定基準を定める 

AM:資産管理 CPS.AM-2 ・⾃組織が⽣産したモノのサプライチェーン上の重要性に応じて、トレーサビ

リティ確保のための特定⽅法を定める 

CPS.AM-3 ・重要性に応じて、⽣産⽇時やその状態等について記録を作成し、⼀定期間保

管するために⽣産活動の記録に関する内部規則を整備し、運⽤する 

CPS.AM-4 ・組織内の通信ネットワーク構成図及び、データフロー図を作成し、適切に管

理する 

CPS.AM-5 ・⾃組織の資産が接続している外部情報システムの⼀覧を作成し、適切に管理

する 

CPS.AM-6 ・リソース（例︓モノ、データ、システム）を、機能、重要度、ビジネス上の

価値に基づいて分類、優先順位付けし、管理責任を明確にした上で、業務上そ

れらのリソースに関わる組織やヒトに伝達する 

CPS.AM-7 ・⾃組織及び関係する他組織のサイバーセキュリティ上の役割と責任を定める 

AN:分析 CPS.AN-1 ・セキュリティインシデントの全容と、推測される攻撃者の意図から、⾃組織

及び関係する他組織を含む社会全体への影響を把握する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.AN-2 ・セキュリティインシデント発⽣後に、デジタルフォレンジックを実施する 

CPS.AN-3 ・検知されたセキュリティインシデントの情報は、セキュリティに関する影響

度の⼤⼩や侵⼊経路等で分類し、保管する 

AT:意識向上及びト

レーニング 

CPS.AT-1 ・⾃組織の全ての要員に対して、セキュリティインシデントの発⽣とその影響

を抑制するために割り当てられた役割と責任を遂⾏するための適切な訓練、教

育を実施し、その記録を管理する 

CPS.AT-2 ・⾃組織におけるセキュリティインシデントに関係し得る、セキュリティマネ

ジメントにおいて重要度の⾼い関係他組織の担当者に対して、割り当てられた

役割を遂⾏するための適切な訓練（トレーニング）、セキュリティ教育を実施

し、その記録を管理する 

CPS.AT-3 ・⾃組織の要員や、重要度の⾼い関係他組織の担当者に対する、セキュリティ

に係る訓練、教育の内容を改善する 

BE:ビジネス環境 CPS.BE-1 ・サプライチェーンにおいて、⾃組織が担う役割を特定し共有する 

CPS.BE-2 ・あらかじめ定められた⾃組織の優先事業、優先業務と整合したセキュリティ

ポリシー・対策基準を明確化し、⾃組織の取引に関係する者（サプライヤ、第

三者プロバイダ等を含む）に共有する 

CPS.BE-3 ・⾃組織が事業を継続する上での⾃組織及び関係する他組織における依存関係

と重要な機能を特定する 

CM:セキュリティの

継続的なモニタリ

ング 

CPS.CM-1 ・組織内のネットワークと広域ネットワークの接点において、ネットワーク監

視・制御、アクセス監視・制御を実施する 

CPS.CM-2 ・IoT 機器、サーバ等の重要性を考慮し、適切な物理的アクセスの設定及び記

録、監視を実施する 

CPS.CM-6 ・機器等の構成管理では、ソフトウェア構成情報、ネットワーク接続状況（ネ

ットワーク接続の有無、アクセス先等）及び他のソシキ、ヒト、モノ、システ

ムとの情報の送受信状況について、継続的に管理する 

CO:伝達 CPS.CO-1 ・セキュリティインシデント発⽣後の情報公表時のルールを策定し、運⽤する 

CPS.CO-2 ・事業継続計画⼜は緊急事対応計画の中に、セキュリティインシデントの発⽣
後、組織に対する社会的評価の回復に取り組む点を位置づける 

CPS.CO-3 ・復旧活動について内部及び外部の利害関係者と役員、そして経営陣に伝達す

る点を、事業継続計画⼜は緊急事対応計画の中に位置づける 

DP:検知プロセス CPS.DP-1 ・セキュリティ事象の説明責任を果たせるよう、セキュリティ事象検知におけ

る⾃組織とサービスプロバイダが担う役割と負う責任を明確にする 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.DP-2 ・監視業務では、地域毎に適⽤される法令、通達や業界標準等に準拠して、セ

キュリティ事象を検知する 

CPS.DP-3 ・監視業務として、セキュリティ事象を検知する機能が意図したとおりに動作

するかどうかを定期的にテストし、妥当性を検証する 

CPS.DP-4 ・セキュリティ事象の検知プロセスを継続的に改善する 

DS:データセキュリ

ティ 

CPS.DS-1 ・組織間で保護すべき情報を交換する場合、当該情報の保護に係るセキュリテ

ィ要件について、事前に組織間で取決める 

CPS.DS-11 ・送受信・保管する情報に完全性チェックメカニズムを使⽤する 

CPS.DS-13 ・IoT 機器やソフトウェアが正規品であることを定期的（起動時等）に確認す

る 

CPS.DS-14 ・データの取得元、加⼯履歴等をライフサイクルの全体に渡って維持・更新・

管理する 

CPS.DS-15 ・計測の可⽤性、完全性保護によるセンシングデータの信頼性確保のために、

計測セキュリティの観点が考慮された製品を利⽤する 

GV:ガバナンス CPS.GV-1 ・セキュリティポリシーを策定し、⾃組織及び関係する他組織のセキュリティ

上の役割と責任、情報の共有⽅法等を明確にする 

CPS.GV-2 ・個⼈情報保護法、不正競争防⽌法等の国内外の法令や、業界のガイドライン

を考慮した社内ルールを策定する 

CPS.GV-3 ・各種法令や関係組織間だけで共有するデータの扱いに関する取決め等によっ

て要求されるデータの保護の⽔準を的確に把握し、それぞれの要求を踏まえた

データの区分⽅法を整備し、ライフサイクル全体に渡って区分に応じた適切な

データの保護を⾏う 

CPS.GV-4 ・セキュリティに関するリスク管理を適切に⾏うために戦略策定、リソース確

保を⾏う 

IM:改善 CPS.IM-1 ・セキュリティインシデントへの対応から教訓を導き出し、セキュリティ運⽤
プロセスを継続的に改善する 

CPS.IM-2 ・セキュリティインシデントへの対応から教訓を導き出し、事業継続計画⼜は

緊急事対応計画を継続的に改善する 

IP:情報保護プロセ

ス・手順 

CPS.IP-1 ・IoT 機器、サーバ等の初期設定⼿順（パスワード等）及び設定変更管理プロ

セスを導⼊し、運⽤する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.IP-3 ・システムを管理するためのシステム開発ライフサイクルを導⼊する 

CPS.IP-7 ・セキュリティインシデントへの対応、内部及び外部からの攻撃に関する監視

／測定／評価結果から教訓を導き出し、資産を保護するプロセスを改善する 

CPS.IP-8 ・保護技術の有効性について、適切なパートナーとの間で情報を共有する 

CPS.IP-9 ・⼈の異動に伴い⽣じる役割の変更に対応した対策にセキュリティに関する事

項（例︓アクセス権限の無効化、従業員に対する審査）を含める 

CPS.IP-10 ・脆弱性修正措置計画を作成し、計画に沿って構成要素の脆弱性を修正する 

MI:低減

(Mitigation) 

CPS.MI-1 ・セキュリティインシデントによる被害の拡⼤を最⼩限に抑え、影響を低減す

る対応を⾏う 

PT:保護技術 CPS.PT-1 ・セキュリティインシデントを適切に検知するため、監査記録／ログ記録の対

象を決定、⽂書化し、そうした記録を実施して、レビューする 

RA:リスク評価 CPS.RA-1 ・⾃組織の資産の脆弱性を特定し、対応する資産とともに⼀覧を⽂書化する 

CPS.RA-2 ・セキュリティ対応組織(SOC/CSIRT)は、組織の内部及び外部の情報源（内部

テスト、セキュリティ情報、セキュリティ研究者等）から脆弱性情報/脅威情

報等を収集、分析し、対応及び活⽤するプロセスを確⽴する 

CPS.RA-3 ・⾃組織の資産に対して想定されるセキュリティインシデントと影響及びその

発⽣要因を特定し、⽂書化する 

CPS.RA-5 ・リスクを判断する際に、脅威、脆弱性、可能性、影響を考慮する 

CPS.RA-6 ・リスクアセスメントに基づき、発⽣し得るセキュリティリスクに対する対応

策の内容を明確に定め、対応の範囲や優先順位を整理した結果を⽂書化する 

RM:リスク管理戦略 CPS.RM-1 ・⾃組織内におけるサイバーセキュリティリスクマネジメントの実施状況につ

いて確認し、組織内の適切な関係者（例︓上級管理職）に伝達する。また、⾃
組織の事業に関係する⾃組織及び他組織（例︓業務委託先）の責任範囲を明確

化し、関係する他組織によるセキュリティリスクマネジメントの実施状況を確

認するプロセスを確⽴し、実施する 

CPS.RM-2 ・リスクアセスメント結果及びサプライチェーンにおける⾃組織の役割から⾃
組織におけるリスク許容度を決定する 

RP:インシデント対

応計画 

CPS.RP-1 ・セキュリティインシデント発⽣後の対応の内容や優先順位、対策範囲を明確

にするため、インシデントを検知した後の組織／ヒト／モノ／システムの対応

⼿順（セキュリティ運⽤プロセス）をあらかじめ定義し、実装する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.RP-2 ・セキュリティ運⽤プロセスにおいて、取引先等の関係する他組織との連携に

ついて⼿順と役割分担を定め、運⽤する 

CPS.RP-3 ・⾃然災害時における対応⽅針及び対応⼿順を定めている事業継続計画⼜は緊

急事対応計画の中にセキュリティインシデントを位置づける 

SC:サプライチェー

ン・リスク管理 

CPS.SC-1 ・取引関係のライフサイクルを考慮してサプライチェーンに係るセキュリティ

の対策基準を定め、責任範囲を明確化したうえで、その内容について取引先と

合意する 

CPS.SC-2 ・⾃組織の事業を継続するに当たり、三層構造の各層において重要な役割を果

たす組織やヒトを特定し、優先付けをし、評価する 

CPS.SC-3 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織のセキュ

リティマネジメントが適合していることを確認する 

CPS.SC-4 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織の提供す

る製品・サービスが適合していることを確認する 

CPS.SC-5 ・取引先等の関係する他組織の要員の内、⾃組織から委託する業務に関わる者

に対するセキュリティ上の要求事項を策定し、運⽤する 

CPS.SC-6 ・取引先等の関係する他組織が、契約上の義務を果たしていることを確認する

ために、監査、テスト結果、または他の形式の評価を使⽤して定期的に評価す

る。 

CPS.SC-7 ・取引先等の関係する他組織に対する監査、テストの結果、契約事項に対する

不適合が発⾒された場合に実施すべきプロシージャを策定し、運⽤する 

CPS.SC-8 ・⾃組織が関係する他組織及び個⼈との契約上の義務を果たしていることを証

明するための情報（データ）を収集、安全に保管し、必要に応じて適当な範囲

で開⽰できるようにする 

CPS.SC-9 ・サプライチェーンにおけるインシデント対応活動を確実にするために、イン

シデント対応活動に関係する者の間で対応プロセスの整備と訓練を⾏う 

CPS.SC-10 ・取引先等の関係する他組織との契約が終了する際（例︓契約期間の満了、サ

ポートの終了）に実施すべきプロシージャを策定し、運⽤する 

CPS.SC-11 ・サプライチェーンに係るセキュリティ対策基準及び関係するプロシージャ等

を継続的に改善する 

CPS.SC-12 ・製品等の供給元にて、脆弱性関連情報の取扱いについてのポリシーが策定、

公表されており、脆弱性情報を収集する体制の確保及び調整機関と情報交換を

行うための窓口が設置されていること、脆弱性が発見された場合、速やかに脆

弱性検証を行い、対策方法を作成する体制が整備され、発見された脆弱性の概

要や作成した対策方法を速やかに通知し、必要な技術的情報を提供する体制が

整備されていることを確認し、製品等の供給元から脆弱性情報の適切な通知及

び情報提供を受ける運用体制を整備する 

CPS.SC-13 ・製品等の供給元が本社等の立地する場所の法的環境等により開発供給の適切

性が影響を受けない理由を確認し、製品等の供給元の法的環境等による影響を

排除する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.SC-14 ・製品等の供給元における開発供給の拠点及びその供給能力、製品等の供給安

定性に対するリスクとその対応の考え方、製品等の供給にて他社製品を使用し

ている場合、サプライヤーリストが存在し、保守及び管理の方針が策定されて

いること、BCP が策定されていることを通じて製品等の供給安定性が確保され

ていることを確認する 

サービス AC:アクセスコント

ロール 

CPS.AC-1 ・承認されたモノとヒト及びプロシージャの識別情報と認証情報を発効、管

理、確認、取消、監査するプロシージャを確⽴し、実施する 

CPS.AC-2 ・IoT 機器、サーバ等の設置エリアの施錠、⼊退室管理、⽣体認証等の導⼊、

監視カメラの設置、持ち物や体重検査等の物理的セキュリティ対策を実施する 

CPS.AC-3 ・無線接続先（ユーザや IoT 機器、サーバ等）を正しく認証する 

CPS.AC-4 ・⼀定回数以上のログイン認証失敗によるロックアウトや、安全性が確保でき

るまで再ログインの間隔をあける機能を実装する等により、IoT 機器、サーバ

等に対する不正ログインを防ぐ 

CPS.AC-5 ・職務及び責任範囲（例︓ユーザ／システム管理者)を適切に分離する  

CPS.AC-6 ・特権を持つユーザのシステムへのネットワーク経由でのログインに対して、

想定されるリスクも考慮して、信頼性の⾼い認証⽅式（例︓⼆つ以上の認証機

能を組み合わせた多要素認証）を採⽤する 

CPS.AC-7 ・データフロー制御ポリシーを定め、それに従って適宜ネットワークを分離す

る（例︓開発・テスト環境と実運⽤環境、IoT 機器を含む環境と組織内の他の

環境）等してネットワークの完全性を保護する 

CPS.AC-8 ・IoT 機器、サーバ等が実施する通信は、適切な⼿順で識別されたエンティテ

ィ（ヒト／モノ／システム等）との通信に限定する 

CPS.AC-9 ・IoT 機器やユーザによる構成要素（モノ／システム等）への論理的なアクセ

スを、取引のリスク（個⼈のセキュリティ、プライバシーのリスク及びその他

の組織的なリスク）に⾒合う形で認証・認可する 

AE:異変とイベント CPS.AE-1 ・ネットワーク運⽤のベースラインと、ヒト、モノ、システム間の予測される

情報の流れを特定し、管理するプロシージャを確⽴し、実施する 

AM:資産管理 CPS.AM-1 ・システムを構成するハードウェア、ソフトウェア及びその管理情報（例︓名

称、バージョン、ネットワークアドレス、管理責任者、ライセンス情報）の⼀
覧を作成し、適切に管理する 

CPS.AM-2 ・⾃組織が⽣産したモノのサプライチェーン上の重要性に応じて、トレーサビ

リティ確保のための特定⽅法を定める 

CPS.AM-3 ・重要性に応じて、⽣産⽇時やその状態等について記録を作成し、⼀定期間保

管するために⽣産活動の記録に関する内部規則を整備し、運⽤する 

CPS.AM-5 ・⾃組織の資産が接続している外部情報システムの⼀覧を作成し、適切に管理

する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CM:セキュリティの

継続的なモニタリ

ング 

CPS.CM-1 ・組織内のネットワークと広域ネットワークの接点において、ネットワーク監

視・制御、アクセス監視・制御を実施する 

CPS.CM-2 ・IoT 機器、サーバ等の重要性を考慮し、適切な物理的アクセスの設定及び記

録、監視を実施する 

CPS.CM-3 ・指⽰された動作内容と実際の動作結果を⽐較して、異常の検知や動作の停⽌
を⾏う IoT 機器を導⼊する。・サイバー空間から受ける情報が悪質なコードを

含んでおらず、許容範囲内であることを動作前に検証する 

CPS.CM-4 ・サイバー空間から受ける情報の完全性及び真正性を動作前に確認する 

CPS.CM-5 ・セキュリティ事象を適切に検知できるよう、外部サービスプロバイダとの通

信内容をモニタリングする 

CPS.CM-6 ・機器等の構成管理では、ソフトウェア構成情報、ネットワーク接続状況（ネ

ットワーク接続の有無、アクセス先等）及び他のソシキ、ヒト、モノ、システ

ムとの情報の送受信状況について、継続的に管理する 

CPS.CM-7 ・⾃組織の管理している IoT 機器、サーバ等に対して、定期的に対処が必要な

脆弱性の有無を確認する 

DS:データセキュリ

ティ 

CPS.DS-2 ・情報を適切な強度の⽅式で暗号化して保管する 

CPS.DS-3 ・IoT 機器、サーバ等の間、サイバー空間で通信が⾏われる際、通信経路を暗

号化する 

CPS.DS-4 ・情報を送受信する際に、情報そのものを暗号化して送受信する 

CPS.DS-5 ・送受信する情報データ、保管データする情報の暗号化等に⽤いる鍵を、ライ

フサイクルを通じて安全に管理する 

CPS.DS-6 ・サービス拒否攻撃等のサイバー攻撃を受けた場合でも、資産を適切に保護

し、攻撃による影響を最⼩限にできるよう、構成要素において⼗分なリソース

（例:ヒト、モト、システム）を確保する 

CPS.DS-7 ・IoT 機器、通信機器、回線等に対し、定期的な品質管理、予備機や無停電電

源装置の確保、冗⻑化、故障の検知、交換作業、ソフトウェアの更新を⾏う 

CPS.DS-9 ・⾃組織外への不適切な通信を防ぐため、保護すべき情報を⾃組織外へ送信す

る通信を適切に制御する 

CPS.DS-10 ・IoT 機器、サーバ等にて稼働するソフトウェアの完全性を組織が定めるタイ

ミングで検証し、不正なソフトウェアの起動を防⽌する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.DS-11 ・送受信・保管する情報に完全性チェックメカニズムを使⽤する 

CPS.DS-13 ・IoT 機器やソフトウェアが正規品であることを定期的（起動時等）に確認す

る 

GV:ガバナンス CPS.GV-3 ・各種法令や関係組織間だけで共有するデータの扱いに関する取決め等によっ

て要求されるデータの保護の⽔準を的確に把握し、それぞれの要求を踏まえた

データの区分⽅法を整備し、ライフサイクル全体に渡って区分に応じた適切な

データの保護を⾏う 

IP:情報保護プロセ

ス・手順 

CPS.IP-1 ・IoT 機器、サーバ等の初期設定⼿順（パスワード等）及び設定変更管理プロ

セスを導⼊し、運⽤する 

CPS.IP-2 ・IoT 機器、サーバ等の導⼊後に、追加するソフトウェアを制限する 

CPS.IP-4 ・構成要素（IoT 機器、通信機器、回線等）に対し、定期的なシステムバック

アップを実施し、テストする 

CPS.IP-5 ・無停電電源装置、防⽕設備の確保、浸⽔からの保護等、⾃組織の IoT 機器、

サーバ等の物理的な動作環境に関するポリシーや規則を満たすよう物理的な対

策を実施する 

CPS.IP-6 ・IoT 機器、サーバ等の廃棄時には、内部に保存されているデータ及び、正規

IoT 機器、サーバ等を⼀意に識別する ID（識別⼦）や重要情報（秘密鍵、電⼦
証明書等）を削除⼜は読み取りできない状態にする 

CPS.IP-10 ・脆弱性修正措置計画を作成し、計画に沿って構成要素の脆弱性を修正する 

MA:保守 CPS.MA-1 ・IoT 機器、サーバ等のセキュリティ上重要なアップデート等を、必要なタイ

ミングに管理されたツールを利⽤して適切に履歴を記録しつつ実施する 

CPS.MA-2 ・⾃組織の IoT 機器、サーバ等に対する遠隔保守を、適⽤先のモノ、システム

のオーナー部⾨による承認を得て、ログを記録し、不正アクセスを防げる形で

実施する 

PT:保護技術 CPS.PT-1 ・セキュリティインシデントを適切に検知するため、監査記録／ログ記録の対

象を決定、⽂書化し、そうした記録を実施して、レビューする 

CPS.PT-2 ・IoT 機器、サーバ等の本体に対して、不要なネットワークポート、USB、シ

リアルポート等を物理的または論理的に閉塞することで、IoT 機器、サーバ等

の機能を必要最⼩限とする 

RA:リスク評価 CPS.RA-1 ・⾃組織の資産の脆弱性を特定し、対応する資産とともに⼀覧を⽂書化する 

CPS.RA-2 ・セキュリティ対応組織(SOC/CSIRT)は、組織の内部及び外部の情報源（内部

テスト、セキュリティ情報、セキュリティ研究者等）から脆弱性情報/脅威情

報等を収集、分析し、対応及び活⽤するプロセスを確⽴する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.RA-4 ・構成要素の管理におけるセキュリティルールが、実装⽅法を含めて有効かを

確認するため、定期的にリスクアセスメントを実施する 

CPS.RA-6 ・リスクアセスメントに基づき、発⽣し得るセキュリティリスクに対する対応

策の内容を明確に定め、対応の範囲や優先順位を整理した結果を⽂書化する 

RP:インシデント対

応計画 

CPS.RP-1 ・セキュリティインシデント発⽣後の対応の内容や優先順位、対策範囲を明確

にするため、インシデントを検知した後の組織／ヒト／モノ／システムの対応

⼿順（セキュリティ運⽤プロセス）をあらかじめ定義し、実装する 

CPS.RP-4 ・セキュリティインシデント発⽣時に被害を受けた設備にて⽣産される等し

て、何らかの品質上の⽋落が⽣じていることが予想されるモノ（製品）に対し

て適切な対応を⾏う 

SC:サプライチェー

ン・リスク管理 

CPS.SC-3 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織のセキュ

リティマネジメントが適合していることを確認する 

CPS.SC-4 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織の提供す

る製品・サービスが適合していることを確認する 

CPS.SC-8 ・⾃組織が関係する他組織及び個⼈との契約上の義務を果たしていることを証

明するための情報（データ）を収集、安全に保管し、必要に応じて適当な範囲

で開⽰できるようにする 

CPS.SC-12 ・製品等の供給元にて、脆弱性関連情報の取扱いについてのポリシーが策定、

公表されており、脆弱性情報を収集する体制の確保及び調整機関と情報交換を

行うための窓口が設置されていること、脆弱性が発見された場合、速やかに脆

弱性検証を行い、対策方法を作成する体制が整備され、発見された脆弱性の概

要や作成した対策方法を速やかに通知し、必要な技術的情報を提供する体制が

整備されていることを確認し、製品等の供給元から脆弱性情報の適切な通知及

び情報提供を受ける運用体制を整備する 

CPS.SC-13 ・製品等の供給元が本社等の立地する場所の法的環境等により開発供給の適切

性が影響を受けない理由を確認し、製品等の供給元の法的環境等による影響を

排除する 

CPS.SC-14 ・製品等の供給元における開発供給の拠点及びその供給能力、製品等の供給安

定性に対するリスクとその対応の考え方、製品等の供給にて他社製品を使用し

ている場合、サプライヤーリストが存在し、保守及び管理の方針が策定されて

いること、BCP が策定されていることを通じて製品等の供給安定性が確保され

ていることを確認する 

都市 OS AC:アクセスコント

ロール 

CPS.AC-1 ・承認されたモノとヒト及びプロシージャの識別情報と認証情報を発効、管

理、確認、取消、監査するプロシージャを確⽴し、実施する 

CPS.AC-2 ・IoT 機器、サーバ等の設置エリアの施錠、⼊退室管理、⽣体認証等の導⼊、

監視カメラの設置、持ち物や体重検査等の物理的セキュリティ対策を実施する 

CPS.AC-3 ・無線接続先（ユーザや IoT 機器、サーバ等）を正しく認証する 

CPS.AC-4 ・⼀定回数以上のログイン認証失敗によるロックアウトや、安全性が確保でき

るまで再ログインの間隔をあける機能を実装する等により、IoT 機器、サーバ

等に対する不正ログインを防ぐ 

CPS.AC-5 ・職務及び責任範囲（例︓ユーザ／システム管理者)を適切に分離する  
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.AC-6 ・特権を持つユーザのシステムへのネットワーク経由でのログインに対して、

想定されるリスクも考慮して、信頼性の⾼い認証⽅式（例︓⼆つ以上の認証機

能を組み合わせた多要素認証）を採⽤する 

CPS.AC-7 ・データフロー制御ポリシーを定め、それに従って適宜ネットワークを分離す

る（例︓開発・テスト環境と実運⽤環境、IoT 機器を含む環境と組織内の他の

環境）等してネットワークの完全性を保護する 

CPS.AC-8 ・IoT 機器、サーバ等が実施する通信は、適切な⼿順で識別されたエンティテ

ィ（ヒト／モノ／システム等）との通信に限定する 

CPS.AC-9 ・IoT 機器やユーザによる構成要素（モノ／システム等）への論理的なアクセ

スを、取引のリスク（個⼈のセキュリティ、プライバシーのリスク及びその他

の組織的なリスク）に⾒合う形で認証・認可する 

AE:異変とイベント CPS.AE-1 ・ネットワーク運⽤のベースラインと、ヒト、モノ、システム間の予測される

情報の流れを特定し、管理するプロシージャを確⽴し、実施する 

CPS.AE-3 ・セキュリティ事象の相関の分析及び外部の脅威情報と⽐較した分析を⾏う⼿
順を実装することで、セキュリティインシデントを正確に特定する 

AM:資産管理 CPS.AM-1 ・システムを構成するハードウェア、ソフトウェア及びその管理情報（例︓名

称、バージョン、ネットワークアドレス、管理責任者、ライセンス情報）の⼀
覧を作成し、適切に管理する 

CPS.AM-2 ・⾃組織が⽣産したモノのサプライチェーン上の重要性に応じて、トレーサビ

リティ確保のための特定⽅法を定める 

CPS.AM-5 ・⾃組織の資産が接続している外部情報システムの⼀覧を作成し、適切に管理

する 

CM:セキュリティの

継続的なモニタリ

ング 

CPS.CM-1 ・組織内のネットワークと広域ネットワークの接点において、ネットワーク監

視・制御、アクセス監視・制御を実施する 

CPS.CM-2 ・IoT 機器、サーバ等の重要性を考慮し、適切な物理的アクセスの設定及び記

録、監視を実施する 

CPS.CM-3 ・指⽰された動作内容と実際の動作結果を⽐較して、異常の検知や動作の停⽌
を⾏う IoT 機器を導⼊する。・サイバー空間から受ける情報が悪質なコードを

含んでおらず、許容範囲内であることを動作前に検証する 

CPS.CM-5 ・セキュリティ事象を適切に検知できるよう、外部サービスプロバイダとの通

信内容をモニタリングする 

CPS.CM-6 ・機器等の構成管理では、ソフトウェア構成情報、ネットワーク接続状況（ネ

ットワーク接続の有無、アクセス先等）及び他のソシキ、ヒト、モノ、システ

ムとの情報の送受信状況について、継続的に管理する 

CPS.CM-7 ・⾃組織の管理している IoT 機器、サーバ等に対して、定期的に対処が必要な

脆弱性の有無を確認する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

DP:検知プロセス CPS.DP-4 ・セキュリティ事象の検知プロセスを継続的に改善する 

DS:データセキュリ

ティ 

CPS.DS-1 ・組織間で保護すべき情報を交換する場合、当該情報の保護に係るセキュリテ

ィ要件について、事前に組織間で取決める 

CPS.DS-10 ・IoT 機器、サーバ等にて稼働するソフトウェアの完全性を組織が定めるタイ

ミングで検証し、不正なソフトウェアの起動を防⽌する 

CPS.DS-11 ・送受信・保管する情報に完全性チェックメカニズムを使⽤する 

CPS.DS-12 ・ハードウェアの完全性を検証するために完全性チェックメカニズムを使⽤す

る 

CPS.DS-13 ・IoT 機器やソフトウェアが正規品であることを定期的（起動時等）に確認す

る 

CPS.DS-2 ・情報を適切な強度の⽅式で暗号化して保管する 

CPS.DS-3 ・IoT 機器、サーバ等の間、サイバー空間で通信が⾏われる際、通信経路を暗

号化する 

CPS.DS-4 ・情報を送受信する際に、情報そのものを暗号化して送受信する 

CPS.DS-5 ・送受信する情報データ、保管データする情報の暗号化等に⽤いる鍵を、ライ

フサイクルを通じて安全に管理する 

CPS.DS-6 ・サービス拒否攻撃等のサイバー攻撃を受けた場合でも、資産を適切に保護

し、攻撃による影響を最⼩限にできるよう、構成要素において⼗分なリソース

（例:ヒト、モト、システム）を確保する 

CPS.DS-7 ・IoT 機器、通信機器、回線等に対し、定期的な品質管理、予備機や無停電電

源装置の確保、冗⻑化、故障の検知、交換作業、ソフトウェアの更新を⾏う 

CPS.DS-9 ・⾃組織外への不適切な通信を防ぐため、保護すべき情報を⾃組織外へ送信す

る通信を適切に制御する 

GV:ガバナンス CPS.GV-3 ・各種法令や関係組織間だけで共有するデータの扱いに関する取決め等によっ

て要求されるデータの保護の⽔準を的確に把握し、それぞれの要求を踏まえた

データの区分⽅法を整備し、ライフサイクル全体に渡って区分に応じた適切な

データの保護を⾏う 

IP:情報保護プロセ

ス・手順 

CPS.IP-1 ・IoT 機器、サーバ等の初期設定⼿順（パスワード等）及び設定変更管理プロ

セスを導⼊し、運⽤する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.IP-2 ・IoT 機器、サーバ等の導⼊後に、追加するソフトウェアを制限する 

CPS.IP-4 ・構成要素（IoT 機器、通信機器、回線等）に対し、定期的なシステムバック

アップを実施し、テストする 

CPS.IP-5 ・無停電電源装置、防⽕設備の確保、浸⽔からの保護等、⾃組織の IoT 機器、

サーバ等の物理的な動作環境に関するポリシーや規則を満たすよう物理的な対

策を実施する 

CPS.IP-6 ・IoT 機器、サーバ等の廃棄時には、内部に保存されているデータ及び、正規

IoT 機器、サーバ等を⼀意に識別する ID（識別⼦）や重要情報（秘密鍵、電⼦
証明書等）を削除⼜は読み取りできない状態にする 

CPS.IP-10 ・脆弱性修正措置計画を作成し、計画に沿って構成要素の脆弱性を修正する 

MA:保守 CPS.MA-1 ・IoT 機器、サーバ等のセキュリティ上重要なアップデート等を、必要なタイ

ミングに管理されたツールを利⽤して適切に履歴を記録しつつ実施する 

CPS.MA-2 ・⾃組織の IoT 機器、サーバ等に対する遠隔保守を、適⽤先のモノ、システム

のオーナー部⾨による承認を得て、ログを記録し、不正アクセスを防げる形で

実施する 

PT:保護技術 CPS.PT-2 ・IoT 機器、サーバ等の本体に対して、不要なネットワークポート、USB、シ

リアルポート等を物理的または論理的に閉塞することで、IoT 機器、サーバ等

の機能を必要最⼩限とする 

CPS.PT-3 ・ネットワークにつながることを踏まえた安全性を実装する IoT 機器を導⼊す

る 

RA:リスク評価 CPS.RA-1 ・⾃組織の資産の脆弱性を特定し、対応する資産とともに⼀覧を⽂書化する 

CPS.RA-2 ・セキュリティ対応組織(SOC/CSIRT)は、組織の内部及び外部の情報源（内部

テスト、セキュリティ情報、セキュリティ研究者等）から脆弱性情報/脅威情

報等を収集、分析し、対応及び活⽤するプロセスを確⽴する 

CPS.RA-3 ・⾃組織の資産に対して想定されるセキュリティインシデントと影響及びその

発⽣要因を特定し、⽂書化する 

CPS.RA-4 ・構成要素の管理におけるセキュリティルールが、実装⽅法を含めて有効かを

確認するため、定期的にリスクアセスメントを実施する 

CPS.RA-5 ・リスクを判断する際に、脅威、脆弱性、可能性、影響を考慮する 

CPS.RA-6 ・リスクアセスメントに基づき、発⽣し得るセキュリティリスクに対する対応

策の内容を明確に定め、対応の範囲や優先順位を整理した結果を⽂書化する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

RM:リスク管理戦略 CPS.RM-2 ・リスクアセスメント結果及びサプライチェーンにおける⾃組織の役割から⾃
組織におけるリスク許容度を決定する 

RP:インシデント対

応計画 

CPS.RP-1 ・セキュリティインシデント発⽣後の対応の内容や優先順位、対策範囲を明確

にするため、インシデントを検知した後の組織／ヒト／モノ／システムの対応

⼿順（セキュリティ運⽤プロセス）をあらかじめ定義し、実装する 

SC:サプライチェー

ン・リスク管理 

CPS.SC-3 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織のセキュ

リティマネジメントが適合していることを確認する 

CPS.SC-4 ・外部の組織との契約を⾏う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織の提供す

る製品・サービスが適合していることを確認する 

CPS.SC-8 ・⾃組織が関係する他組織及び個⼈との契約上の義務を果たしていることを証

明するための情報（データ）を収集、安全に保管し、必要に応じて適当な範囲

で開⽰できるようにする 

CPS.SC-12 ・製品等の供給元にて、脆弱性関連情報の取扱いについてのポリシーが策定、

公表されており、脆弱性情報を収集する体制の確保及び調整機関と情報交換を

行うための窓口が設置されていること、脆弱性が発見された場合、速やかに脆

弱性検証を行い、対策方法を作成する体制が整備され、発見された脆弱性の概

要や作成した対策方法を速やかに通知し、必要な技術的情報を提供する体制が

整備されていることを確認し、製品等の供給元から脆弱性情報の適切な通知及

び情報提供を受ける運用体制を整備する 

CPS.SC-13 ・製品等の供給元が本社等の立地する場所の法的環境等により開発供給の適切

性が影響を受けない理由を確認し、製品等の供給元の法的環境等による影響を

排除する 

CPS.SC-14 ・製品等の供給元における開発供給の拠点及びその供給能力、製品等の供給安

定性に対するリスクとその対応の考え方、製品等の供給にて他社製品を使用し

ている場合、サプライヤーリストが存在し、保守及び管理の方針が策定されて

いること、BCP が策定されていることを通じて製品等の供給安定性が確保され

ていることを確認する 

アセット AC:アクセスコント

ロール 

CPS.AC-1 ・承認されたモノとヒト及びプロシージャの識別情報と認証情報を発効、管

理、確認、取消、監査するプロシージャを確⽴し、実施する 

CPS.AC-2 ・IoT 機器、サーバ等の設置エリアの施錠、⼊退室管理、⽣体認証等の導⼊、

監視カメラの設置、持ち物や体重検査等の物理的セキュリティ対策を実施する 

CPS.AC-3 ・無線接続先（ユーザや IoT 機器、サーバ等）を正しく認証する 

CPS.AC-4 ・⼀定回数以上のログイン認証失敗によるロックアウトや、安全性が確保でき

るまで再ログインの間隔をあける機能を実装する等により、IoT 機器、サーバ

等に対する不正ログインを防ぐ 

CPS.AC-7 ・データフロー制御ポリシーを定め、それに従って適宜ネットワークを分離す

る（例︓開発・テスト環境と実運⽤環境、IoT 機器を含む環境と組織内の他の

環境）等してネットワークの完全性を保護する 

CPS.AC-8 ・IoT 機器、サーバ等が実施する通信は、適切な⼿順で識別されたエンティテ

ィ（ヒト／モノ／システム等）との通信に限定する 

CPS.AC-9 ・IoT 機器やユーザによる構成要素（モノ／システム等）への論理的なアクセ

スを、取引のリスク（個⼈のセキュリティ、プライバシーのリスク及びその他

の組織的なリスク）に⾒合う形で認証・認可する 



   

 

118 
 

カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

AE:異変とイベント CPS.AE-1 ・ネットワーク運⽤のベースラインと、ヒト、モノ、システム間の予測される

情報の流れを特定し、管理するプロシージャを確⽴し、実施する 

AM:資産管理 CPS.AM-1 ・システムを構成するハードウェア、ソフトウェア及びその管理情報（例︓名

称、バージョン、ネットワークアドレス、管理責任者、ライセンス情報）の⼀
覧を作成し、適切に管理する 

CPS.AM-5 ・⾃組織の資産が接続している外部情報システムの⼀覧を作成し、適切に管理

する 

CM:セキュリティの

継続的なモニタリ

ング 

CPS.CM-2 ・IoT 機器、サーバ等の重要性を考慮し、適切な物理的アクセスの設定及び記

録、監視を実施する 

CPS.CM-3 ・指⽰された動作内容と実際の動作結果を⽐較して、異常の検知や動作の停⽌
を⾏う IoT 機器を導⼊する。・サイバー空間から受ける情報が悪質なコードを

含んでおらず、許容範囲内であることを動作前に検証する 

CPS.CM-5 ・セキュリティ事象を適切に検知できるよう、外部サービスプロバイダとの通

信内容をモニタリングする 

CPS.CM-5 ・セキュリティ事象を適切に検知できるよう、外部サービスプロバイダとの通

信内容をモニタリングする 

CPS.CM-6 ・機器等の構成管理では、ソフトウェア構成情報、ネットワーク接続状況（ネ

ットワーク接続の有無、アクセス先等）及び他のソシキ、ヒト、モノ、システ

ムとの情報の送受信状況について、継続的に管理する 

CPS.CM-7 ・⾃組織の管理している IoT 機器、サーバ等に対して、定期的に対処が必要な

脆弱性の有無を確認する 

DS:データセキュリ

ティ 

CPS.DS-3 ・IoT 機器、サーバ等の間、サイバー空間で通信が⾏われる際、通信経路を暗

号化する 

CPS.DS-6 ・サービス拒否攻撃等のサイバー攻撃を受けた場合でも、資産を適切に保護

し、攻撃による影響を最⼩限にできるよう、構成要素において⼗分なリソース

（例:ヒト、モト、システム）を確保する 

CPS.DS-7 ・IoT 機器、通信機器、回線等に対し、定期的な品質管理、予備機や無停電電

源装置の確保、冗⻑化、故障の検知、交換作業、ソフトウェアの更新を⾏う 

CPS.DS-8 ・保護すべき情報を扱う、あるいは⾃組織にとって重要な機能を有する機器を

調達する場合、耐タンパーデバイスを利⽤する 

CPS.DS-10 ・IoT 機器、サーバ等にて稼働するソフトウェアの完全性を組織が定めるタイ

ミングで検証し、不正なソフトウェアの起動を防⽌する 

CPS.DS-11 ・送受信・保管する情報に完全性チェックメカニズムを使⽤する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.DS-12 ・ハードウェアの完全性を検証するために完全性チェックメカニズムを使⽤す

る 

CPS.DS-13 ・IoT 機器やソフトウェアが正規品であることを定期的（起動時等）に確認す

る 

CPS.DS-15 ・計測の可⽤性、完全性保護によるセンシングデータの信頼性確保のために、

計測セキュリティの観点が考慮された製品を利⽤する 

IP:情報保護プロセ

ス・手順 

CPS.IP-1 ・IoT 機器、サーバ等の初期設定⼿順（パスワード等）及び設定変更管理プロ

セスを導⼊し、運⽤する 

CPS.IP-2 ・IoT 機器、サーバ等の導⼊後に、追加するソフトウェアを制限する 

CPS.IP-4 ・構成要素（IoT 機器、通信機器、回線等）に対し、定期的なシステムバック

アップを実施し、テストする 

CPS.IP-5 ・無停電電源装置、防⽕設備の確保、浸⽔からの保護等、⾃組織の IoT 機器、

サーバ等の物理的な動作環境に関するポリシーや規則を満たすよう物理的な対

策を実施する 

CPS.IP-6 ・IoT 機器、サーバ等の廃棄時には、内部に保存されているデータ及び、正規

IoT 機器、サーバ等を⼀意に識別する ID（識別⼦）や重要情報（秘密鍵、電⼦
証明書等）を削除⼜は読み取りできない状態にする 

MA:保守 CPS.MA-1 ・IoT 機器、サーバ等のセキュリティ上重要なアップデート等を、必要なタイ

ミングに管理されたツールを利⽤して適切に履歴を記録しつつ実施する 

CPS.MA-2 ・⾃組織の IoT 機器、サーバ等に対する遠隔保守を、適⽤先のモノ、システム

のオーナー部⾨による承認を得て、ログを記録し、不正アクセスを防げる形で

実施する 

CPS.MA-3 ・可能であれば、遠隔地からの操作によってソフトウェア（OS、ドライバ、ア

プリケーション）を⼀括して更新するリモートアップデートの仕組みを備えた

IoT 機器を導⼊する 

PT:保護技術 CPS.PT-2 ・IoT 機器、サーバ等の本体に対して、不要なネットワークポート、USB、シ

リアルポート等を物理的または論理的に閉塞することで、IoT 機器、サーバ等

の機能を必要最⼩限とする 

RA:リスク評価 CPS.RA-4 ・構成要素の管理におけるセキュリティルールが、実装⽅法を含めて有効かを

確認するため、定期的にリスクアセスメントを実施する 

CPS.RA-6 ・リスクアセスメントに基づき、発⽣し得るセキュリティリスクに対する対応

策の内容を明確に定め、対応の範囲や優先順位を整理した結果を⽂書化する 

SC:サプライチェー

ン・リスク管理 

CPS.SC-3 ・外部の組織との契約を行う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織のセキュ

リティマネジメントが適合していることを確認する 
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カテゴリ 対策区分 
対策要件

ID 
対策要件 

CPS.SC-4 ・外部の組織との契約を行う場合、⽬的及びリスクマネジメントの結果を考慮

し、⾃組織のセキュリティに関する要求事項に対して関係する他組織の提供す

る製品・サービスが適合していることを確認する 

CPS.SC-8 ・⾃組織が関係する他組織及び個⼈との契約上の義務を果たしていることを証

明するための情報（データ）を収集、安全に保管し、必要に応じて適当な範囲

で開⽰できるようにする 

CPS.SC-12 ・製品等の供給元にて、脆弱性関連情報の取扱いについてのポリシーが策定、

公表されており、脆弱性情報を収集する体制の確保及び調整機関と情報交換を

行うための窓口が設置されていること、脆弱性が発見された場合、速やかに脆

弱性検証を行い、対策方法を作成する体制が整備され、発見された脆弱性の概

要や作成した対策方法を速やかに通知し、必要な技術的情報を提供する体制が

整備されていることを確認し、製品等の供給元から脆弱性情報の適切な通知及

び情報提供を受ける運用体制を整備する 

CPS.SC-13 ・製品等の供給元が本社等の立地する場所の法的環境等により開発供給の適切

性が影響を受けない理由を確認し、製品等の供給元の法的環境等による影響を

排除する 

CPS.SC-14 ・製品等の供給元における開発供給の拠点及びその供給能力、製品等の供給安

定性に対するリスクとその対応の考え方、製品等の供給にて他社製品を使用し

ている場合、サプライヤーリストが存在し、保守及び管理の方針が策定されて

いること、BCP が策定されていることを通じて製品等の供給安定性が確保され

ていることを確認する 
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【Appendix】D 各分野におけるリスク特定とセキュリティ対策検討のイメージ 

防災イメージ 

【ユースケース例】 

・水位センサーや防犯カメラで、洪水・土砂崩れ・河川氾濫の選考情報を取得し、適切な

場所での防犯措置や住民に避難誘導を展開する等、対策をとる。 
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医療・福祉イメージ 

【ユースケース例】 

・高齢者や患者の健康情報を収集、蓄積することで、医者や家族が患者の健康情報を常に

把握可能とする。 
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決済イメージ 

【ユースケース例】 

・地域通貨や自治体ポイントによる決済を可能とする。利用者は Webサービスから自

身の取得ポイントや利用状況を確認可能とする。 
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交通イメージ 

【ユースケース例】 

・バスや除雪車の位置情報を取得し、住民や観光客に配信することで交通機関の利用促

進を行う。 

また、駐車場の利用状況を配信することで、住民や観光客の利用を促す。 
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観光イメージ 

【ユースケース例】 

・観光客向けのレンタルサイクルに GPSを搭載し、観光客の行動情報を取得することで

観光地にいる観光客へ適切な観光情報を配信する。 

 

 

 


